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○洪水浸水想定区域図（計画規模） 
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○洪水浸水想定区域図（家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



風水害対策計画 

第１章 災害対策の計画的な推進 

第４節 被害想定 

 

19 

○洪水浸水想定区域図（家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸浸食）） 
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２ 雨水出水浸水想定区域の指定 

水防法第１４条の２では、県及び市は水位周知下水道について、雨水出水時の円滑かつ

迅速な避難を確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、

想定最大規模降雨により排水施設に雨水を排除できなくなった場合又は排水施設から河川

その他の公共の水域若しくは海域に雨水を排除できなくなった場合に浸水が想定される区

域を、雨水出水浸水想定区域として指定することとされています。 

   平成２９年９月１日現在、指定はありません。 

３ 高潮浸水想定区域の指定 

水防法第１４条の３では、県は水位周知海岸について、高潮時の円滑かつ迅速な避難を

確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、想定し得る

最大規模の高潮であって当該海岸について高潮による氾濫が生じた場合に浸水が想定され

る区域を高潮浸水想定区域として指定することとされています。 

   平成２９年９月１日現在、指定はありません。 

４ その他 

市は、千ノ川及び駒寄川（いずれも市管理の準用河川区間）並びに内水氾濫（「雨水出

水」と同義）について、浸水を想定（想定雨量：24 時間雨量 239 ㎜、ピーク 1 時間雨量 81

㎜）し、県が作成した浸水想定区域図（小出川及び千の川のうち県管理区間が対象）と合

わせ、平成２０年３月に茅ヶ崎市洪水ハザードマップ（小出川・千ノ川・駒寄川及び内水

版）を作成しています。 

 

○茅ヶ崎市洪水ハザードマップ（小出川・千ノ川・駒寄川及び内水版） 
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第５節 計画の推進主体とその役割 

 

災害発生時には、市、県、防災関係機関、市民及び企業等が一致団結して連携した応急対策

活動を行うことが重要です。迅速かつ円滑に応急対策活動を実施するため、それぞれの役割や

責任を明確化し、災害対策基本法に基づいた、協力・支援体制を確立した上で、平常時からの

予防対策、災害時の応急対策活動等、各種対策を実施するものとします。 

第１ 市及び県の責務と処理すべき事務または業務の大綱 

１ 市 

市は、防災の第一義的責任を有する基礎的な自治体として、市域並びに市民の生命、身

体及び財産を災害から保護するため、県、指定地方行政機関、指定公共機関及び公共的団

体等と連携し防災活動を実施します。 

 

(1) 防災組織の整備 

(2) 防災知識の普及及び教育 

(3) 防災訓練の実施 

(4) 防災施設の整備 

(5) 防災に必要な物資及び資機材の備蓄、整備 

(6) 自主防災組織の育成指導 

(7) ボランティアの受入体制の整備 

(8) 消防活動その他の応急措置 

(9) 避難対策 

(10) 災害に関する情報の収集、伝達及び広報 

(11) 被災者に対する救助及び救護の実施 

(12) 医療救護体制整備のための医療機関との連絡調整 

(13) 応急手当及び看護に関する指導 

(14) 保健衛生に関する指導及び防疫活動 

(15) 医療情報の収集伝達 

(16) 文教対策 

(17) 被害調査及び復旧 

(18) その他の災害応急対策 

(19) その他災害の発生の防御及び拡大防止のための措置 

２ 県 

県は、市町村を包括する広域的地方公共団体として、県土並びに県民の生命、身体及び

財産を災害から保護するため、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、公

共的団体及び他の自治体等と連携し防災活動を実施するとともに、市町村及び指定地方公

共機関が処理する防災に関する事務、または業務の実施を助け、かつ、その総合調整を行

います。 

 

(1) 神奈川県 

ア 防災組織の整備 

イ 市町村及び防災関係機関の防災事務または業務の実施についての総合調整 

ウ  防災知識の普及及び教育 

エ  防災訓練の実施 

オ  防災施設の整備 

カ  防災に必要な物資及び資機材の備蓄、整備 

キ  災害に関する情報の収集、伝達及び広報 

ク  緊急輸送の確保 
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ケ  文教対策 

コ  市町村が実施する被災者の救助及び救護の応援 

サ  災害救助法に基づく被災者の救助 

シ  被災施設の復旧 

ス  その他災害の発生の防御及び拡大防止のための措置 

(2) 湘南地域県政総合センター（県湘南現地災害対策本部） 

ア  所管区域（市町）、県機関及び関係機関等の被害状況の収集 

イ  現地災害対策本部の構成機関に係る応急対策実施に必要な連絡調整 

ウ  現地災害対策本部の構成機関に対する本部指令の伝達及び情報の収集 

エ  その他必要な災害応急対策 

(3) 藤沢土木事務所（県湘南現地災害対策本部第２土木部） 

ア  防災のための公共土木施設の整備 

イ  管内市域の県管理の道路等の応急対策、緊急輸送道路の確保 

ウ  管内市域の県管理の道路、河川等の被害調査並びに災害復旧 

エ  災害時における管内市域の海岸線の応急対策 

オ  砂防林及び海岸施設の被害調査並びに災害復旧 

(4) 県衛生研究所（県湘南現地災害対策本部第４保健福祉部） 

ア  市の要請に基づく２次避難施設の開設 

(5) 企業庁茅ケ崎水道営業所（県湘南現地災害対策本部第２企業部） 

ア  災害時における指定配水池での飲料水の確保 

イ  災害発生の防御及び拡大防止措置 

ウ  被災施設の調査及び復旧 

エ  管内市域の応急給水活動支援 

(6) 茅ケ崎警察署（県湘南現地災害対策本部第３警察部） 

ア  被災者の救出救助、避難誘導 

イ  災害関連情報の収集・伝達 

ウ  交通規制、緊急交通路の確保 

エ  行方不明者の捜索、遺体の見分・検視 

オ  犯罪の予防、取り締まり、その他社会秩序の維持 

 

第２ 防災関係機関の責務と処理すべき事務または業務の大綱 

１ 指定地方行政機関 

指定地方行政機関は、県土並びに県民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、

指定公共機関及び他の指定地方公共機関と相互に協力し、防災活動を実施するとともに、

県及び市町村の活動が円滑に行われるよう勧告、指導、助言等の措置をとります。 

 

(1) 農林水産省関東農政局神奈川支局 

ア  農業・農地・農業用施設の被害状況の情報収集及び報告連絡に関すること 

イ  応急用食料・物資の支援に関すること 

ウ  食料の需給・価格動向や食品の表示等に関すること 

エ  輸出証明に関すること 

オ  関係職員の派遣に関すること 

(2) 第三管区海上保安本部（横須賀海上保安部湘南海上保安署） 

ア 海上災害及び大規模海難等に関する事故対策訓練の実施 

イ 関係者及び国民に対する海上防災講習会等による防災思想の啓蒙 

ウ 港湾の状況等の調査研究 

エ 船艇、航空機等による警報等の伝達 

オ 船艇、航空機等を活用した情報収集 
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カ 活動体制の確立 

キ 船艇、航空機等による海難救助等 

ク 船艇、航空機等による傷病者、医師等及び救援物資の緊急輸送 

ケ 被災者に対する物資の無償貸与又は譲与 

コ 要請に基づく、関係機関及び地方公共団体の災害応急対策の実施に対する支援 

サ 排出油等の防除等 

シ 避難勧告、入港制限、移動命令等船舶交通の整理、指導による海上交通安 

全の確保 

ス 警戒区域の設定並びに船舶等の区域外への退去及び入域の制限又は禁止の 

指示 

セ 海上における治安の維持 

ソ 危険物等積載船舶に対する移動命令、航行制限若しくは禁止及び荷役の中 

止等危険物の保安に関する措置 

タ 海洋環境への汚染の未然防止又は拡大防止のための適切な措置 

チ 災害復旧・復興に係る工事に関する海上交通安全の確保 

(3) 総務省関東総合通信局 

ア  非常無線通信の確保等及び関東地方非常通信協議会の運営 

イ  災害対策用移動通信機器及び災害対策用移動電源車の貸出し 

ウ  非常災害時における重要通信の疎通を確保するため、無線局の開局、周波数等の指

定変更及び無線設備の設置場所等の変更を口頭等により許認可を行う特例措置（臨機

の措置）の実施 

エ 電気通信事業者及び放送局の被災・復旧状況等の情報提 

(4) 財務省関東財務局（横浜財務事務所） 

ア  災害発生時における地方公共団体等に対する国有財産の無償貸付等 

イ  災害時における金融機関等に対する金融上の措置の要請 

ウ  主務省の要請による災害復旧事業費の査定の立会 

エ  地方公共団体に対する財政融資資金地方資金の貸付 

(5) 東京管区気象台（横浜地方気象台） 

ア 気象、地象、地動及び水象の観測並びにその青果の収集及び発表 

イ 気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地振動に限る）及び水象の

予報及び警報等の防災気象情報の発表、伝達及び解説 

ウ 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備の努力 

エ 地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言 

オ 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発の努力 

(6) 国土交通省関東地方整備局横浜国道事務所 

ア  防災上必要な教育及び訓練 

イ  災害危険区域の選定 

ウ  災害時における情報の収集及び広報 

エ  災害時における交通確保 

オ  災害時における応急工事 

カ  災害復旧工事の実施 

キ  再度災害防止工事の施工 

(7) 国土交通省関東地方整備局京浜河川事務所 

ア  防災上必要な教育及び訓練 

イ  防災に関する施設及び設備の整備と、平常時及び災害時における関係機関の防災活

動への支援 

ウ 災害危険区域の選定 

エ  水防に関する予報並びに警報の発表及び伝達 

オ  災害に関する情報の収集及び広報 
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カ  水防活動の助言 

キ  災害時における応急工事 

ク  災害復旧工事の実施 

ケ  再度災害防止工事の施工 

(8) 国土交通省国土地理院関東地方測量部 

ア  災害時等における地理空間情報の整備・提供 

イ  復旧・復興のための公共測量に関する指導・助言 

ウ  地殻変動の監視 

 

２ 指定公共機関及び指定地方公共機関 

指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務の公共性または公益性にかんがみ、自

ら防災活動を実施するとともに、県及び市町村の活動が円滑に行われるようその業務に協

力します。 

 

(1) 東日本旅客鉄道株式会社横浜支社 

ア  鉄道、軌道施設の設備、保全 

イ  災害対策に必要な物資及び人員の輸送確保 

ウ  災害時の応急輸送対策 

エ  鉄道、軌道関係被害調査及び復旧 

(2) 電信電話機関（東日本電信電話株式会社神奈川事業部、エヌ・ティ・ティ・コミュニ

ケーションズ株式会社、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ神奈川支店） 

ア  電気通信施設の整備及び点検 

イ  電気通信の特別取り扱い 

ウ  電気通信施設の被害調査及び災害復旧 

(3) 東京電力パワーグリッド株式会社平塚支社 

ア  電力供給施設の整備及び点検 

イ  災害時における電力供給の確保 

ウ  被災施設の調査及び復旧 

(4) 東京ガス株式会社神奈川西支店 

ア  ガス施設の災害予防措置 

イ  災害発生時の応急対策 

ウ  警戒宣言発令時の応急対策 

(5) 日本赤十字社神奈川県支部 

ア  医療救護 

イ  救援物資の備蓄及び配分 

ウ  災害時の血液製剤の供給 

エ  義援金の受付及び配分 

オ  その他災害救護に必要な業務 

(6) 神奈川中央交通株式会社茅ヶ崎営業所 

ア  被災地の人員輸送の確保 

イ  災害時の応急輸送対策 

(7) 相模川左岸土地改良区事務所 

ア  土地改良施設の整備 

イ  農地湛水の防排除活動 

ウ  農地及び農業施設の被害調査及び復旧 

(8) 一般社団法人神奈川県トラック協会 

ア  災害対策用物資の輸送確保 

イ  災害時の応急輸送対策 

(9) 日本郵便株式会社茅ヶ崎郵便局及び株式会社ゆうちょ銀行茅ヶ崎店 
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ア  災害時における郵便業務の確保 

イ  被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

ウ  被災者が差し出す郵便物の料金免除 

エ  被災地あて救助用郵便物の料金免除 

オ  被災者救助団体に対するお年玉郵便葉書等寄付金の配分 

カ  為替貯金、簡易保険及び郵便貯金の非常扱い 

キ  地方公共団体に対する簡易保険、郵便年金積立金の応急融資等の運用管理 

(10) 中日本高速道路株式会社東京支社 

ア  管理道路等（構造物を含む。）の整備及び保全 

イ  管理道路（構造物を含む。）の被害調査及び復旧 

(11) ＫＤＤＩ株式会社南関東総支社 

ア  電気通信施設の整備及び保全 

イ  災害時における電気通信の疎通 

(12) 日本銀行横浜支店 

ア  銀行券の発行ならびに通貨および金融の調節 

イ  資金決済の円滑の確保を通じ信用秩序の維持に資するための措置 

ウ  金融機関の業務運営の確保に係る措置 

エ  金融機関による金融上の措置の実施に係る要請 

オ  各種措置に関する広報 

(13) 公益社団法人神奈川県ＬＰガス協会湘南支部茅ヶ崎・寒川部会 

ア  ＬＰガス消費設備の安全指導の徹底 

イ  応急燃料の確保 

ウ  被災地に対する燃料の供給 

 

３ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

公共的団体及び防災上重要な施設の管理者は、平常時から災害予防体制の整備を図ると

ともに、災害時には災害応急措置を実施します。 

また、市町村その他の防災関係機関の活動に協力します。 

 

(1) さがみ農業協同組合茅ヶ崎支店 

ア  市が行う被害状況調査及び応急対策への協力 

イ  農作物災害応急対策の指導 

ウ  農業生産資材及び農家生活資材の確保及びあっ旋 

エ  被災農家に対する融資または融資のあっ旋 

(2) 茅ヶ崎市漁業協同組合 

ア  市が行う被害状況調査及び応急対策への協力 

イ  被災組合員に対する融資または融資のあっ旋 

ウ  漁船、協同施設の災害応急対策及びその復旧対策 

(3) 茅ヶ崎商工会議所及び商工業関係団体 

ア  市が行う商工業関係被害調査及び応急対策への協力 

イ  救助用物資、復旧資材の確保についての協力 

ウ  災害時における物価安定についての協力 

(4) 一般社団法人茅ヶ崎医師会 

ア  医療救護活動の実施 

イ  救護活動に必要な医薬品及び医療器材の提供 

ウ  防疫その他保健衛生活動の協力 

(5) 一般社団法人茅ヶ崎歯科医師会 

ア  医療救護活動の実施 

イ  遺体の歯形等の調査、分析による身元の確認 
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(6) 一般社団法人茅ヶ崎寒川薬剤師会 

ア  医療救護活動の実施 

イ  医薬品の供給 

(7) 金融機関 

ア  被災事業者等に対する資金融資 

(8) 病院等医療施設の管理者 

ア  避難施設の整備及び避難訓練の実施 

イ  災害時における収用者の保護及び誘導 

ウ  災害時における病人等の収容及び保護 

エ  災害時における被災負傷者の治療と助産 

(9) 社会福祉施設の管理者 

ア  避難施設の整備及び避難訓練の実施 

イ  災害時における入所者の保護及び誘導 

(10) 学校法人 

ア  避難施設の整備及び避難訓練 

イ  災害時における応急教育対策計画の確立と実施 

(11) 社団法人茅ヶ崎建設業協会 

ア  応急対策用資機材及び車両確保の協力 

イ  応急対策に必要な労働力の確保 

(12) 株式会社ジェイコム湘南、株式会社湘南平塚コミュニティ放送（ＦＭ湘南ナパサ）、

藤沢エフエム放送株式会社（レディオ湘南）、湘南リビング新聞社 

ア  災害情報の広報 

(13) 危険物施設及び高圧ガス施設の管理者 

ア  安全管理の徹底 

イ  防護施設の整備 

(14) 社会福祉法人茅ヶ崎市社会福祉協議会 

ア  災害ボランティアセンターの設置及び運営 

イ  災害ボランティアセンターの設置運営訓練 

ウ  災害ボランティア受け入れのための資機材の備蓄 

エ  義援金等の申請 

オ  生活福祉資金の貸付 

 

４ 自衛隊（第４施設群（陸上自衛隊座間駐屯地）） 

自衛隊は、県知事から要請を受けたときは、要請の内容及び自ら収集した情報に基づい

て部隊等の派遣の必要の有無を判断し、部隊等を派遣する等適切な措置を行います。 

また、補完的、例外的な措置として、通信の途絶等により県等と連絡が不可能である場

合において災害の実態に照らし特に緊急を要し、要請を待ついとまがないと認められると

きは、要請を待たないで部隊等を派遣することができます。 

 

(1) 人命または財産の保護のため緊急を有する救助、救援及び応急復旧 

ア  被害状況の把握 

イ  避難者の救助 

ウ  遭難者等の捜索活動 

エ  水防活動及び消防活動 

オ  道路または水路の啓開 

カ  応急医療、救護及び防疫活動 

キ  人員及び物資の緊急輸送 

ク  炊飯及び給水活動 

ケ  緊急物資の無償貸与または譲与 
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コ  危険物の保安及び除去 

サ  その他知事が必要と認めるもので自衛隊との協議の整ったもの 

第３ 市民及び自主防災組織の責務と処理すべき事務または業務の大綱 

１ 市民及び自主防災組織 

(1) 「自らの身は、自ら守る」という自主防災の観点から、７日分以上の飲料水・食料の

備蓄や家具転倒防止対策の実施等の予防対策、災害時の家族の連絡体制、行動について

のルールづくり等、市民自らが防災対策を行います。 

(2) 「自分たちの地域は、自分たちで守る」ため、自主防災組織の結成及びその活動への

積極的な参加に努めます。 

(3) 防災訓練、防災研修会や防災講座等（以下「防災研修会等」という。）に積極的に参

加し、習得した防災に関する知識、技能等を災害発生時に発揮できるよう努めます。 

(4) 災害発生時には、地域において相互に協力し、情報の入手、出火の防止、初期消火、

救助・救急、応急手当等に努めるとともに、避難においては、冷静かつ積極的に行動す

るように努めます。 

 

(1) 市民 

ア  飲料水、食料及び生活必需物資等の備蓄及び家屋の耐震・安全対策 

イ  出火防止、初期消火活動の協力 

ウ  避難、給食等に際しての隣保協力 

エ  被災者の救助・救急活動の協力 

オ  自主防災組織活動への協力 

カ  その他必要な災害応急対策業務への協力 

(2) 自主防災組織 

ア  防災訓練の実施等平常時における災害に関する予防活動 

イ  被災者の救助・救急等に必要な資機材等の整備 

ウ  出火防止及び初期消火活動 

エ  被災者の救助・救急活動、避難誘導等応急対策活動 

オ  地域における被害情報等の収集、伝達 

カ  警戒宣言が発せられた場合の防災活動 

キ  避難所運営委員会への参画 

ク  その他災害時において特に災害対策本部長等から要請のあった応急活動 

 

第４ 企業等の責務と処理すべき事務または業務の大綱 

１  企業等 

(1) 日頃から、各企業等が管理する施設及び設備の耐震性の確保や飲料水・食料等の備蓄、

消火、救助・救急のための資機材の整備、さらに、従業員の防災訓練や防災研修会等の

積極的な実施に努めます。 

(2) 防災対策の責任者を定め、災害が発生した場合の従業員の取るべき行動を明確にし、

市民及び自主防災組織と連携して、地域における防災活動に参加するための体制を整備

するよう努めます。 

(3) 災害発生時には、市民及び自主防災組織と連携して、情報の収集及び伝達、消火、救

助・救急、応急手当、避難誘導等を積極的に行うように努めます。 

 

(1) 企業等 

ア  管理する施設及び設備の耐震性の確保 

イ  従業員の飲料水、食料等の備蓄と、消火、救助・救急のための資機材の整備 

ウ  帰宅困難時の企業等における従業員等の保護 

エ  従業員の防災訓練や防災研修会等の実施 
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オ  防災対策責任者を定め、災害時の従業員の責務、行動の明確化 

カ  市民及び自主防災組織との連携による地域における防災活動への参加体制の整備 

キ  災害時の市民及び自主防災組織との連携による情報収集及び伝達、消火、救助・救

急、応急手当、避難誘導等の実施 

ク  早期に重要機能を回復し、事業を継続させていくための計画の策定 

ケ  その他、災害時における災害対策活動への協力 

 

 

第５ 災害予防責任者の責務 

市、県、指定地方行政機関の長、指定公共機関及び指定地方公共機関の長、公共的団体

並びに防災上重要な施設の管理者は、災害対策基本法第４６条から第４９条の３の規定に

基づき、災害予防責任者として法令または各々の防災計画の定めるところによりそれぞれ

の所掌事務または業務について、次の事項に取り組みます。 

ア 災害を予測し、予報し、または災害に関する情報を迅速に伝達するために必要な組

織を整備するとともに、絶えずその改善に努める。 

イ 防災業務計画または地域防災計画を的確かつ円滑に実施するため、防災に関する組

織を整備するとともに、防災に関する事務または業務に従事する職員の配置及び服務

の基準を定める。 

ウ 他の災害予防責任者と共同して、防災教育の実施に努めるとともに、防災訓練を実

施する。 

エ 災害応急対策または災害復旧に必要な物資及び資材を備蓄し、整備し、もしくは点

検し、または管理する防災に関する施設及び設備を整備、点検する。 

オ 災害応急対策または災害復旧の実施に際し他の者の応援を受け、または他の者を応

援することを必要とする事態に備え、相互応援に関する協定の締結、共同防災訓練の

実施その他円滑に他の者の応援を受け、または応援するために必要な措置を講ずるよ

う努める。 

カ 災害応急対策または災害復旧の実施に際し物資供給事業者等の協力を得ることを必

要とする事態に備え、協定の締結その他円滑に物資供給事業者等の協力を得るために

必要な措置を講ずるよう努める。 

キ 要配慮者の生命または身体を災害から保護するために必要な措置を講ずる。 

ク その他、災害が発生した場合における災害応急対策の実施の支障となるべき状態等

を改善する。   
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第６節 防災組織の充実 

 

市、県及び防災関係機関は、総合的な防災体制の確立のため、防災会議等の防災上重要な組

織を整備し、相互の連携強化を図ります。 

第１ 市の防災組織 

１ 茅ヶ崎市防災会議 

(1) 設置の根拠 

災害対策基本法第１６条 

(2) 所掌事務 

ア  茅ヶ崎市地域防災計画を作成し、その実施の推進 

イ 市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項の審議 

ウ イの重要事項に関する市長への意見 

エ  その他、法律またはこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

(3) 組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 茅ヶ崎市災害対策本部 

(1) 設置の根拠 

災害対策基本法第２３条の２ 

(2) 所掌事務 

 茅ヶ崎市地域防災計画の定めるところにより、必要に応じ防災関係機関と連携し、次

の事務を行います。 

ア  市域に係る災害に関する情報の収集 

イ  市域に係る災害予防及び災害応急対策を的確かつ迅速に実施するための方針の作

成、並びに当該方針に沿って災害予防及び災害応急対策の実施 

(3) 組織 
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第２  防災関係機関の防災組織 

市域を所管し、または市内にある防災関係機関は、災害対策基本法第４７条の規定に基

づき、防災計画または防災業務計画の円滑な実施のため、防災組織の充実に取り組みます。 

第３  自主防災組織 

１ 設置の目的 

災害対策基本法第５条の規定に基づき、市は自治会等を単位として昭和５４年から自主

防災組織の育成を進めています。自主防災組織は、地域住民が「自分たちの地域は自分た

ちで守る」という自覚、連帯感に基づき、自主的に結成するものです。 

２ 組織 

自主防災組織がその機能を十分に発揮するためには、あらかじめ組織の編成を定めてお

きます。なお、組織の編成にあたっては、地域住民相互の連携のもとに活動することが必

要とされることから、地域住民が連帯感をもてるような組織を編成し、消防団や地域内の

企業等の防災組織と連携を密にします。 

また、自主防災組織を運営していくうえで基本的な事項については、規約を設けて明確

にします。規約に基づいて防災計画を作成し、自主防災組織における平常時及び災害時の

活動内容を策定します。 

３  防災リーダー 

防災リーダーは、地域の防災活動において中心的な活動を行うとともに、自主防災組織

会長を補佐する立場として、平常時には防災知識の普及・啓発、防災訓練での指導者とし

ての役割を担い、災害時には地域のとりまとめ役として活動します。 

また、防災リーダーの活動は、「自らの身は自らが守る」「自分たちの地域は自分たち

で守る」という「自助・共助」の精神に基づくボランティア活動にあたります。 
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第７節 計画の推進管理 

第１ 計画の目標 

風水害対策は、災害に強い組織・人づくりやまちづくりの推進、災害発生に備えた平常

時の対策、災害時の応急対策、さらには、復旧・復興対策まで、幅広い対策を継続的に進

めていく必要があります。 

そのため、第１章第４節被害想定を踏まえ、短期的には風水害による被害の軽減に効果

的な対策等を優先的に進め、中・長期的には構造物が壊れない、壊れても人を傷つけない

まちづくりを目指します。 

１ 短期的目標（５か年以内） 

災害の発生に備えた、災害に強い組織・人づくりの推進、平常時の対策の充実を図ると

ともに、住宅・建築物等の耐震化や家具の転倒防止対策等の地震による被害を軽減する効

果の高い対策を中心に進めます。 

２ 中・長期的目標（５か年超） 

市の防災力の更なる向上を図るため、地震に関する調査研究及び地震災害対策を取り巻

く社会状況の変化や、地震関連制度等の動向を踏まえ、災害に強い組織・人づくりや平常

時の対策の一層の充実を図るとともに、災害に強いまちづくりの取り組みを進めます。 

第２ 計画の着実な推進 

この計画を推進するためには、市、防災関係機関、市民及び企業等が連携し、対策に取

り組んでいく必要があります。そこで、地域社会の実情、各種対策の実効性等を点検しな

がら、市の防災対策の基本方針となる「防災ビジョン」を踏まえ、緊急度の高いものから

優先的かつ重点的に実施していきます。 

第３  計画の点検と充実 

市は、この計画を推進するにあたり、災害対策基本法第４２条第１項の規定に基づき、

毎年点検を行い、計画の進捗状況を把握しながら、必要があると認めるときは、県及び防

災関係機関と調整のもと修正し、市の実情に合った防災対策のより一層の充実を図ります。 



第２章 災害に強い組織・人づくり 



 

 

 

 

 



風水害対策計画 

第２章 災害に強い組織・人づくり 

第１節 「自助」、「共助」、「公助」による減災の推進 

 

35 

第１節 「自助」、「共助」、「公助」による減災の推進 

 

自然現象による災害の発生すべてを防ぎきることは困難なため、発災前の備えに加えて、市

や防災関係機関による発災後の迅速かつ的確な応急対策（「公助」）はもとより、住民一人一人

が自発的に行う防災活動（「自助」）や地域住民が協力して行う防災活動（「共助」）の連携によ

り、被害を最小限に抑える「減災」に向けた取組が重要です。 

そのため、市民や事業者、地域住民による減災行動に対する理解の促進と、その実践を図る

ことで、「自助」、「共助」、「公助」の考え方に基づく減災を推進します。 

第１ 「自助」、「共助」、「公助」の定義 

   「自助」とは、自らが自分や家族を守るために自発的に行う防災活動です。「自らの身を

自ら守る」ことは、防災・減災の基本です。 

   「共助」とは、自主防災組織をはじめとした地域住民が、互いの安全・安心のために協

力して行う防災活動です。「自分たちの地域は自分たちで守る」ことは、地域の安全を守る

ために効果的な方法です。 

   「公助」とは、市をはじめ、国・県・警察といった公的機関が、日頃から防災・減災に

向けて行う取組や発災時に行う救助活動等の災害対応です。 

   本計画では、主に平常時及び災害時の公助の取組をまとめています。 

第２ 「自助」、「共助」の取組 

「自助」、「共助」、「公助」は互いに連携することで大きな減災につながります。そのた

め、平時から「自助」、「共助」について考え、風水害に備えておくことが重要となります。   

平常時、災害時において求められる自助、共助の取組の主なものは次のとおりです。 

 

 平常時の取組 災害時の取組 

自
助 

・基本的な防災知識の習得 

・災害情報の収集手段の確保 

・応急手当の知識の習得 

・ハザードマップによる災害危険箇所、

避難場所・避難経路の確認 

・家族との連絡方法の確認 

・食料、飲料水その他の生活必需物資の

備蓄 

・非常持出品の点検、置き場所の確   

 認 

・防災訓練・地域活動等への参加 

・側溝や排水溝の日常的な清掃  

など 

・気象情報、避難情報等の収集 

・浸水が予想される場合、家財等を２階

に上げる等の被害軽減行動 

・早めの避難行動の開始、状況に応じた

適切な安全確保の実施（不要不急の外

出の自粛、屋内での安全確保措置）  

など 

共
助 

・ハザードマップによる災害危険箇所、

避難経路、避難場所の確認 

・要配慮者の見守り活動 

・防災訓練の実施 

・自主防災組織による普及啓発 

・一時避難場所の選定  

など 

・気象情報、避難情報の収集 

・近隣住民による負傷者の救出 

・要配慮者の安否確認、救出救護、 

避難誘導の支援 

・必要に応じ集団避難の実施 

・浸水の防止措置の実施 

・避難所開設の協力 

・避難所での相互協力  

など 
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第２節 防災知識の普及・啓発 

 

市は、市民に対し防災研修会等を積極的に開催し、市民の防災意識の向上、防災知識の普及

を図ります。その上で、災害時に市民が取るべき行動等を周知し、「市民と行政等が一体とな

った防災体制の確立」を目指します。 

 

【現状】 

○市は、防災研修会や防災訓練、広報紙、ハザードマップ等により、地域の災害リスクや災害

情報の収集方法、避難行動等の防災知識の周知・啓発に努めています。 

○自主防災組織は、地区防災訓練や自治会における防災研修会等を通じて、地域住民に対して、

防災知識の普及・啓発を図っています。 

 

【課題】 

○「自らの命は自らが守る」のが防災の基本であり、市民はその自覚を持ち、平常時から災害

に対する備えを心がけるとともに、災害時には自らの身の安全を守る行動が必要です。 

○高齢者、障害者、乳幼児、その他の特に防災上の配慮を必要とする者（以下「要配慮者」と

いう。）を災害から保護するためには、その支援者も含めて災害時の適切な避難行動等につ

いて周知を図る必要があります。 

○園児、児童、生徒が、災害時、適切に行動できるよう防災教育を充実させる必要があります。 

○企業の防災体制の強化を図るとともに、社会福祉施設等の防災上重要な施設の管理者に対す

る防災意識の向上を図ることが必要です。 

○市は、職員に対する研修等を通じて、平常時から災害時における業務の習熟を図る必要があ

ります。 

○これまでの大規模な災害においても、性別や年齢、様々な社会的立場により災害から受ける

影響が異なることが課題となっており、各種の防災対策は、男女のニーズの違い等、男女共

同参画の視点に配慮して行われる必要があります。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 市民等に対する防災知識の普及・啓発 企画部、市民安全部 

１ 防災研修会等の開催 

市は、防災研修会等を開催し、広く市民へ防災知識の普及・啓発を図ります。 

２ 防災訓練の実施 

市及び自主防災組織は、大規模地震等の発生を想定し、市が主催する防災訓練や、地域

が主体となって行う地区防災訓練への積極的な参加を促します。 

３ 広報紙への防災特集の掲載やハザードマップの配布 

市は、広報紙への防災特集の掲載やハザードマップ等の配布により、浸水想定区域及び

浸水深、避難所等に加え、洪水発生時の避難に必要な基礎的な情報を掲載し、市民の防災

意識の啓発に努めます。 

４ 家庭における防災対策等の普及・啓発 

市は、耐震診断、耐震補強、家具の転倒防止、危険ブロック塀の倒壊防止、保険・共済

等の加入による生活再建に向けた事前の備え等の推進を図ります。 

また、災害時の家族の連絡体制、行動についてのルールづくり等、家庭での安全対策や

災害時行動についての周知を図ります。 

第２ 自主防災組織に対する防災知識の普及・啓発 市民安全部 

１ 防災研修会等の開催 

市は、防災研修会等を開催し、自主防災組織における防災知識の普及を図ります。 

また、その研修を通じ、要配慮者への配慮や災害時の男女のニーズの違い等、男女共同
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参画の視点に十分配慮する必要性について普及・啓発を図ります。 

２ ホームページの活用 

市は、市ホームページに各自主防災組織の取り組みや訓練内容の紹介、訓練指導や防災

資機材の取り扱い等のマニュアルや動画の掲載を行い、自主防災組織及び防災リーダーが、

個々の訓練活用や地区防災訓練等における新たな訓練項目の取り入れ等に活用できるよう

努めます。 

３ 自主防災組織活動マニュアルの作成支援 

市は、自主防災組織が災害時に迅速かつ効果的に地域内での応急対策活動を実施できる

よう、自主防災組織活動の手引を作成しています。市は、この手引をもとに、自主防災組

織の災害時及び平常時の活動内容について周知・啓発を図るとともに、各自主防災組織に

おける活動マニュアル作りを支援します。 

第３ 要配慮者及び支援者に対する防災知識の普及・啓発 市民安全部、文化生涯学習部、

福祉部、こども育成部、保健所 

１ 啓発パンフレットの作成 

市は、要配慮者及び支援者に対し、パンフレット等により防災知識の普及・啓発を図り

ます。 

２ 防災訓練の参加促進 

市及び自主防災組織は、要配慮者の防災訓練の参加を促進します。 

 

第４ 園児、児童、生徒に対する防災知識の普及・啓発 市民安全部、こども育成部、消

防本部、教育推進部 

１ 防災研修会等の開催や防災訓練の実施 

市は、小学校、中学校、高等学校等（以下「学校等」という。）と連携し、児童、生徒

に対し、災害に対する基礎的知識の習得を図ることを目的とした防災研修会等を開催しま

す。 

また、市は、自主防災組織や学校等と連携し、児童、生徒に対し、地区防災訓練への積

極的な参加を促進します。 

２ 防災教育の推進 

保育園、幼稚園、学校等は、災害を想定した避難訓練を実施する等、災害発生時に適切

な行動がとれるよう防災教育を図ります。 

また、市は、教職員等に対する防災研修会等を開催する等、防災教育の充実を図ります。 

第５ 企業等に対する防災知識の普及・啓発 市民安全部、経済部、消防本部 

１ 企業等における防災への取り組み 

企業等は、災害時における顧客及び従業員等の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、

地域貢献・地域との共生等の社会的な責務を十分認識したうえで、防災活動の推進に努め

ます。 

２ 企業等への指導・助言 

市は、企業等の実態に即した防災体制の確立を促進します。 

３ 地域との連携 

企業等は、自主防災組織が実施する防災訓練への協力等、地域の自主防災組織との連携

協力体制の構築に努めます。 

第６ 市職員に対する防災知識の普及・啓発 総務部、市民安全部、建設部、下水道河川部、
消防本部 

１ 職員に対する研修 

市は、職員の災害対応能力の向上を図るため、地域で想定される災害や災害発生時の行

政の役割、求められる行動等についての職員研修を実施します。 

また、土のう作りや水防工法等、必要な水防研修を実施します。 
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２ 災害対策地区防災拠点に配備する職員に対する研修 

市は、災害対策地区防災拠点に配備する職員に対し、災害対策地区防災拠点の役割や避

難所の開設、運営等について研修を実施するとともに、災害対策地区防災拠点打合会や各

種訓練への参加を促進します。 

第７ 男女共同参画の視点に配慮した防災対策の普及・啓発 市民安全部 

災害時における性別の違い等による課題を未然に防ぐためには、男女で災害から受ける

影響が異なることに配慮することや、防災・復興の主体的な担い手として女性を位置づけ

ることなどを通じて、地域における生活者などの多様な視点から、防災対策を考え、実施

し、地域の防災力を高めていくことが重要となります。 

そこで、市は、災害時に男女の人権が尊重され、地域の生活者が共に支え合い、助け合

える地域づくりを行うとともに、各種の防災対策の実施や防災計画等の策定の過程におい

て、男女共同参画の視点を持ち、男女のニーズの違いに配慮する必要性等について周知、

啓発を図ります。 

１ 災害から受ける影響の性別による違い等への配慮の周知・啓発 

性別により災害時の困難傾向やニーズに違いのあることや、災害時には衛生・育児・介

護といった複雑かつ広範な生活ニーズを多様な被災者の立場から把握すること、家庭・地

域・組織において人々が担っている役割・責任に違いがあり、発言力にも差があるという

こと等に配慮した防災対策について防災研修会等で周知、啓発を図ります。また、女性向

けの防災知識の普及啓発等により、男女のニーズの違いに配慮した地域防災活動を推進す

るとともに、女性防災リーダーの育成を行います。 

２ 男女の人権を尊重した避難所運営の周知・啓発 

男女の人権を尊重し避難生活の安全・安心を確保するため、女性や子どもに対する暴力

等の予防のための取組や、プライバシーの確保の工夫、男女別の更衣室や物干し場、入浴

施設、トイレの男女別の設置やユニバーサルデザイン（男女共用）のトイレの設置、授乳

室等の整備、安心して相談等のできるスペースの確保等の男女の人権を尊重した避難所運

営について周知、啓発を図ります。 
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第３節 災害への備え 

  

市は、市民及び企業等に対し、災害への備えや自己備蓄の必要性について知識の普及・啓発

を図り、市民及び企業等の自主的な取り組みを推進し、「市民と行政等が一体となった防災体

制の確立」を目指します。 

 

【現状】 

○ライフライン機能の停止、緊急輸送道路等の遮断等により、被災地外からの支援を受けるま

でには、数日程度の期間を要するものと見込まれます。 

○市は、広報紙や洪水ハザードマップ等により、災害への備えや自己備蓄の推進について啓発

しています。 

 

【課題】 

○台風や豪雨は、正確な気象情報を収集し、予想される事態への対応をとることで、被害を最

小限にとどめることができるため、事前の備えが重要となります。 

○災害発生時にはライフライン機能の停止、飲料水や食料の不足が想定されるため、市民及び

企業等は、平時から食料や飲料水等の備蓄に努めることが必要です。 

○女性や要配慮者等は、避難生活に備え、個々の状況に合わせた事前の準備を十分に行うこと

が重要です。 

【取り組みの方向】 

第１ 風水害への備え 市民安全部 

市は、自主防災組織等と連携を図り、市民が日頃から家の周囲を点検し、必要な個所の

修繕、補強等、風雨に対する対策を行うよう周知を図ります。 

１ 日頃からの備え 

(1) 雨どいや側溝等は水はけをよくしておくこと。 

(2) 瓦のずれや割れ、トタンのめくれ等は修繕しておくこと。 

(3) ブロック塀や外壁等のひび割れや亀裂は修繕しておくこと。 

(4) 飛ばされそうなものは固定または屋内へ移動しておくこと。 

(5) ハザードマップで危険箇所及び避難場所を確認し、避難経路を検討しておくこと。 

(6) 生活再建に向けた事前の備えとして、自然災害保険・共済等に加入しいておくこと。 

２ 台風、豪雨が近づいてきたときの措置 

(1) テレビ、ラジオ、インターネット等で正確な情報を収集すること。 

(2) 市が発表する避難情報に注意すること。 

(3) 外出を控えること。 

(4) 植木鉢や物干しざお等の飛ばされやすい物は屋内へ移動すること。 

(5) 非常持ち出し品を準備すること。 

(6) 停電に備え、懐中電灯やろうそく、ランタン、ラジオ、予備電池等を用意すること。 

(7) 夜間に大雨が予想される際は暗くなる前に避難すること。 

(8) 自宅付近にがけなどがある場合は、周囲の様子をよく観察し、がけ崩れの前兆現象が

見られたら、早急に避難すること。 

３ 避難時の注意点 

(1) 歩行可能な水深の目安は約５０㎝。水の流れが速いときは２０㎝でも危険となるため、 

危険と判断した時は、無理をせず高所で避難を待つこと。 

(2) 避難時は、活動しやすく保温性のある服装、ヘルメット・ひもで締められる運動靴（裸

足や長靴は厳禁）を着用すること。 

(3) 側溝や用水路に落ちないよう、長い棒等を杖代わりにして安全確認を行うこと。 

(4) 避難時は単独行動を避け、２人以上で行動すること。 

(5) 隣り近所や身近な人と協力すること。 
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(6) 要配慮者等へ配慮すること。 

第２ 自己備蓄の推進 市民安全部 

市は、広報紙や防災研修会等を通じ、市民及び企業等に対し自己備蓄の重要性、公的援

助の限界等について周知し、自主防災組織と連携を図りながら、自己備蓄の積極的な確保

に努めるよう周知を図ります。 

１ 主な自己備蓄 

７日分以上の備蓄を確保する。 

(1) 飲料水（備蓄の目安は１人１日３リットル） 

(2) 食料 

(3) 携帯トイレ 

(4) トイレットペーパー 

２ 主な非常時持出品 

避難するとき最初に持ち出すものとして、男性では１５㎏、女性では１０㎏までが目安

とされています。 

(1) 貴重品（現金、身分証明書、通帳類、健康保険証、免許証、印鑑等） 

(2) 携帯ラジオ（予備電池含む） 

(3) 懐中電灯、乾電池（予備電池含む） 

(4) 携帯電話、充電器 

    (5) 救急用品（持病のある方は常備薬、お薬手帳等） 

(6) 予備眼鏡、コンタクトレンズ（洗浄液含む） 

(7) 飲料水・簡易的な食料（チョコレート、キャンディ等） 

(8) タオル、ティッシュペーパー、ウェットティッシュ 

(9) 歯ブラシ（歯磨き用ガム等）、洗面用具 

(10) 着替え、下着等 

(11) ホイッスル 

(12) 家族の写真 

３ その他の主な非常時持出品 

女性や要配慮者は、避難生活を送る上で必要な持出品を準備しておくことで、避難生活

の負担を軽減できます。 

また、食物アレルギーをお持ちの方も、自分に適した食料を普段から備蓄しておくこと

で、避難生活の負担を軽減できます。 

ペットを連れた避難生活においては、ケージやペットフード等を事前に準備する等、他

の避難者に十分に配慮する必要があります。 

(1) 女性 

ア 生理用品 

イ 化粧水、乳液、保湿クリーム 

ウ 下着、おりものシート 

エ 携帯用ビデ 

(2) 妊産婦及び乳幼児 

ア おむつ 

イ 離乳食、粉ミルク 

ウ 授乳カバー、授乳ケープ（乳児用ブランケット） 

エ ほ乳瓶 

オ バスタオル 

カ おしり拭き 

キ 母子手帳 

(3) 障害者 

ア 障害者手帳 
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イ 補装具、日常生活用具等 

ウ ストマ、おむつ等 

(4) 高齢者（要支援・要介護者） 

ア 介護保険証 

イ 介護用品（大人用おむつ、尿取りパット等） 

ウ 福祉用具、日常生活用具等 

(5) ペットのいる家庭 

ア 名札（鑑札や注射済票のほかに飼い主の名前やペットの名前を記入した名札） 

イ 愛犬手帳 

ウ 食器 

エ ケージ 

オ リード 

カ ペットフード 

キ トイレ用品 
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第４節 地域防災力の強化 

  

地域防災力とは、「住民一人一人が自ら行う防災活動、自主防災組織、消防団その他地域にお

ける多様な主体が行う防災活動並びに行政及びその他の公共機関が行う防災活動の適切な役割

分担及び相互の連携協力によって確保される地域における総合的な防災の体制及びその能力」

です。市はこの地域防災力を強化することで、「市民と行政等が一体となった防災体制の確立」

を目指します。 

 

【現状】 

○市には、現在１消防団本部と２２個分団で組織され、定員の４２７人が４地区（茅ヶ崎、鶴

嶺、松林、小出）に分かれて活動を行っています。（平成３０年４月現在） 

○市内には、平成３０年４月現在１３７の自主防災組織が結成され、各組織では、防災訓練の

企画、実施、活動に必要な資機材の整備、活動マニュアルの作成等に取り組んでおり、市は、

その活動を支援しています。 

○市は、平成１３年度より、地域防災の担い手となる防災リーダーの養成研修を実施しており、

平成３０年○月現在、○名（うち女性○名）の防災リーダーが自主防災組織等で活動してい

ます。 

 

【課題】 

○地域防災力の強化を図るためには、その中核を担う消防団の充実強化が重要です。 

○地域防災力の充実強化は、市民、自主防災組織、消防団、市等の多様な主体が適切に役割分

担しながら相互に連携協力して取り組むことが必要です。 

○地域を守るためには、「自分たちの地域は自分たちで守る」という「共助」の精神のもとに

自主防災組織を結成する等、地域防災力の向上には、市民の自主的な防災活動が必要です。 

○結成された自主防災組織が、災害時に効果的に活動できるよう組織の充実が必要です。 

○男女共同参画の視点に配慮した防災対策を進めるためには、地域防災活動における、女性の

参加が重要です。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 消防団の強化 消防本部、消防団 

１ 消防団への加入促進 

市は、消防団への加入の促進を図るため、防災訓練等における消防団との連携、「自分

たちの地域は自分たちで守る」という意識の啓発、各種イベント等での消防団の活動 内

容の紹介や歴史的・伝統的価値の再認識などにより、消防団に対する地域住民の理解が深

まるよう努めます。 

２ 消防団の装備の改善 

市は、消防団の装備について「消防団の装備の基準（昭和６３年消防庁告示）」を踏ま

え、安全対策、救助、情報通信等の整備の充実強化を図っていきます。 

３ 消防団の訓練・研修 

市は、地域防災力の中核である消防団の応急対応能力の向上を図るため、消防団員の能

力（知識や技能、判断力など）及び資質を高める各種訓練に取り組み、更なる消防力の強

化、ひいては地域防災力の強化に努めます。 

また、消防団は自主防災組織等と連携して訓練を実施することで、地域防災力の強化に

努めます。 

第２ 自主防災組織の育成 市民安全部、自主防災組織 

１ 自主防災組織の育成 

市は、災害発生時の被害を防止し、または軽減するために、防災活動を迅速かつ効果的

に行えるよう自主防災組織の育成を行います。 
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２ 自主防災組織に対する支援 

市は、自主防災組織の育成・強化のため、自主防災組織による各種の活動を支援します。 

(1) 自主防災組織活動マニュアルの作成及び活用の支援 

市は、自主防災組織が地域の特性を踏まえ平常時及び災害時に組織的かつ効果的な防

災活動を行うために、地区の防災計画となる「自主防災組織活動マニュアル」の作成を

支援します。また、マニュアルに基づく各種の防災活動の実施を支援します。 

(2) 防災訓練の支援 

市は、まちぢから協議会や自主防災組織等が実施する防災訓練について、訓練企画の

助言や防災資機材の取扱方法の実技指導等を行うことで、その実施を支援します。 

(3) 防災研修会の支援 

市は、地域で想定される災害や、家庭や地域における事前の備え等の防災知識の普及・

啓発を図るため、自主防災組織等が行う防災研修会等に職員を派遣します。 

(4) 補助金の交付 

市は、自主防災組織が行う防災訓練や防災資機材の整備等に対し、茅ヶ崎市市民安全

部防災対策課所管に係る補助金交付要綱に基づき、補助金を交付します。 

第３ 自主防災組織の活動 総務部、市民安全部、自主防災組織 

自主防災組織の活動は、地域住民による自主的な防災活動として、自己の地域を「安全

で住みよい、災害に強いまち」にするための、地域住民を主体とする活動です。 

１ 平常時の主な活動 

(1) 防災知識の普及 

自主防災組織は、災害発生時の被害を防止し、または軽減するため、地域において防

災に対する正しい知識の普及を図ります。 

(2) 自主防災組織活動マニュアルの作成及び検証 

自主防災組織は、平常時及び災害時に組織的かつ効果的な防災活動を行うために、地

区の防災計画として「自主防災組織活動マニュアル」を作成します。 

マニュアル作成においては、地域の特性を踏まえた実践的な計画作成を行い、計画に

基づく防災活動を実践し、計画の評価や見直しを行います。 

(3) 防災訓練の実施 

自主防災組織は、地域の特性を踏まえた実践的な防災訓練を実施します。 

(4) 地域での予防対策 

自主防災組織は、地域特性等による災害時危険箇所等を事前に把握し、地域住民に周

知します。 

また、家庭における災害への備えを呼びかけます。 

(5) 防災用資機材の整備・点検 

自主防災組織は、防災活動に必要な防災用資機材を整備し、災害時に誰もが使用でき

るよう、取扱訓練や点検を実施します。 

また、避難所に設置してある市防災備蓄倉庫内の防災用資機材の把握に努め、取扱訓

練や点検を実施します。 

(6) 消防団及び企業等との連携 

自主防災組織は、平常時から消防団や地域内の企業等と交流を図り、災害時に連携し

て活動が行えるよう努めます。 

２ 災害時の主な活動 

自主防災組織は「自主防災組織活動マニュアル」に基づき、災害時に次の活動を実施し

ます。 

(1) 情報の収集伝達 

風水害では、被害の及ぶ切迫性が現れてから、いかにすばやく避難を開始できるかが

重要となるため、正確な情報収集・伝達が必要です。 

特に、市が発令する避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）（以

下「避難勧告等」という。）は、防災行政用無線や広報車の音が雨音でかき消される等、
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市民に伝わらない場合もあるため、自主防災組織は、早めにこうした情報の伝達に努め

ます。 

また、自主防災組織は、地域内の被害状況を迅速かつ正確に把握し、避難所（早期避

難所及び災害の状況に応じ開設する避難所）へ情報を報告するとともに、市や防災関係

機関の提供する情報を地域に伝達して、的確な応急対策活動を実施します。 

さらに、時間の経過とともに変化する地域の被災状況、救助活動の状況等を避難所に

報告し、情報の収集伝達を行い、情報の混乱防止にあたります。 

(2) 避難誘導の実施 

自主防災組織は、避難準備情報または避難勧告・指示等が出された場合には、地域住

民に対する周知を徹底し、率先避難を実施するとともに、迅速かつ円滑に避難誘導を実

施します 

また、避難行動要支援者の避難支援策を講じます。 

(3) 救助・救急活動の実施 

自主防災組織は、地域住民の安否確認を行い、家屋の倒壊等により脱出不能となった

人がいる場合は、発見次第速やかに防災資機材等を活用し、救助活動に取り組みます。 

(4) 応急救護活動の実施 

自主防災組織は、負傷者に対して、外傷の応急手当を実施するとともに、医師の処置

が必要な場合には、医療救護所（災害の状況に応じ、公立中学校１３校及び地域医療セ

ンターのうち指定された場所に設置）等へ搬送します。 

(5) 避難所の開設及び運営の協力 

自主防災組織は、配備職員及び学校職員と協力し、避難所の開設、避難者の受け入れ

を行うとともに、避難所の運営について、積極的に協力します。 

(6) 給食・救援物資の配布及び協力  

被害の状況によっては、避難が長期間にわたり、被災者に対する炊き出しや救援物資

の支給が必要となります。 

自主防災組織は、保有している食料等の配布を行うほか、市が実施する給食、給水、

救援物資等の配布活動に協力します。 

  (7) 清掃衛生の実施 

自主防災組織は、被災地の防疫活動に協力するとともに、ごみ・し尿その他廃棄物の

除去及び清掃活動に協力します。 

３ 時期的段階に応じた活動例 

自主防災組織は、地震災害時の活動と同様に、風水害時においても時期に応じた的確な

活動が求められます。風水害は、突然襲ってくる地震とは異なり、発生までにある程度の

時間があるため、被害が及ぶ危険を避けるために、早期に情報伝達や避難といった行動を

とることによって、大規模な被害を抑えることが可能となります。 

したがって、風水害時の活動の内容については、避難後の行動等、地震災害時の活動を

基本としますが、次のような行動も必要となります。 
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 災害時の状況 自主防災組織の主な活動・役割 

発
災
前 

 

ラジオ・テレビ等の気象情報に注意

し、避難準備情報や避難勧告・指示

に備えて行動する。 

また、地域の災害状況（水位、土砂

災害の前兆現象）に注意する。 

※早期の情報伝達・事前行動が必要 

※土砂災害の前兆現象等に注意し、

異常があれば自主避難するととも

に、市に通報する。 

○住民への避難の呼びかけ 

○土のう積み等、被害を抑える行動 

○避難行動要支援者の避難支援 

発
生
直
後 

早期に避難を完了し、避難所等での

安否確認等を実施する時期である。 

また、状況に応じて、水防活動、救

助・救急活動等を実施する。 

 

※被害を抑えるための行動と避難所

運営 

○情報の収集伝達 

○避難誘導 

○救助・救急活動 

○初期消火活動 

○応急救護活動 

○避難所の運営 

○給食、救援物資の配布 

○清掃衛生の実施 

○避難行動要支援者への配慮 

 

 

第４ 防災リーダーの養成 市民安全部 

１ 防災リーダーの養成 

市は、防災リーダー養成研修により、地域防災の担い手となる防災リーダーの養成を行

い、「市民と行政等が一体となった防災体制の確立」を目指します。 

また、防災リーダーは、豊富な知識と習得した技術を活用し、地域の防災力の強化を図

ります。 

２ 防災リーダーの活動 

防災リーダーは、自らの地域は自らで守るという「共助」の取り組みである自主防災組

織の一員として、平常時には地域住民への防災知識の普及・啓発、防災訓練での指導など

の役割を担うとともに、災害時には情報の収集伝達活動、初期消火活動、救助・救急活動、

応急救護活動、避難誘導、避難所の開設・運営等の地域の防災活動において、中心的な役

割を担います。 

第５ 女性防災リーダーの養成 市民安全部 

１ 女性防災リーダーの養成 

市は、平常時の対策及び災害時の応急対策活動、復旧・復興等において女性の特性や能

力を生かすために、女性防災リーダーを積極的に養成します。 

２ 女性防災リーダーの活動 

災害時においては、男女の人権が尊重され、地域の生活者が共に支え合い、助け合える

地域づくり、防災体制づくりが必要であることから、女性防災リーダーは、男女のニーズ

の違い等、男女共同参画の視点に配慮した地域の防災活動を推進します。 

特に、避難所の運営においては、早期から女性が運営に関わり、女性の視点を取り入れ、

女性専用スペースの確保、妊産婦や乳幼児に対する支援を含め、男女のニーズの違いに十

分配慮し、様々な被災者が安心して避難生活を送ることのできる環境づくりに向け、行動

することが期待されます。 

災害発生 
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第６ 住民及び事業者による地区内の防災活動の推進 市民安全部 

   市内の一定の地区内の住民及び事業者は、当該地区における防災力の向上を図るため、

共同して、防災訓練の実施、物資等の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等自発的な防

災活動の推進に努めるものとします。この場合、必要に応じて、当該地区における自発的

な防災活動に関する計画を作成し、これを地区防災計画の素案として防災会議に提案する

など、市と連携して防災活動を行うこととします。 

市は、本計画に地区防災計画を位置づけるよう提案があり、必要があると認めるときは、

本計画に地区防災計画を定めることとします。 
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第５節 地域における要配慮者への支援体制 

  

市は高齢者、障害者、乳幼児、その他の特に防災上の配慮を必要とする者（以下「要配慮者」

という。）や要配慮者のうち、災害発生時に自ら避難することが困難な者であって、その円滑

かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者（以下「避難行動要支援者」という。）

に対する支援対策を講じ、その取り組みについては自治会、自主防災組織、民生委員児童委員、

消防団等の地域における各主体、市、消防、警察等の行政機関及び関係団体が連携・協力体制

を構築し、「市民と行政等が一体となった防災体制の確立」を目指します。 

 

【現状】 

○近年の災害では、要配慮者が避難所にとどまることができず、生命等の危機に陥ったり、福

祉避難所の数や要配慮者に適切に対応できる人材が不足したりする等の課題が浮き彫りとな

っています。 

○近年の災害では、情報の入手や自力での避難が困難な避難行動要支援者の犠牲者が、健常者

に比して多い傾向があります。 

○市は、避難行動要支援者に対し、適切かつ迅速な避難支援、安否確認等ができるよう、基本

的な方針や対策等を定めた「避難行動要支援者支援計画（全体計画）」を策定しています。 

○市は、「避難行動要支援者支援計画（全体計画）」に基づき、「避難行動要支援者支援制度」

を運用しています。 

○市は、「避難行動要支援者支援計画（全体計画）」に基づき、平常時からの情報提供に同意の

得られた避難行動要支援者の情報を、避難支援に係わる関係者に平常時から提供することで、

避難誘導や安否確認等の避難支援体制づくりを進めています。 

 

【課題】 

○要配慮者に配慮した防災対策を図り、要配慮者の安全・安心が確保される体制づくりが必要

です。 

○要配慮者や避難行動要支援者に対する支援には、自治会、自主防災組織、民生委員児童委員、

消防団等の地域における各主体、市、消防、警察等の行政機関及び関係団体の連携・協力体

制が必要です。 

○避難行動要支援者の迅速な避難支援や安否確認等には、平常時からの地域での声掛けと顔の

見える関係づくりが必要です。 

○避難行動要支援者支援制度に基づく取組をさらに推進し、災害時に適切な避難支援や安否確

認等が実施される避難支援体制づくりが必要です。 

○平常時からの避難支援に係わる関係者への情報提供に同意を得ているのは、避難行動要支援

者の半数にとどまっているため、同意者を増やすことで、避難行動要支援者の避難支援体制

を強化する必要があります。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 要配慮者への支援体制の確立 文化生涯学習部、福祉部、こども育成部、保健所  

１ 地域における支援体制の確立 

要配慮者への支援は「自分たちの地域は自分たちで守る」という地域の連帯感に基づい

ています。 

また、市は、要配慮者に対する防災環境の整備や支援に向けた防災対策を積極的に行う

ことにより、要配慮者支援体制の確立に努めます。 

２ 地域の関わり 

日頃からの地域の支え合いが災害時にも助け合える力となることから、自治会、自主防

災組織、民生委員児童委員等の地域における各主体は、日頃から要配慮者に対する見守り

や声掛け等を行い、状況の把握・共有を図ります。 
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第２ 避難行動要支援者支援制度の確立 市民安全部、福祉部  

市は、避難行動要支援者について、自治会、自主防災組織、民生委員児童委員、消防団

等の地域における各主体や関係団体と連携・協力し、災害時の支援体制を整えます。 

なお、市は避難行動要支援者の支援に関して必要な細目について、「避難行動要支援者

支援計画（全体計画）」で定めます。 

１ 避難行動要支援者名簿の作成 

避難行動要支援者について避難の支援、安否の確認、その他の避難行動要支援者の生命

又は身体を災害から保護するために必要な措置を実施するための基礎とする名簿を作成し

ます。 

対象者は、生活基盤が自宅にある方のうち、次のいずれかに該当する者とします。 

①身体障害者のうち、肢体不自由の上肢機能障害２級以上、下肢機能障害または体幹機

能障害３級以上並びに視覚障害または聴覚障害６級以上の者 

②知的障害者のうち、その障害の程度がＡ１若しくはＡ２の者 

③介護保険制度において要支援以上の認定を受けている者 

④「災害時要援護者支援制度」登録者のうち本制度への登録に同意する者とします。 

ただし、市長が特に認めた場合については対象とする。 

なお、名簿には、避難行動要支援者に関する次に掲げる事項を記載し、または記録する

ものとします。 

①氏名 ②生年月日 ③性別 ④住所または居所 ⑤電話番号その他の連絡先 ⑥避難支援

等を必要とする事由 ⑦その他避難支援等の実施に関し市長が必要と認める事項 

２ 避難行動要支援者の情報の把握及び維持管理 

市は、避難行動要支援者名簿の作成にあたり、避難行動要支援者に該当する者を把握す

るために、市の関係部局で把握している要介護高齢者や障害者等の情報を必要な範囲で集

約します。 

また、避難行動要支援者の状況は常に変化しうることから、市はその把握に努め、名簿

を更新する期間や仕組みをあらかじめ取り決め、名簿情報を最新の状態に保つように努め

ます。 

なお、避難行動要支援者名簿については、個人情報の保護に関する法律や茅ヶ崎市個人

情報保護条例に留意し、目的外の利用、または盗難若しくは外部への漏えいをしないよう

適切な措置を講じます。 

３ 避難行動要支援者の名簿の利用及び提供 

市は、災害が発生または発生するおそれがある場合に、避難行動要支援者を災害から保

護するために必要な限度で、避難支援等関係者に対し避難行動要支援者名簿の情報を提供

できることとします。 

また、避難行動要支援者名簿は、平時から避難支援等関係者に提供され共有されている

ことで、いざというときの円滑かつ迅速な避難支援等の実施に結びつくため、市は同意の

得られた避難行動要支援者の名簿情報について、あらかじめ避難支援等の実施に必要な限

度で避難支援等関係者に提供することとします。 

なお、ここでいう避難支援等関係者とは次に掲げる者とします。 

①消防機関 ②警察 ③自治会 ④自主防災組織 ⑤民生委員児童委員 ⑥地域包括支援セ

ンター 

第３ 避難行動要支援者支援制度の周知・啓発 市民安全部、福祉部 

災害時に、避難支援、安否の確認その他の避難行動要支援者の生命または身体を災害か

ら保護するために必要な措置を実施するためには、平常時からより多くの避難行動要支援

者の情報を搭載した名簿を避難支援等関係者へ提供し、避難誘導や安否確認等の避難支援

体制づくりを行うことが必要です。そのために、市では、より多くの避難行動要支援者に

本制度についてご理解いただくとともに、平常時からの名簿提供に同意していただけるよ

う、避難行動要支援者のうち、同意していない方等への同意の依頼や、自治会、自主防災

組織等へのパンフレット等の配布による周知・啓発を継続的に実施していきます。  
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第６節 防災訓練の実施 

  

市は、災害対応力の強化を図るため、市民、自主防災組織及び防災関係機関等との連携協力

のもと、地域で想定される災害に対し、各種の防災訓練を実施することで、「市民と行政等が一

体となった防災体制の確立」を目指します。 

 

【現状】 

○市及び防災関係機関は、気象予報・警報等災害情報の受伝達、災害時の被害情報の把握及び

応急対策の指令を迅速かつ適切に行えるよう、通信訓練を実施しています。 

 

【課題】 

○地域防災力の向上のためには、市民や地域の主体的参加のもと、市、防災関係機関、市民、

企業等が連携した実践的な防災訓練の実施が必要です。 

○高齢者、障害者等に配慮した防災訓練を実施し、災害時における高齢者、障害者等の安全が

確保される体制づくりが必要です。 

○防災訓練の実施にあたっては、男女共同参画の視点を持ち、男女のニーズの違い等に配慮し

た取組が必要です。 

○保育園、幼稚園、学校等は、各種の災害を想定した実践的な避難訓練の実施や、保護者への

連絡及び保護者による引き取り訓練等、保護者も含めた訓練の実施が重要です。 

○市は、災害応急対策活動を迅速かつ的確に実施するため、災害の発生を想定した図上訓練や

具体的な対策の訓練を実施することで、職員の災害応急対策活動に対する習熟を図るととも

に、防災関係機関や協定締結事業者等との連携調整体制を確立する必要があります。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 防災関係機関との連携強化及び防災知識の向上 市民安全部 

災害発生時に、市、防災関係機関、市民、企業等が一体となった災害応急対策が実施で

きるよう、日頃から顔の見える関係性を構築するとともに、防災関係機関が災害時におけ

る役割を相互に認識することにより、防災体制の強化を図ります。 

第２ 通信訓練及び情報伝達訓練 企画部、市民安全部 

市、県及び防災関係機関は、災害時に気象予報・警報、台風等の各種災害情報の受伝達、

災害発生時の被害状況の把握及び応急対策活動の指令を迅速かつ適切に行えるよう通信訓

練及び情報受伝達訓練を実施します。 

第３ 災害対策本部運営訓練 総務部、市民安全部 

１ 市及び防災関係機関は、災害発生時の本部の設置、職員の動員配備、本部会議の招集等

本部の運営を適切に行うため、災害対策本部運営訓練（図上訓練）を実施します。 

２ 市は、災害に係る情報の集約・分析、災害対策本部活動の活動方針の策定等、統括調整

部が本部員会議の意思決定機能を適切に補佐することを目的とした図上訓練等を実施しま

す。 

３ 市は、災害時の参集経路の確認や緊急参集体制の検証、職員の参集意識の向上を図るた

め、職員参集訓練を実施します。 

第４ 水防訓練 市民安全部、消防本部、京浜河川事務所、藤沢土木事務所、横浜地方気象台 

市は、水防活動を円滑に遂行するため、通報伝達、水防工法等の水防訓練を実施します。 

また、風水害の特性や具体的な被害を想定し、関係機関で水害時の対応を相互に確認す

る実践的な訓練を実施します。 
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第５ 自主防災組織の訓練 自主防災組織 

自主防災組織は、地域の特性に応じた情報伝達、避難誘導、避難所の受け入れ等を想定

した、実践的な訓練を実施します。 

また、女性や中学生等、地域住民の積極的な参加を促進するとともに、要配慮者の視点

に配慮した訓練を実施する等、地域防災力の向上に努めます。 

第６ 保育園、幼稚園、学校等における訓練 こども育成部、教育推進部、施設管理者 

１ 保育園、幼稚園、学校等は、園児、児童、生徒の安全確保を図るため、災害時を想定し

た実践的な避難訓練を実施します。 

２ 保育園、幼稚園、学校等は、災害時における保護者との連絡体制を確立し、園児、児童、

生徒の保護者による引き取り訓練等を実施します。 

第７ 多数遺体取扱訓練 総務部、保健所、茅ケ崎警察署 

市は、防災関係機関、茅ケ崎警察署、歯科医師会、葬祭業者等と協力して、大規模災害

発生時における多数遺体取扱訓練を実施します。 

第８ 要配慮者等に配慮した防災訓練の実施 市民安全部、防災関係機関、自主防災組織 

市、防災関係機関及び自主防災組織は、各種訓練の実施において、要配慮者や男女共同

参画の視点に十分配慮した取り組みとなるよう、訓練の実施内容等の工夫に努め、災害を

イメージし実践的な訓練を実施します。 

 



第３章 災害に強いまちづくり 
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第１節 防災空間の確保 

 

市は、災害による被害の最小化及びその迅速な回復を図るため、防災上の活動拠点や道路等

の防災空間の整備を進め、「災害に強いちがさき」を実現していきます。 

【現状】 

○市は、災害発生時に重要な役割を果たす道路、河川及び下水道の整備、公園や農地等の緑地

の確保等、防災空間の確保に努めています。 

○市は、避難所、避難場所を指定するとともに、災害時に拠点となる公共施設等に必要な資機

材等を備蓄しています。 

○市は、宅地開発に伴う災害を防止するため、都市計画法の技術基準に基づき配水や擁壁につ

いて審査及び指導を行っています。 

○国及び県は、防災上重要な役割を果たす道路の整備を進めています。 

○市は、地盤沈下の状況を把握するため、水準測量を行っています。 

【課題】 

○災害時の応急対策活動を行う上で重要となる公共施設等を、防災上重要な拠点として、災害

時にその機能を十分に維持できるように、整備を進めることが必要です。 

○災害による被害を軽減するため、避難所・避難場所等の防災上の空間の確保や機能の拡充が

必要です。 

○災害による被害の軽減や迅速な復旧を図るためには、避難、救助活動、物資輸送等、防災上

重要な役割を果たす道路の整備を進める必要があります。 

○昨今の被災実態を踏まえ、現行の宅地防災行政を強化することが必要です。 

○地盤沈下の防止を図るため、地下水の過剰な採取を抑制する必要があります。 

【取り組みの方向】 

第１ 防災空間の確保 市民安全部、経済部、都市部、建設部、下水道河川部 

１ 防災空間の確保 

市は、緊急輸送道路や避難場所、防災上の拠点等の確保に努め、機能の更なる整備に努

めます。 

２ 防災空間の整備 

市は、防災上の拠点や避難場所となる施設や空地の整備を行うとともに、その機能を十

分に発揮できるよう、必要な資機材等の整備を図ります。 

(1) 主な防災上の拠点とその役割 

市は、災害発生時に重要な応急対策活動を行う拠点を定め、円滑な応急対策活動の実

施に努めます。 

 

防 
 

災 
 

拠 
 

点 

行政拠点 
災害対策本部の設置や災害時の応急対策活動の中枢となる拠点 

市庁舎、支所等 

地区防災 

拠点 

避難者の受け入れ（避難所）や災害情報や支援情報等の提供、家族の

安否確認、物資の分配等を行う拠点 

公立小・中学校 

物資拠点 

防災用資機材の保管場所や広域応援等による物資等の一時的な集積・

保管を行う場所で、地区防災拠点等への分配を行う拠点 

市の備蓄倉庫、総合体育館、(株)茅ヶ崎青果地方卸売市場、その他物

資の集積を行う場所 

活動拠点 

消防部や消防団等の応急対策活動並びに自衛隊や各種広域応援部隊、

ボランティア等が広域応援活動等を行う拠点 

消防庁舎、消防出張所、消防団器具置場、総合体育館、中央公園、文

化会館、その他各種応援機関等の活動の拠点となる場所 
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医療拠点 

災害拠点病院や後方医療機関、医療救護所等が連携した災害時医療を

行う拠点 

市立病院、医療救護所（原則として公立中学校１３校、地域医療セン

ター）救急病院、災害協力病院その他医療機関等 

市は、災害時に一定の役割を担う指定管理施設において、指定管理者と災害時の役割

分担について予め確認しておくこととします。 

第２ 避難場所等の指定 総務部、市民安全部、福祉部、教育総務部 

災害時における避難場所等について、災害の危険が切迫した場合における緊急的に身を

守るための避難場所（指定緊急避難場所）と、被災者が一定期間滞在して避難生活を送る

ための避難所（指定避難所）を区別して、順次指定します。 

１ 指定緊急避難場所の指定 

市長は、災害対策基本法第４９条の４に基づく指定緊急避難場所について、防災施設の

整備の状況、地形、地質その他の状況を総合的に勘案して、以下の異常な現象の種類ごと

に、切迫した災害の危険から身を守るための緊急的な避難先として、同法施行令第２０条

の３に定める安全性等の一定の基準を満たす施設又は場所を指定します。 

指定にあたっては、災害が発生し、または発生するおそれがある場合において避難者に

開放され、かつ避難者の受入場所について、避難経路上に障害が生じることのないといっ

た管理条件を満たすとともに、災害の種別ごとに次に掲げる立地条件または構造条件を満

たす施設または場所を指定することとします。 

(1) 洪水・内水氾濫  

河川の氾濫または内水氾濫から身を守るための避難先として、次のいずれかの基準に

適合する施設または場所を指定します。 

ア 茅ヶ崎市洪水ハザードマップに示された洪水または内水氾濫の浸水想定区域外にあ

る施設または場所 

イ 想定される洪水または内水氾濫に対して安全な構造であるとともに、洪水または内

水氾濫の浸水想定区域内であっても想定水位以上の高さに避難スペースがあり、かつ

当該スペースまでの有効な避難経路があること。 

(2) 土砂災害 

崖崩れや土石流、地滑り等の土砂災害から身を守るための避難先として、次のいずれ

かの基準に適合する施設または場所を指定します。 

ア 茅ヶ崎市土砂災害ハザードマップに示された土砂災害（特別）警戒区域外にある施

設または場所 

イ 土砂災害警戒区域内であっても建築基準法施行令第８０条の３に基づき定められて

いる基準、または鉄筋コンクリート造等の極力強固な構造などを備えていること 

なお、同法で異常な現象のひとつとしている高潮については、今後、高潮浸水想定区

域が指定された場合に指定緊急避難場所の指定を検討します。 

２ 指定避難所の指定 

市長は、災害対策基本法第４９条の７に基づく指定避難所について、想定される災害の

状況、人口の状況その他の状況を勘案し、災害が発生した際に、被災者が一定期間滞在し

避難生活を送る施設として、同法施行令第２０条の６を踏まえ次の基準を満たす施設を指

定します。 

ア 避難生活を送るために最低限必要な面積として被災者等１人当たり２㎡としたときに、

１，０００人以上の収容可能面積があること 

イ 防災倉庫が設置、または備蓄スペースが確保されており、防災資機材や備蓄食料、ト

イレ、毛布等の災害時に必要な資機材等を備蓄することができること 

ウ 一般の避難者と要配慮者を区別した避難場所の確保、救援物資の保管・配布、仮設ト

イレの設置、市災害対策本部との情報受伝達等、当該施設において避難生活を送るうえ

で必要な避難所機能について避難所運営マニュアルで事前に想定してあること 

エ 指定緊急避難場所の指定条件にある災害の種別ごとの立地条件または構造条件を満た
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すとともに、指定緊急避難場所の耐震条件を満たすこと 

オ 近接する緊急輸送路または当該道路を補完する道路から当該施設まで、概ね幅員４ｍ

以上の道路幅員を有すること 

カ 公共施設であること。なお、指定管理施設にあっては指定管理者との避難所開設時の

役割分担が明確になっていること 

本市では、市域に分散配置されており、住民に身近な公立小中学校（３２校）を災害対

策地区防災拠点と定め、そこを指定避難所として、被災者の避難生活を送る施設とするほ

か、災害情報の受伝達の拠点、在宅避難者等の避難所外避難者も含めた救援物資を配布す

る拠点等として活用します。 

３ その他の避難所等の確保 

(1) 早期避難所 

市は、台風等により大雨等が予測される際に、公立小中学校に先立ち、市役所、小

出支所、公民館等を早期避難所として開設します。 

(2) 福祉避難所 

市は、指定避難所での生活が困難な障害者や高齢者等の要配慮者のため、施設がバ

リアフリー化されているなど要配慮者の利用に適している社会福祉施設等を福祉避難

所として使用します。 

市は、福祉避難所を確保するため、社会福祉施設等との協定締結を進めるとともに、

必要な防災用備蓄資機材等の整備に努めます。 

(3) 帰宅困難者一時滞在施設 

地震等により多くの滞留者の発生が予測される駅周辺に、滞留者の安全確保と災害

関連情報を提供する場所として一時滞在施設を確保します。 

(4) ２次避難所（施設） 

市は、多数の避難者で避難所となる公立小中学校のスペースが不足する場合や、被

災等により使用できない避難所が発生した場合に備え、市内の高等学校や企業等と協

定を締結し、２次避難所（施設）を確保しています。 

今後も企業等との協定締結を進め、避難施設の確保に努めるとともに、必要な防災

用備蓄資機材等の整備に努めます。 

４ 避難場所等の周知 

市は、災害の種別に応じた避難先や避難生活を送るための避難所等について、災害時の

円滑な避難行動に資するため、避難所看板や案内板、ハザードマップや市ホームページ等

で周知するとともに、防災訓練や防災研修会などの機会を通じて、平常時にあらかじめ確

認するよう啓発に努めます。 

また、市は、新たに指定緊急避難場所または指定避難所を指定したとき、及び指定を取

り消したときは、速やかに県知事に報告するとともに、その旨を公示します。 

第３ 道路・橋りょうの整備 建設部、都市部、藤沢土木事務所、横浜国道事務所 

市では、多様な防災上の役割を担う都市計画道路の整備を推進しています。 

都市計画道路等の幅員の広い道路は、防災効果が高く、安全な避難を可能にするととも

に、消火、救助・救急活動等における緊急車両の通行、緊急物資等の輸送車両の通行等、

その防災上の役割は非常に重要なものとなります。 

そこで、市は、「茅ヶ崎市道路整備プログラム」に基づき、都市計画道路及び幹線市道

の整備を推進するとともに、整備済道路については適正に維持管理を行います。 

橋りょうは、災害時の避難、緊急物資の輸送等に重要な役割を果たすため、機能、安全

性の維持が必要です。そのため、市は、「茅ヶ崎市橋りょう等長寿命化修繕計画」に基づ

き、バス路線や橋長の比較的長い橋は、定期点検を行い、損傷程度が軽微な段階で、小規

模な修繕を行い健全な橋の状態を維持していきます。 

また、国道、県道は市域内の主要道路として、災害時にあっても応急対策を進めるうえ

で、重要な役割を果たすことから、適正に維持管理に努めます。 
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第４ 造成地の災害防止 都市部 

 １ 災害防止に関する指導、監督 

造成地に発生する災害の防止は、都市計画法において規定されている宅地造成、開発許

可等の審査並びに当該工事の施工に対する指導、監督を通して行います。 

第５ 地盤沈下の防止 環境部 

地盤沈下は、地下水の過剰揚水に起因する現象であり、一度発生すると地盤は復元しま

せん。このため、市は、神奈川県生活環境の保全等に関する条例により地下水の過剰な採

取を抑制して、その未然防止に努めます。 

１ 地盤の監視、地下水採取に関する指導 

市は、地盤沈下把握のため、水準測量を行い、地盤の変動量の調査を行います。 

また、神奈川県生活環境の保全等に関する条例により、一定規模以上の揚水施設を設置

して地下水を採取している者は、地下水の採取量の測定及び水位の測定を行います。 
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第２節 治水対策 

  

 国、県、市は、浸水対策（河川、公共下水道の整備）、高潮対策等、あらゆる水害予防対策

に取り組み、「災害に強いちがさき」を実現していきます。 

 

【現状】 

○国、県、市は各種計画等に基づき、浸水対策（河川、公共下水道の整備）、高潮対策等の治

水対策に取り組んでいます。 

○近年、砂浜の侵食が進み、台風時には高潮の被害が発生しているため、県は高潮による侵食

対策として、養浜、突堤護岸等の整備を進めています。 

○国、県、市等は協力・連携し、「施設では防ぎきれない大洪水は発生するもの」との考えに

立ち、社会全体でこれに備えるため、ハード・ソフト一体となった「水防災意識社会再構築

ビジョン」の取組を進めています。 

 

【課題】 

○近年、全国各地で水害が頻発、激甚化しているとともに、短時間強雨が増加傾向にある中、

計画規模降雨に対応した河川等の整備が完了していない区間等があり、更なる治水対策が必

要です。 

○高潮や浸食への対策としては、護岸等の整備のみならず、防護・環境・利用が調和した取り

組みが必要です。 

 

【取り組みの方向】 

第１ 水害対策 市民安全部、経済部、建設部、下水道河川部、京浜河川事務所、藤沢土木事

務所、横浜地方気象台、防災関係機関 

１ 大規模氾濫減災協議会 

(1) 組織体制 

国及び県は、水防法第１５条の９第１項及び同条の１０第１項の規定に基づき、洪水

予報河川及び水位周知河川について、想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合

の水災による被害の軽減に資する取組を総合的かつ一体的に推進するための協議会（以

下、「大規模氾濫減災協議会」という。）を組織します。 

また、市及び横浜地方気象台は大規模氾濫減災協議会に参画するとともに、防災関係

機関は必要に応じて大規模氾濫減災協議会に参画します。 

(2) 取組方針 

大規模氾濫減災対策協議会は、洪水氾濫による被害の軽減を図るため、ハード・ソフ

ト一体となった対策（多様な関係者が密接な連携体制を構築すべき事項）について関係

者が協議し、取組方針として取りまとめます。 

(3) 取組の推進 

国、県、市等は、水防法第１５条の９第３項及び同条の１０第３項の規定に基づき、

大規模氾濫減災協議会において取りまとめた取組方針を尊重し、その取組を推進します。 

２ 河川・下水道の整備 

河川管理者及び下水道管理者は、大規模氾濫減災協議会において取りまとめた取組方針

及び各種整備方針、計画等に基づき、河川等の整備を推進し、治水機能の向上を図ります。 

３ 雨水排水対策 

(1) 公共下水道の整備 

市は、下水道計画区域内の未整備地域の早期完成を重点に整備を進めます。 

(2) 排水機能の強化 

市は、老朽化した下水道管を改修し、排水機能の保全に努めます。 

また、公共下水道区域外においては、浸水を防止するため、雨水等の排出機能を有す
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る水路及び道路側溝等の整備に努めます。 

(3) 施設の整備 

市は、既設下水道管、水路及びその附帯施設のうち、閉塞、破損等のあるものについ

ては、掃除、しゅんせつ及び修繕を行い、災害時にその能力を最大限に発揮できるよう

努めます。 

また、マンホール蓋等の飛散防止対策に努めます。 

(4) 水利組合との連携 

市は、親水機能にも配慮しながら、治水機能の向上を図るため、水利組合と連携を強

化し、浸水対策に努めます。 

(5) 道路冠水対策 

道路管理者は、定期的に道路側溝を浚渫、清掃し、道路冠水の予防に努めます。 

(6) 土のう確保への支援 

市は、台風や集中豪雨時における宅内への雨水流入対策として、市民に対し土のうの

配布を行います。 

第２ 高潮対策 企画部、経済部、藤沢土木事務所、京浜河川事務所  

１ 高潮対策の推進 

国及び県は、高潮対策として、養浜、突堤、護岸等の整備を進めます。 

また、地域住民の安全を確保するとともに、地域の景観等に配慮した整備を計画的に進

めます。 
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第３節 風害対策 

  

台風の上陸により、本市では建物被害や倒木、鉄道の運転見合わせ等の被害が発生し、市民

生活に大きな影響が発生しています。 

市は、防災関係機関と連携し、災害の未然防止に取り組み「災害に強いちがさき」を実現し

ていきます。 

【現状】 

○市及び建築確認検査機関は、一定規模以上の建築物について、建築基準法第２０条に基づき、

風圧に対する構造計算によって安全性を確認しています。 

○市は、建築物をはじめ、落下物、ブロック塀等の安全対策を総合的に進めています。 

○台風等による暴風により街路樹や農作物等への被害が想定されます。 

○県は、海岸周辺住民及び公共施設等への飛砂、潮風被害の軽減を図るとともに、自然環境の

保全を図るため砂防林を設置しています。 

【課題】 

○施工または維持管理に起因すると考えられる建築物の外装等の剥離、落下による事故が発生

していることから、強風時に対しても外装材をはじめ建築物の屋外に取り付けるものの安全

性を確保することが必要です。 

○風害による被害軽減を図るためには、各施設の適正な管理に努めるとともに、関係機関と連

携した情報提供体制の構築が必要です。 

【取り組みの方向】 

第１ 建築物の風害対策 都市部 

１ 建築物の安全対策 

市は、建築基準法第６条に基づく確認申請時に、風圧力の構造計算等の確認を行い、建

築物の安全性の向上に努めます。 

２ その他安全対策 

(1) ブロック塀等の倒壊防止対策 

市は、災害時に倒壊の危険性があるブロック塀、石塀の生垣への転換及び改修等の指

導を行い、地域の安全性の向上を図ります。 

(2) 窓ガラス等の落下物防止対策 

窓ガラス、広告塔、看板等は、災害時に脱落し、被害を与えることが予想されます。

このため、市は、所有者及び管理者に対し、落下物防止対策の観点から指導をします。 

第２ 街路樹等の風害対策 建設部、藤沢土木事務所、横浜国道事務所 

道路管理者は、街路樹の風害予防措置としては、定期的な剪定を実施するとともに、必

要に応じて支柱で補強する等の措置を講じます。なお、台風等に備え、適時パトロールを

実施し、支柱の見直し及び結束の点検等の対策を講じます。 

第３ 農作物等の風害対策 経済部 

農作物等に被害を与える強風には、台風、冬期の季節風、その他フェーンや降ひょうを

伴う局地的な強風等があります。強風は、作物に被害を与えるだけでなく、土壌を乾燥さ

せ、土壌浸食を起こします。そのため、肥沃な表土が吹き飛ばされて、やせ地になったり、

飛ばされた土が作物を埋没したりして被害を与えます。 

農作物の風害防止については、市は、さがみ農業協同組合及び茅ヶ崎市漁業共同組合を

通じて適切な情報の提供を行い、被害の軽減に努めます。 
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第４ 漁船等被害対策 経済部 

市は、気象予報を的確に把握し、必要により茅ヶ崎市漁業協同組合と連携し、漁船所有

者に出漁中止または帰港等の指導・通報を行います。 

また、漁船所有者は、漁船の係留、漁具等の流失防止に努めます。 

第５ 飛砂対策 藤沢土木事務所 

県は、大磯から藤沢市鵠沼の区間１１キロ、８５ヘクタール余りにわたる湘南海岸一体

の砂防林を適正に維持管理することで、周辺住民及び公共施設を飛砂、潮風の害から守る

とともに、緑豊かな自然環境の保全に取り組みます。 
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第４節 土砂災害警戒区域等の予防対策 

  

市は、土砂災害警戒区域あるいは急傾斜地崩壊危険区域等の指定について県と連携し取り組

むとともに、避難勧告等の発令基準及び発令対象区域を設定する等、避難を主軸とした対策を

進め、「災害に強いちがさき」を実現していきます。 

  

【現状】 

○平成２７年１０月１日現在、本市では、土砂災害防止法に基づく県の基礎調査により、土砂

災害警戒区域が５４区域、土砂災害特別警戒区域が３区域指定されています。 

○現在、本市には法指定の急傾斜地崩壊危険区域はありませんが、平成１５年３月に県の調査

により公表された急傾斜地崩壊危険箇所は２３箇所、土石流危険渓流は１箇所となっていま

す。 

○市は、急傾斜地崩壊危険箇所等の予防対策を講じるため、その箇所の防災パトロールを実施

しています。 

【課題】 

○土砂災害に注意が必要な地域に居住、滞在する市民に対し、がけ崩れ及び土石流の危険性の

周知が必要です。 

○市は、土砂災害警戒区域における円滑な避難を確保するため、土砂災害ハザードマップに基

づき、警戒避難体制を整備することが必要です。 

【取り組みの方向】 

第１ 危険箇所の予防対策 市民安全部、都市部、建設部、消防本部、消防団、藤沢土木事

務所、茅ケ崎警察署  

１ 危険箇所の調査・把握 

市は、がけ崩れ、土石流等により危険が想定される箇所を、県や防災関係機関と連携し、

調査・把握します。 

県は、住民に土砂災害の危険性を認識してもらうため、土砂災害警戒区域等の調査の結

果について公表します。 

２ 所有者等の安全対策 

市は、住民または地権者に対し必要に応じて危険箇所における必要な安全対策について

指導助言を行います。 

第２ 警戒避難体制の整備 市民安全部、消防本部、消防団、茅ケ崎警察署 

１ 警戒避難体制の整備 

市は、土砂災害の生じるおそれのある区域や土砂災害警戒情報等について地域住民への

周知と警戒避難体制の確立を図ります。 

２ 土砂災害ハザードマップの活用 

市は、土砂災害警戒区域等における警戒避難体制の整備の一環として、土砂災害警戒区

域等や風水害時の避難場所等を地図上に示した「土砂災害ハザードマップ」を配布するこ

とで、風水害時における住民避難の促進を促し、人的被害の軽減を図ります。 

また、市は、土砂災害警戒区域内及び近隣の住民等に対し、避難場所及び避難経路の確

認を促すとともに、土砂災害ハザードマップを活用した避難訓練の実施について指導助言

を行います。 

３ 土砂災害警戒情報・土砂災害緊急情報の伝達 

土砂災害警戒情報は、大雨による土砂災害発生の危険度が高まり、より厳重な警戒が必

要な場合に、市町村の防災活動や地域住民の避難行動を支援するために、県と横浜地方気

象台が共同で発表する防災情報です。 
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また、土砂災害緊急情報は、大規模な土砂災害が急迫している状況において、国土交通

省や県が緊急調査を実施し、調査結果に基づき、被害が想定される区域・時期を市に通知

する防災情報です。 

市は、市域に対して発表された場合に備え、警戒避難体制、パトロール、地域住民及び

防災関係機関への情報伝達体制の整備に努めます。 

４ 避難措置 

市は、土砂災害の発生するおそれのある場合、または二次災害が発生し、その被害が拡

大して人命に危険を及ぼすと予想される場合は、必要に応じて避難準備・高齢者等避難開

始、避難勧告及び避難指示（緊急）を発令し、被害の未然防止あるいは拡大防止を図りま

す。 

５ 避難情報の市民への伝達 

避難情報等は、防災行政用無線や地域情報配信システム等の情報伝達手段により、迅速

かつ正確に伝達し、周知されるよう体制の整備に努めます。 

また、その際、要配慮者には十分配慮します。 

第３ がけ崩れ対策 市民安全部、都市部、藤沢土木事務所 

１ 急傾斜地崩壊危険区域等の災害防止 

急傾斜地の崩壊が助長または誘発されるおそれがあり、急傾斜地の崩壊による災害の防

止に関する法律及び関連基準に適合する場合は、市は、急傾斜地崩壊危険区域の指定、急

傾斜地崩壊対策工事の実施、区域内の行為制限等について県に要望するとともに、区域内

のがけ崩れ等を未然に防ぐために協力します。 

また、県は、急傾斜地崩壊危険区域等について被害規模が大きいと予測される箇所等か

ら計画的に土砂災害防止施設の整備を進めます。 

２ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定 

県は、土砂災害のおそれがある区域を把握し、市長の意見を聴いて、土砂災害警戒区域

等を指定します。さらに、県は、土砂災害により著しい危害が生じるおそれのある区域を

土砂災害特別警戒区域に指定し、特定開発行為に対する許可や既存建築物の移転勧告を行

います。 

また、市は、土砂災害特別警戒区域における建築物の構造規制を行います。 
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第１節 災害対策本部の設置及び運営 

 

第１ 災害対策本部組織 統括調整部各班、市民安全部 

１ 事前配備体制 

市は、初動体制の充実強化を目的に、本市で震度４を観測したとき、または相模湾・三

浦半島において津波注意報等が発表されたときは、茅ヶ崎市災害対策本部運営要綱に基づ

き事前配備体制として、市内の被害調査及び津波に対する警戒体制をとります。 

２ 災害対策本部 

市長は、本市で震度５弱以上を観測したとき、大規模な地震による広域火災が発生した

とき、または必要と認めたときは、災害対策本部を設置して事態に対処します。設置した

場合、直ちに防災関係機関に通知するとともに、市庁舎入口に災害対策本部の掲示をしま

す。 

災害対策本部長（以下「本部長」という。）は市長とします。 

(1) 災害対策本部設置基準 

災害対策本部は、災害対策基本法第２３条の２第１項の規定により市長が必要と認め

たときに設置します。設置基準はおおむね次のとおりです。 

ア 本市で震度５弱以上を観測したとき 

イ 大規模な地震による広域火災が発生したとき 

ウ その他市長が必要と認めたとき 

(2) 意思決定の順位 

市長の不在または連絡が取れない場合の意思決定者の順位は次のとおりとし、意思決

定者と連絡が取れない場合は、直ちに下位の者が意思決定し、体制を整え活動を開始し

ます。 

市長の不在または連絡の取れない場合の意思決定者（上位不在の場合の順） 

 

 

３ 組織 

災害対策本部組織は、茅ヶ崎市災害対策本部条例（昭和３８年条例第１２号）及び茅ヶ

崎市災害対策本部運営要綱に定めるところによりますが、その概要は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市長 主管の副市長 他の副市長 市民安全部長 教育長 

各部 

 
 
本部長（市長） 
副本部長（副市長、教育長） 
総務部長 
企画部長 
財務部長 
市民安全部長 
経済部長 
文化生涯学習部長 
福祉部長 
こども育成部長 
環境部長 
都市部長 
建設部長 
下水道河川部長 
保健所長 
保健所副所長 
病院長 
副病院長兼事務局長 
消防長 
会計管理者 
議会事務局長 
選挙管理委員会事務局長 
監査事務局長 
教育総務部長 
教育推進部長 
教育指導担当部長 

本部員会議 

 
総括・情報班 
広域連携班 
災害時広報対策班 
避難所対策班 
救援物資対策班 
保健医療対策班 
要配慮者対策班 
衛生・災害廃棄物対策班 
被災者生活再建対策班 
応急復旧対策班 

 

統括調整部 

 

総務部 
企画部 
財務部 
市民安全部 
経済部 
文化生涯学習部 
福祉部 
こども育成部 
環境部 
都市部 
建設部 
下水道河川部 
保健所部 
市立病院部 
消防部 
会計部 
議会部 
選挙管理部 
監査部 
教育部 

各部 
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(1) 本部員会議 

本部員会議は、本部長（市長）、副本部長（副市長、教育長）及び災害対策本部の各部

長によって組織され、主として統括調整部が準備する応急対策に係る実施方針や措置案

について審議、意思決定し、統括調整部及び各部に対して対策の実行や新たな措置案の

検討を指示します。 

(2) 統括調整部の活動 

統括調整部は、市民安全部防災対策課及び重要な応急対策の主管課職員によって組織

され、災害に係る情報の集約・分析、災害対策本部の活動方針の策定、重要な応急対策

に係る実施計画や対策案の検討・調整を行い、本部長及び本部員会議の意思決定を補佐

するとともに、必要に応じて各部に対し必要な指示を行います。 

(3) 各部の活動 

災害対策本部の各部班は、本部長及び本部員会議が決定した対策実施方針や実施構想

等に基づき必要な応急対策活動を実行します。 

また、必要に応じ統括調整部が検討した実施構想に基づき細部の実施計画や実施要領

を検討し、その結果に基づき応急対策活動を実施します。 

４ 配備体制 

(1) 災害対策本部は、防災活動の強力な推進を図るため、状況に応じ、配備の体制を整え

ます。 

(2) 配備体制の一般基準は次のとおりです。 

区分 種別 配備体制 配備時期 

災
害
対
策
本

部
設
置
前 

事前 

配備 

情報の収集及び連絡体制をとる

とともに、応急対策準備に必要

な職員を配備する体制とする。  

１ 気象警報または津波警報もしくは

津波注意報が発表され、災害の発生す

るおそれが予見されるとき。 

２ 本市で震度４を観測したとき。 

３ その他状況により必要があるとき。 

災
害
対
策
本
部
設
置
後 

第１号 

配備 

 局地的な災害に直ちに対処でき

る必要な職員を動員する体制とす

る。 

 市内に局地的な災害が発生し、または

発生するおそれが高いときで、本部長が

必要と認めたとき。 

第２号 

配備 

１ 第１号配備体制を強化すると

ともに、拡大しつつある災害に

対処できる体制とする。 

２ 第１号配備体制で班員が一部

動員された班にあっては、班員

の全員を動員する。 

 市内の広域に災害が拡大し、または大

規模な局地的災害の発生が予見され、本

部長が必要と認めたとき。 

第３号 

配備 

 全職員をもって当たる完全な体

制とし、状況により各班が直ちに

活動できる体制とする。 

１ 本市で震度５弱以上を観測したと

き。 

２ 市内の全域に災害が発生したとき。 

３ その他状況により本部長が必要と

認めたとき。 

第２ 職員の動員 広域連携班 

市は、災害対策本部運営マニュアルに基づき、応急対策活動に従事する職員の動員を実

施します。 

１ 動員の実施 

(1) 動員は、本部長の命により行います。 

(2) 動員区分は各部、各班とします。 

(3) 本部員は、本部員会議に出席し、各部班長は、会議の決定に基づいて連絡調整にあた

ります。 
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第３ 職員の参集 総務部 

市は、職員参集システムを活用し、災害発生時に速やかに職員の安否確認及び参集の可

否について把握に努めます。 

１ 勤務時間中の参集 

(1) 職員は、所属長の指示に従い、各々の分担業務に従事します。 

(2) 現場に出向いている職員は、速やかに帰庁するよう努めます。ただし、災害の状況に

より、帰庁自体に危険が生じる可能性がある場合は、所属長へ確認しその指示に従いま

す。 

２ 勤務時間外及び休日の参集 

職員は、勤務時間外に災害が発生し、被害が予測されるときは、各種分担業務に従事す

るため、所属勤務場所またはあらかじめ指定された場所に参集することとします。ただし、

災害の状況により、参集自体に危険が生じる可能性がある場合は、所属長へ確認しその指

示に従います。 

３ 参集の除外 

次の者は、動員対象から除外します。 

(1) 災害発生時において急病、負傷等で参集が不可能な職員 

(2) その他本部長が認める職員 

４ 参集の報告 

(1) 招集を受けて参集した者は、所属部班長に速やかに、その旨を報告します。 

(2) 病気その他やむを得ない理由により招集に応じられないときは、その旨を所属部班長

に報告します。 

第４ 災害対策地区防災拠点 避難所対策班、配備職員 

市は、大規模地震等広域災害から市民の生命、身体及び財産を保護し、災害時の情報収

集・伝達及び応急対策活動を迅速かつ円滑に実施するため、公立小・中学校を地区防災拠

点と位置づけ、あらかじめ定めた配備職員が従事します。 

１ 設置条件 

(1) 本市で震度５弱以上を観測したとき 

(2) 警戒宣言が発令されたとき 

(3) その他市長が必要と認めるとき 

２ 設置場所 

公立小・中学校 

３ 配備職員 

地区防災拠点の周辺に居住する職員及び各小・中学校に所属する職員のうち必要最小限

の職員をあらかじめ定め配備します。 

４ 配備職員の業務 

(1) 施設の安全確認（簡易的な応急危険度判定） 

(2) 災害対策本部との連絡調整 

(3) 学校管理者との連絡調整 

(4) 自主防災組織との連絡調整 

(5) 避難所の開設 

(6) 防災用資機材の活用 

(7) 避難者、必要物資等の把握 

(8) 地域の被災状況の把握（情報収集） 

(9) その他避難所運営上必要な業務 

５ 配備職員の参集 

災害発生時、配備職員は、原則として災害対策本部の指示に基づき、あらかじめ定めら

れている地区防災拠点に参集し、避難所の開設業務に従事します。 

勤務時間外等においては、動員の指示を待つことなく、避難所の開設を行うため参集す
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ることとしますが、災害の状況により、参集自体に危険が生じる可能性がある場合は、災

害対策本部または防災主管課へ確認しその指示に従います。 

第５ 災害対策本部と各関係機関の連携強化 総括・情報班、議会部 

１ 防災関係機関との連携 

市は、被害状況や応急対策活動の実施状況をとりまとめ、情報を集約、整理または分析

し、応急復旧に関する優先順位の決定や対処方針の策定を行う等、防災関係機関と情報を

共有し、連携を図ります。 

２ 茅ヶ崎市議会との連携 

市は、茅ヶ崎市議会（以下「市議会」という。）に対し、被害状況や応急対策活動に関す

る状況や対処方針等について定期的に報告し、市議会と情報を共有し、連携を図ります。 
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第２節 水防対策活動 

  

第１ 水防体制構築の基本的な考え方 

近年、従来の想定を上回る降雨により、河川の氾濫や土砂災害が発生し、全国的に毎年

多くの人的等の被害が発生しています。 

そういった背景から、平成２７年の水防法の一部改正では、避難体制等の充実・強化を

図ることを目的として、これまで計画規模降雨を前提として公表されていた浸水想定区域

図を想定最大規模降雨を前提としたものに変更する等の法改正が行われました。 

また、平成２７年１２月の社会資本整備審議会答申「大規模氾濫に対する減災のための

治水対策のあり方について」では、「「水害は施設整備によって発生を防止するもの」か

ら「施設の能力には限界があり、施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へと

変革し、氾濫が発生することを前提として、社会全体で常にこれに備える「水防災意識社

会」を再構築する必要がある」ことに触れられており、ハード対策だけでなく、ソフト対

策にも焦点を当てた対応について、市、防災関係機関、自主防災組織等が更なる連携を図

っていかなければなりません。 

従来、市では、水防体制について、降雨現況等に応じた体制移行を前提とした体制の構

築を図っていましたが、想定最大規模の降雨に伴う市域への影響を踏まえると、必ずしも

十分とは言えない状況にあります。  

よって、市は、水防体制の構築にあたっては、以後、大雨等が予測される場合に必要な

気象情報等を収集し、それによる市域への影響や被害等を可能な限り予測することで、こ

れに対応し得る体制を事前に構築し、対応にあたることを基本とします。 

第２ 警戒監視 総括・情報班、市民安全部、建設部、下水道河川部、消防部、消防団、京浜

河川事務所、藤沢土木事務所 

１ 河川水位の監視 

市及び防災関係機関は、以後、大雨等が予測される場合は、河川水位の監視を強化しま

す。 

２ 雨量予測・監視 

市は、以後、大雨等が予測される場合、気象庁及び気象情報提供委託会社等から今後の

降雨量予測情報を収集するとともに雨量の監視を強化します。 

  また、上流域の降雨量等その他情報の収集に努めます。 

３ 潮位・波高の監視 

市は、水防活動の判断を行うため、潮位及び波高の情報を気象情報等から収集するとと

もに、海面監視カメラ等を活用し監視を行います。 

４ 常時監視 

市は、随時、区域内の河川、水防上危険であると認められる箇所があるときは、直ちに

河川、海岸管理者等に連絡し、必要な措置を講じるよう要請します。 

５ 非常警戒 

市は、気象の悪化が予想されるときには、次の重点警戒箇所を中心として河川、海岸等

の監視及び警戒をさらに厳重にし、あらゆる事態に即応した措置を講じます。 

 

事項 概要 

重点警戒箇所 

○重要水防区域及び箇所 

○浸水想定区域 

○護岸工事施工中の箇所 

○過去に浸水履歴のある箇所 
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第３ 水防活動 総括・情報班、市民安全部、建設部、下水道河川部、消防部、消防団、京浜

河川事務所、横浜国道事務所、藤沢土木事務所、自衛隊 

１ 水防活動の開始基準 

   水防活動の開始は、第５章第１節第１「４水防対策体制の基準」に拠ることとします。 

２ 水防施設の安全措置 

(1) 重要水防箇所の警視警戒 

市は、随時、市域の河川、排水路及び海岸等の重要水防箇所及び既往の災害箇所、そ

の他重要な箇所を重点的に巡回・監視を行うものとし、特に気象の悪化が予測されると

き、または降雨の状況により積極的に実施します。 

また、巡回・監視の結果、水防上危険と認められる箇所を発見したときは、直ちに河

川管理者等に連絡し、必要な措置を求めます。 

(2) 道路・橋りょうの安全措置 

国、県、市は、管理する道路ポンプ等の排水施設を適切に維持管理し、道路の冠水を

未然に防止するとともに、大雨や洪水により道路の通行に危険がある場合は、事故を未

然に防止するため、警察と連携し速やかに通行規制等の応急措置を実施し、交通機関へ

連絡するとともに必要な対策を講じます。 

(3) 取水堰及び樋門、樋管等の安全措置 

農業用取水堰及び樋門、樋管等の管理者または取扱責任者は、出水等の状況に応じ、

その開閉を行います。 

また、河川管理者の要請または大雨、洪水等に関する警報等が発表された場合は、相

互に連携し、その状況に応じた適切な措置を講じます。 

(4) 防潮扉の安全措置 

市は、防潮扉の安全措置を実施します。 

位  置 構造 

汐見台 フラップ式 

浜須賀／白浜町 フラップ式 

白浜町／菱沼海岸 フラップ式 

東海岸南４丁目 フラップ式 

中海岸２丁目 フラップ式 

３ 城山ダムの放流 

城山ダムからの放流連絡があった場合は、防災関係機関へ情報伝達するとともに、相模

川河川敷や河口付近での警戒を強化します。 

また、県では、スピーカーによる放送やサイレンの吹鳴、警報車による警報により、相

模川流域での警戒を地域住民等に周知します。 

 ４ 決壊時の措置 

市は、堤防その他の施設が決壊しまたはこれに準ずべき事態が発生した場合は、 屋内

安全確保等、命を守るための最低限の行動を付したうえ、あらゆる広報手段を講じて、直

ちに避難指示（緊急）を発令し、住民等の避難行動を促すとともに、防災関係機関等と協

力し、その他人的被害を最小限に抑えるための措置を講じます。 

また、速やかに各河川管理者に通報し、決壊箇所の状況に応じた必要な措置（応急復旧

等）について、要請を行います。 

なお、氾濫により浸水が予想される隣接市町についても、決壊箇所等の情報提供を行う

ことで、被害拡大の防止を図ります。 

 ５ 協力応援 

市は、あらかじめ整備した水防倉庫により必要な資機材を確保し、水防活動を実施しま

す。 

なお、備蓄資機材や協定等による資機材等の調達によっても機材の不足が生じ、水防活
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動に支障がある場合は、他の市町村または藤沢土木事務所に応援職員並びに資機材の提供

等を要請する等、連携した措置を行います。 

 ６ 自衛隊の災害派遣 

市は、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、県に対して自衛隊の派遣要

請を求めます。 

この場合市は、必要に応じてその旨及び市域の災害状況等を防衛大臣または地域担任部

隊の長に通知します。 

また、市は、県への自衛隊派遣要請の要求が、連絡不能で出来ない場合には、直接防衛

大臣または地域担任部隊の長に災害状況等を通知します。なお、この通知をしたときは、

速やかにその旨を県に通知します。 

 ７ 水防てん末報告 

市は、水防終了後３日以内に水防管理団体水防実施状況報告書により所管する水防支部

長に報告します。 
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第３節 災害情報の受伝達 

 

第１ 防災気象情報等の受理伝達 総括・情報班、市民安全部、消防部 

１ 防災気象情報の収集 

市は、防災気象情報等の発表または必要があると認めるときは、気象情報提供委託会社

から的確な気象情報及びその後の予測・見込み情報等を収集します。 

(1) 防災気象情報 

ア 気象情報 

イ 海上警報 

ウ 台風情報 

エ 洪水情報 

オ 土砂災害警戒情報 

カ 竜巻注意情報 

(2) 雨量情報等の収集 

市は、雨量計情報及び茅ヶ崎市防災情報サイト、気象庁や国土交通省等の関連サイト

等から、雨量や河川水位、ダム情報等を収集します。 

(3) 関係機関との連携 

市は、防災関係機関と連携し、必要な情報収集に努めます。 

 ２ 防災気象情報等の受理伝達 

市は、特別警報を受理したとき及び気象予報・警報を受理し、市民等に伝達することが

必要と認めたときは、直ちに市民等に伝達するとともに、必要に応じて避難準備（避難行

動要支援者避難）情報、避難勧告または指示等の措置を行います。また、横浜地方気象台

は、報道機関に協力を求めて市民等に周知するように努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 災害時の広報 災害時広報対策班、企画部、京浜河川事務所、防災関係機関 

市は、災害が発生するおそれが予見できる場合には、市民に対する迅速な情報伝達を心

がけ、積極的な広報を実施するものとし、その方法は防災行政用無線や広報車の巡回に加

え、ホームページやツイッター等、正確な情報伝達に努めます。 

また、災害が発生した場合は、市及び防災関係機関は、一体となって市民に対し、正確

な情報の提供を行うとともに、市の活動状況や被災者のニーズ等を把握し、迅速な対応を

図ります。 

 １ 広報内容 

(1) 防災情報 

防災気象情報の予測または発表された段階で、即時性の高い媒体で繰り返し周知を行

い、市民の迅速な対応、行動を促します。 

ア 防災気象情報の発表状況 

イ 避難勧告等 

気

象

庁 

横浜地方気象台 

ＮＨＫ報道局 

在京民放 

神奈川県 

神奈川県警察本部 

ＮＨＫ横浜放送局 

ＲＦラジオ日本 

テレビ神奈川 

茅ケ崎警察署 

市 

市

民

等 

第三管区海上保安本部 

（横須賀海上保安部湘南海上保安
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ウ 被害状況とその影響または予測 

(2) 安全安心情報 

現場や避難所等の状況を終始確認し、頻繁に情報の更新を行い、最新の情報を発信し

ます。 

ア 早期避難所や避難所、福祉避難所等の開設情報 

イ 要配慮者利用施設等の安否情報 

ウ 医療救護所の開設場所等の医療情報 

エ 応急給水場所の情報 

オ 応急対策活動に係る情報 

(ｱ) 応急危険度判定や建物被害調査 (ｲ) ライフラインの復旧 

   カ 物資等配給情報 

   キ 交通や道路等の情報 

   ク 各種相談窓口や行政手続き等、業務継続関連情報 

２ 広報手段 

災害情報を広く確実に伝達するため、また、停電や機器・システム等に予期せぬトラブ

ル等があることも想定し、共通の情報を可能な限り多様な伝達手段で伝達することとしま

す。  

そのために、防災行政用無線等、情報の受け手側の能動的な操作を伴わず、必要な情報

が自動的に配信されるタイプの伝達手段であるＰＵＳＨ型の伝達手段を活用します。ただ

し、ＰＵＳＨ型の伝達手段のうち、屋外拡声器を用いた防災行政用無線（同報系）での伝

達については、大雨等により屋外での音声による伝達が難しい面もあることから、戸別受

信機、防災ラジオ、緊急速報メール、ちがさきメール配信サービスや等の屋内で受信可能

な手段を組み合わせて配信します。  

さらに、より多くの受け手により詳細に情報を伝達するため、ＰＵＳＨ型に加え、市ホ

ームページのほか、ツイッター、テレビのデータ放送等、情報の受け手側の能動的な操作

により、必要な情報を取りに行くタイプの伝達手段であるＰＵＬＬ型手段も活用して伝達

手段の多様化・多重化に取り組みます。 

(1) 防災行政用無線、地域情報配信システム、ツイッター、緊急速報メール、ｔｖｋ（地

上デジタル放送によるデータ文字放送）、防災ラジオ、Ｌアラート（災害情報共有シス

テム）※等の即時性の高い情報発信 
※市町村が避難勧告等の緊急情報を登録するとそれが放送事業者、通信事業者等に通知され、
テレビやラジオ、ウェブサイトなどを通じて住民に迅速に伝達されるシステムで総務省が
全国普及を進めているもの。  

(2) ホームページ、ツイッターによる情報発信 

(3) 地域への周知を図るための広報車及び消防車両による巡回放送 

(4) 避難所でのチラシ、臨時広報紙等の配布または壁新聞等の掲示 

(5) 報道機関への定期的な情報提供 

(6) その他あらゆる情報媒体を利用した広報 

３ 市が行う広報連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インターネットによる配信 

市 

市 

民 

等 

即時性の高い媒体 

防災行政用無線、地域情報配信システム、ツイッター、

緊急速報メール、ｔｖｋ、防災ラジオ、Ｌアラート 

地域への周知 

広報車、消防車両による巡回放送 

現場での周知 

チラシ、広報紙、壁新聞の配布、掲示 

報道機関への情報提供 

ファクシミリ等による記者発表 

市ホームページ 
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４ 要配慮者利用施設への情報提供 

  (1) 洪水浸水想定区域 

市は、水防法第１５条第１項の規定に基づき、要配慮者利用施設に対し、利用者の円滑

かつ迅速な避難の確保が図られるよう、電子メール等により、洪水予報等を伝達します。 

(2) 土砂災害警戒区域 

市は、土砂災害防止法第８条第１項の規定に基づき、要配慮者利用施設に対し、利用者

の円滑かつ迅速な避難の確保が図られるよう、電子メール等により、土砂災害に関する情

報等を伝達します。 

５ 緊急速報メールを活用した洪水情報の配信 

国は、洪水時に住民等の主体的な避難を促すため、相模川（下流）において、緊急速報メ

ールを活用した洪水情報のプッシュ型配信（国が管理する相模川（下流）において、氾濫危

険情報、氾濫発生情報の発表されたことを契機として配信）を行います。 

 

 
 出典 国土交通省ホームページ 

 

第３ 被害情報等の収集・報告 総括・情報班 

１ 被害情報等の収集 

(1) 市は、災害発生時、人的被害の状況、建築物の被害状況、道路や橋りょう等の被害状

況、ライフライン被害状況等のあらゆる情報を収集します。 

(2) 市は、災害発生後速やかに公共施設の被害状況及び利用者の被災状況等について把握

します。 

(3) 市及び防災関係機関は、災害発生直後において、被害の規模を推定するために、市内

の被害状況を収集します。 

(4) 市は、防災関係機関が実施する応急対策活動の状況について、把握するものとし、防

災関係機関はその状況を市へ報告します。 

 ２ 被害情報等の報告 

(1) 市内の被害情報等は、総括情報班が集約し、本部長に報告します。 

(2) 市は、把握できた範囲から被害情報を県に報告します。 

なお、避難勧告及び避難の指示を行った場合は、避難所開設状況等について、逐次県

に報告します。 

(3) 県は、市町村、県の機関、その他の防災関係機関をオンラインネットワークで結ぶ災

害情報管理システムを整備し、災害発生時に、市町村等が把握した被害情報等を、迅速、

正確に収集、整理し、相互に情報共有することとしています。 

ア 県は、災害により被害が発生し、または被害の発生の可能性があると判断したとき

は、市町村等へ情報収集開始の通知をし、災害情報管理システムによる報告を依頼し

ます。 

イ 市は、前号の依頼に基づき、被害、被害復旧、応援要請、応急措置等の情報を収集

し、災害情報管理システムにより報告します。なお、被害情報がない場合は、被害な

しの報告をします。 
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ウ 有線及び無線通信等が不通の場合は、県湘南地域県政総合センター（県現地災害対

策本部）と連携を図り、情報伝達体制の確保に努めます。 

第４ 通信手段の確保 総括・情報班 

災害発生時において、災害情報連絡のための通信手段を確保するため、各種の情報通信

手段の機能確認を行うとともに、障害が発生した場合には、必要な要員を直ちに現場に配

置して速やかな通信の復旧を図ります。 

 １ 災害時の通信連絡 

(1) 災害時の通信は、地域防災無線（防災用ＭＣＡ無線）、消防救急無線、衛星電話等、あ

らゆる手段を活用します。 

(2) 加入電話を使用する場合には、回線の状況により東日本電信電話(株)等が指定した災

害時優先電話を利用します。 

 ２ 通信施設所有者等の相互協力 

(1) 県防災行政通信網、加入電話等が使用不能となり、県及び防災関係機関との通信が困

難となったときは、関東地方非常通信協議会の構成員の協力を得て、その所有する通信

施設を利用します。   

(2) 通信施設の所有者または管理者は、災害応急対策を円滑・迅速に実施するため、相互

の連携を密にし、被害を受けた通信施設が行う通信業務の代行等の相互協力を行います。 

第５ 防災関係機関の広報 防災関係機関 

防災関係機関は、各々が定めた災害時の広報計画に基づき、市民及び利用者への広報を

実施します。特に必要があるときは、市、県及び報道機関へ広報を要請します。 

第６ 東日本電信電話(株)の措置 東日本電信電話(株)神奈川事業部 

東日本電信電話(株)は、災害時における通信ふくそうの緩和及び重要通信の確保を図る

ため、次の措置をとります。 

１ 通信の疎通が著しく困難な場合、重要通信を確保するため一般加入電話は通信の利用制

限を行います。 

２ 防災関係機関等の通信を優先的に確保します。(災害時優先電話) 

３ 災害により防災機関等の通信設備が被災し、通信が途絶したときは、可能な範囲におい

て、移動無線車等を使用し通信のそ通を確保します。 

４ ふくそう対策、安否確認方法として災害用伝言ダイヤル「１７１」等の運用を開始しま

す。なお、提供については報道機関等を通じて周知します。 
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第４節 避難対策 

第１ 避難対策 総括・情報班、避難所対策班、茅ケ崎警察署、湘南海上保安署、自衛隊、横

浜地方気象台、京浜河川事務所、神奈川県 

１ 避難行動 

「避難行動」とは、数分から数時間後に起こるかもしれない自然災害から「命を守るた

めの行動」です。居住地の地形、住宅構造、家族構成等により適切な避難行動や避難のタ

イミングが異なることから、風水害等の自然災害に対しては、住民等が自らの判断で避難

行動をとることが原則となります。住民等は気象庁から発表される気象情報や降雨等の状

況の把握に努め、避難が必要と判断したときや避難勧告等が発令された場合は、速やかに

自宅等の状況に応じてあらかじめ決めておいた避難行動をとる必要があります。 

「避難行動」には、災害の種別ごとに指定された指定緊急避難場所への移動（立退き避

難）だけでなく、近隣のより安全な場所や建物等への移動（立退き避難）や、その時点に

いる建物内において、より安全な部屋等への移動（屋内安全確保）も含まれます。 

２ 避難勧告等 

市長は、災害対策基本法第６０条第１項に基づき、災害が発生し、又は発生するおそれ

がある場合において、人の生命又は身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止する

ため、特に必要があると認めるときは、必要と認める地域の居住者等に対し、避難のため

の立退きを勧告し、及び急を要すると認めるときは、これらの者に対し、避難のための立

退きを指示するため、避難勧告等を発令します。 

避難勧告等を発令する際には、その対象者を明確にするとともに、対象者ごとに取るべ

き避難行動がわかるように伝達することとします。 

なお、避難のための立退きを行うことにより、かえって人の生命または身体に危険が及

ぶおそれがあると認めるときは、屋内での待避その他屋内における避難のための安全確保

措置を指示することとします。 

(1) 避難情報と求める避難行動 

避難勧告等の各区分に応じた発令時の状況及び避難が必要な住民等に求める行動につ

いては次のとおりとします。 
 

区分 発令時の状況 
住民等に求める行動 

洪水 土砂災害 高潮 

避難準備 
・高齢者 
等避難開 
始    

○要配慮者等、特に避難行動に時間
を要する者が避難行動を開始しなけ
ればならない段階であり、人的被害
の発生する可能性が高まった状況 

○気象情報に注意を払い、立退き避
難の必要について考える 
○立退き避難が必要と判断する場
合は、その準備（家族との連絡、非
常用持出品の用意等）をする 
○要配慮者は、立退き避難する 

避難勧告 ○通常の避難行動ができる者が避難
行動を開始しなければならない段階
であり、人的被害の発生する可能性
が明らかに高まった状況 

○立退き避難する 
○立退き避難すること
がかえって危険な者
が、屋内の安全な場所
へ移動する 

○立退き
避難する
  

避難指示 
（緊急） 

○前兆現象の発生や、現在の切迫し
た状況から、人的被害の発生する危
険性が非常に高いと判断された状況 
○現在の隣接地等、地域の特性等か
ら人的被害の発生する危険性が非常
に高いと判断された状況 
○人的被害の発生した状況 

○立退き避難しそびれ
た者が、立退き避難す
る 
○立退き避難すること
がかえって危険な者
が、屋内の安全な場所
へ移動する 

○立退き
避難しそ
びれた者
が、立退
き避難す
る 

 



風水害対策計画 

第５章 災害時の応急対策活動 

第４節 避難対策 

 

123 

(2) 避難勧告等の発令に資する情報の整理 

市は、水害や土砂災害のおそれがある場合は、指定河川洪水予報や、水位計・監視カ

メラからの河川水位等の現地情報、土砂災害警戒情報に加え、雨量情報、流域雨量指数

の予測値（洪水警報の危険度分布）、土砂災害警戒判定メッシュ情報等から避難勧告等の

発令に資する情報の把握、整理に努めます。 

(3) 避難勧告等の判断基準 

避難勧告等の発令については、今後の気象予測、河川等の現地の状況、関係機関から

の助言等により総合的に判断します。 

なお、自然現象を対象とするため、以下の判断基準にとらわれることなく、防災気象

情報等の様々な予測情報や現地の情報等を活用し、臨機応変に対応することとします。 
 

■洪水：相模川（洪水予報河川）の避難勧告等の発令基準 

区分 発令基準 

避難準備・
高齢者等避
難開始 

１：指定河川洪水予報により、相模川の神川橋水位観測所の水位が避難判
断水位である７．８０ｍ に到達したと発表され、または相模川の相模大
橋水位観測所の避難判断水位である５．８０ｍに到達したと発表され、か
つ、水位予測において引き続きの水位上昇が見込まれている場合 
２：指定河川洪水予報の水位予測により、相模川の神川橋水位観測所の水
位が氾濫危険水位である８．７０ｍに到達することが予想され、または相
模川の相模大橋水位観測所の水位が氾濫危険水位である６．５０ｍに到達
することが予想される場合 
３：軽微な漏水・侵食等が発見された場合 
４：避難準備・高齢者等避難開始の発令が必要となるような強い降雨を伴
う台風等が、夜間から明け方に接近・通過することが予想される場合 

避難勧告 １：指定河川洪水予報の水位予測により、相模川の神川橋水位観測所の水
位が氾濫危険水位である８．７０ｍに到達することが予想され、または相
模川の相模大橋水位観測所の水位が氾濫危険水位である６．５０ｍに到達
したと発表された場合 
２：指定河川洪水予報の水位予測により、相模川の神川橋水位観測所の水
位、または相模川の相模大橋水位観測所の水位が堤防天端高を越えること
が予想される場合 
３：異常な漏水・侵食等が発見された場合 
４：避難勧告の発令が必要となるような強い降雨を伴う台風等が、夜間か
ら明け方に接近・通過することが予想される場合 

避難指示 
（緊急） 

１：決壊や越水・溢水が発生した場合 
２：相模川の神川橋水位観測所の水位が、氾濫危険水位である８．７０ｍ
を越えた状態、または相模川の相模大橋水位観測所の水位が、氾濫危険水
位である６．５０ｍを越えた状態で、指定河川洪水予報の水位予測により、
堤防天端高に到達するおそれが高い場合（越水・溢水のおそれのある場合） 
３：異常な漏水・侵食の進行や亀裂・すべり等により決壊のおそれが高ま
った場合 
４：樋門・水門等の施設の機能支障が発見された場合（発令対象区域を限
定する） 

 
■洪水：小出川（水位周知河川）の避難勧告等の発令基準 

区分 発令基準 

避難準備・
高齢者等避
難開始 

１：小出川の一ツ橋水位観測所の水位が避難判断水位である２．９０ｍに
到達した場合、または新鶴嶺橋水位観測所の水位が避難判断水位である２．
５０ｍに到達した場合 
２：小出川の一ツ橋水位観測所の水位が水防団待機水位２．４０ｍを越え
た状態、または新鶴嶺橋水位観測所の水位が水防団待機水位１．４０ｍを
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越えた状態で、次のいずれかにより、急激な水位上昇のおそれがある場合 
①一ツ橋水位観測所の水位が急激に上昇している場合 
②小出川の流域雨量指数の予測値が洪水警報基準に到達する場合 
３：軽微な漏水・侵食等が発見された場合 
４：避難準備・高齢者等避難開始の発令が必要となるような強い降雨を伴
う台風等が、夜間から明け方に接近・通過することが予想される場合 

避難勧告 １：小出川の一ツ橋水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）
である３．００ｍに到達した場合、または新鶴嶺橋水位観測所の水位が氾
濫危険水位（洪水特別警戒水位）である２．７０ｍに到達した場合 
２：小出川の一ツ橋水位観測所の水位が氾濫注意水位である２．９０ｍを
越えた状態、または新鶴嶺橋水位観測所の水位が氾濫注意水位である２．
００ｍを越えた状態で、次のいずれかにより、急激な水位上昇のおそれが
ある場合 
①一ツ橋水位観測所の水位が急激に上昇している場合 
②小出川の流域雨量指数の予測値が洪水警報基準を大きく超過する場合 
３：異常な漏水・侵食等が発見された場合 
４：避難勧告の発令が必要となるような強い降雨を伴う台風等が、夜間か
ら明け方に接近・通過することが予想される場合 

避難指示 
（緊急） 

１：決壊や越水・溢水が発生した場合 
２：小出川の一ツ橋水位観測所の水位が堤防高に到達するおそれが高い場
合、または新鶴嶺橋水位観測所の水位が堤防高に到達するおそれが高い場
合（越水・溢水のおそれのある場合） 
３：異常な漏水・侵食の進行や亀裂・すべりの発生等により決壊のおそれ
が高まった場合 
４：樋門・水門等の施設の機能支障が発見された場合（発令対象区域を限
定する） 

 
■洪水：千の川（水位周知河川：県管理区間）の避難勧告等の発令基準 

区分 発令基準 

避難準備・
高齢者等避
難開始 

１：千の川（県管理区間）の梅田橋水位観測所の水位が避難判断水位であ
る２．２０ｍに到達した場合 
２：千の川（県管理区間）の梅田橋水位観測所の水位が水防団待機水位１．
２０ｍを越えた状態で、次のいずれかにより、急激な水位上昇のおそれが
ある場合 
①梅田橋上流の水位観測所の水位が急激に上昇している場合 
②千の川の流域雨量指数の予測値が洪水警報基準に到達する場合 
３：軽微な漏水・侵食等が発見された場合 
４：避難準備・高齢者等避難開始の発令が必要となるような強い降雨を伴
う台風等が、夜間から明け方に接近・通過することが予想される場合 

避難勧告 １：千の川（県管理区間）の梅田橋水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪
水特別警戒水位）である２．５０ｍに到達した場合 
２：千の川（県管理区間）の梅田橋水位観測所の水位が氾濫注意水位２．
２０ｍを越えた状態で、次のいずれかにより、急激な水位上昇のおそれが
ある場合 
①梅田橋地点上流の水位観測所の水位が急激に上昇している場合 
②千の川（県管理区間）の流域雨量指数の予測値が洪水警報基準を大きく
超過する場合 
３：異常な漏水・侵食等が発見された場合 
４：避難勧告の発令が必要となるような強い降雨を伴う台風等が、夜間か
ら明け方に接近・通過することが予想される場合 
 

避難指示 １：決壊や越水・溢水が発生した場合 
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（緊急） ２：千の川（県管理区間）の梅田橋水位観測所の水位が堤防高に到達する
おそれが高い場合（越水・溢水のおそれのある場合） 
３：異常な漏水・侵食の進行や亀裂・すべりの発生等により決壊のおそれ
が高まった場合 
４：樋門・水門等の施設の機能支障が発見された場合（発令対象区域を限
定する） 

 
■土砂災害の避難勧告等の発令基準 

区分 発令基準 

避難準備・
高齢者等避
難開始 

１：大雨警報（土砂災害）が発表され、かつ、土砂災害に関するメッシュ
情報で「実況または予想で大雨警報の土壌雨量指数基準に到達」する場合 
２：数時間後に通行規制や冠水等によって、土砂災害警戒区域等からの避
難経路の安全な通行が困難となる場合 
３：大雨注意報が発表され、当該注意報の中で、夜間から翌日早朝に大雨
警報（土砂災害）に切り替える可能性が高い旨に言及されている場合 

避難勧告 １：土砂災害警戒情報が発表された場合 
２：土砂災害に関するメッシュ情報で「予想で土砂災害警戒情報の基準に
到達」する場合 
３：大雨警報（土砂災害）が発表されている状況で、記録的短時間大雨情
報が発表された場合 
４：土砂災害の前兆現象（湧き水・地下水の濁り、渓流の水量の変化等）
が発見された場合 

避難指示 
（緊急） 

１：土砂災害警戒情報が発表され、かつ、土砂災害に関するメッシュ情報
で「実況で土砂災害警戒情報の基準に到達」した場合 
２：土砂災害警戒情報が発表されており、さらに記録的短時間大雨情報が
発表された場合 
３：土砂災害が発生した場合 
４：山鳴り、流木の流出の発生が確認された場合 
５：避難勧告等による立退き避難が十分でなく、再度、立退き避難を居住
者等に促す必要がある場合 

 
■高潮の避難勧告等の発令基準 

区分 発令基準 

避難準備・
高齢者等避
難開始 

１：高潮注意報の発表において警報に切り替える可能性が高い旨に言及さ
れた場合 
２：高潮注意報が発表されている状況において、台風情報で、台風の暴風
域が市にかかると予想され、または台風が市に接近することが見込まれ、
暴風警報に切り替わる可能性が高い旨に言及された強風注意報が発表され
た場合 
３：伊勢湾台風級の台風が接近し、上陸２４時間前に、特別警報発表の可
能性がある旨、府県気象情報や気象庁の記者会見等により周知された場合 

避難勧告 １：高潮警報あるいは高潮特別警報が発表された場合 
２：高潮注意報が発表されており、当該注意報において警報に切り替える
可能性が高い旨が言及され、かつ、暴風警報または暴風特別警報が発表さ
れた場合 
３：高潮注意報が発表され、当該注意報において、夜間から翌日早朝まで
に警報に切り替える可能性が高い旨に言及される場合 

避難指示 
（緊急） 

１：暴風警報（暴風特別警報）が発表され、かつ高潮警報（高潮特別警報）
が発表された場合 
２：異常な越波・越流が発生した場合 
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(3) 避難勧告、避難指示（緊急）の実施責任者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※警察官は、警察官職務執行法第４条第１項の規定により、指示のほか、状況に応じて、必

要な警告を発する等の避難等の措置をとることができます。 

※市長以外の者が、避難勧告または指示等を行った場合には、直ちにその旨を市長に通知す

ることとする。 

(4) 関係機関等による助言 

市長は、避難勧告等の発令にあたり必要があると認める場合は、災害対策基本法第６

１条の２の規定に基づき、横浜地方気象台、京浜河川事務所等の国の機関、県等に対し、

ホットライン等により災害に関する情報等の必要な助言を求めることとします、助言を

求められた国の機関、県等は、技術的に可能な範囲で必要な助言を行うこととします。 

また、土砂災害の発生または発生のおそれがある場合に発令した避難勧告等を解除す

る際にも、土砂災害防止法第３２条に基づき、必要に応じて県等の助言を得ることとし

ます。 

３ 避難情報等の伝達 

(1) 避難勧告等の伝達 

避難勧告等の伝達は、本章第３節「第２ 災害時の広報」により行いますが、その周

知には、自主防災組織と協力し実施します。 

(2) 避難勧告等の内容 

市長は、避難の勧告または指示を実施する際、原則として次の内容を明示して行いま

す。 

   ア 避難を要する理由 

イ 避難勧告または指示対象地域 

ウ 避難先 

エ 避難に関する注意事項 

(3) 県知事への報告 

市長は、避難勧告等を行ったときは、災害対策基本法第６０条第４項に基づき、速や

かに県知事に報告するとともに、茅ケ崎警察署等防災関係機関に対し、その旨を連絡し

ます。 

 ４ 警戒区域の設定 

(1) 警戒区域 

災害が発生し、または発生するおそれがあり、そのために人命の保護その他災 害の防

止等を図るため特に必要があると認めるときは、災害対策基本法第６０条第１項に基づ

き、警戒区域を設定し、応急対策活動に従事する者以外に対して、当該地区への立ち入

りを制限し、もしくは禁止し、または当該地域からの退去を命じることができます。 

 

実施者 
勧告・指示
の区分 

災害の種類、内容 根拠 

市町村長 勧告・指示 災害全般 
災害対策基本法 
第６０条第１項 

警察官※ 指示 

災害全般 
市町村長が指示することができないと認め
るときまたは市町村長から要求があったと
き。 

災害対策基本法 
第６１条第１項 
警察官職務執行法 
第４条第１項 

海上保安官 指示 同上 
災害対策基本法 
第６１条第１項 

自衛官 指示 

災害全般 
災害派遣を命じられた部隊の自衛官は、災害
の状況により特に急を要する場合で、警察官
がその場にいない場合に限り、避難の指示を
行うことができます。 

自衛隊法第９４条 
第１項 
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(2) 警戒区域の設定権者 

設定権者 災害の種類 内容（要件） 根拠 

市町村長 災害全般 災害が発生し、または災害が発生しようとし
ている場合で、人の生命または身体に対する
危険を防止するためには特に必要があると認
めるとき。 

災害対策基本法 
第６３条第１項 

警察官※ 
ま た は 海
上保安官 

災害全般 上記の場合において、市町村長もしくはその
委託を受けた市町村の職員が現場にいないと
き、またはこれらの者から要求があったとき。 

災害対策基本法 
第６３条第２項 

※警察官は消防法第２８条第２項、第３６条第７項、水防法第２１条第２項の規定によっても、第一

次的な設定権者が現場にいないか、または要求があったときは、警戒区域を設定できます。 

※警察官は消防法第２８条第２項、第３６条第７項、水防法第２１条第２項の規定によっても警戒区

域を設定できますが、災害対策基本法第６３条に基づく警戒区域が住民の保護を目的とするのに対

し、消防法、水防法による警戒区域の設定は、現場における消防または水防活動を保護するために、

消防または水防関係者以外の者を現場に近づけないことを目的としています。  

また、災害対策基本法第６３条に基づく警戒区域の設定は「必要があると認めるとき」ですが、

消防法、水防法による警戒区域の設定は「火災現場において」、または「水防上緊急の必要がある

場所において」となっています。 

第２ 避難誘導 総括・情報班、避難所対策班、消防部、消防団、茅ケ崎警察署、施設管理者 

市は、消防、警察、自主防災組織及び関係機関等の協力を得て、住民が迅速かつ安全に

避難できるよう、組織駅な避難誘導に努めます。  

１ 市は、避難勧告等を発令したときは、警察及び防災関係機関等の協力を得て、早期避難

所または避難所等へ誘導します。 

２ 誘導にあたっては、安全な経路を検討し、危険箇所の表示等を行い、状況により誘導員

の配置等、事故防止に努めます。 

３ 避難行動要支援者に対する避難誘導は、地域住民及び自主防災組織等の協力を得て、迅

速かつ安全に誘導します。 

４ 学校、病院、工場、要配慮者利用施設等の管理者は、避難確保計画に基づき、児童生徒、

入院患者、従業員、施設利用者等を迅速かつ安全に誘導します。 

第３ 早期避難所の設置 避難所対策班、総務部、市民安全部、教育部、配備職員 

市は、水害等に備え、今後の降雨予測等の防災気象情報等をもとに、市内８箇所に早期

避難所を開設します。 

早期避難所は、原則として早期における一時的な避難者の受入れを行うことを目的とし、

災害の状況により避難生活が長期化する場合または長期化するおそれがある場合は、公立

小・中学校避難所または２次避難所へ避難者を誘導します。 

また、早期避難所へは配備職員を配置し避難者の受入れ業務に従事します。 

１ 早期避難所の開設 

(1) 早期避難所 

名称 所在地 名称 所在地 

市役所 茅ヶ崎 1-1-1 南湖公民館 南湖 6-15-1 

小和田公民館 美住町 6-20 香川公民館 香川 1-11-1 

鶴嶺公民館 萩園 2028-55 小出支所 芹沢 888 

松林公民館 室田 1-3-2 萩園ケアセンター 萩園 1215-4 

※その他災害の状況により必要に応じ次の施設を早期避難所として開設します。 

ア 公立小・中学校のうち指定する学校 

イ 協定等による協力施設または企業等 

ウ その他市長が必要と認める場所 
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(2) 避難所収容対象者 

ア 避難行動要支援者や避難行動に時間を要し早期避難が必要な者 

イ 住家が被害を受けるおそれがある者 

(3) 避難所の開設 

避難所の開設は、原則として施設管理者及び指示された配備職員が従事します。開設

においては、施設及び設備の安全確認、電気、電話、無線等の使用確認を行い、テレビ

ラジオ等での情報収集に努めます。 

また、避難者の受入れにあたっては、避難者名簿を作成し、配備職員、施設管理者、

自主防災組織等が協力して行います。 

配備職員は、参集状況について災害対策本部または防災対策課へ報告します。 

(4) 情報収集 

避難所の業務に従事する職員は、施設周辺の被害状況の把握に努めるものとし、避難

者等からの聞き取り等、積極的な情報収集に努めます。 

２ 早期避難所の運営 

(1) 早期避難所の開設状況に係る報告内容 

配備職員は、早期避難所の開設状況を、電話または無線等を使用し災害対策本部また

は防災対策課へ報告します。 

ア 早期避難所名及び発信職員氏名 

イ 開設日時 

ウ 収容人員及び世帯数 

エ 必要物資等 

オ 負傷者、傷病者、避難行動要支援者等の情報 

カ 周辺の被災状況 

キ その他早期避難所の開設等に必要な情報 

(2) 避難所の状況報告 

配備職員は自身が知り得る状況や、避難者から得た被災状況を端的にとりまとめ、早

期対応が必要な重要情報については、逐次災害対策本部または防災対策課へ報告し、そ

れ以外の情報については、定時報告を行います。 

ア 定時報告 

配備職員は、定期的に避難所の状況を災害対策本部へ報告します。 

(ｱ) 避難者数 

(ｲ) 避難行動要支援者数及び避難所での対応可否状況 

(ｳ) 最優先必要物資等の状況 

(ｴ) 収容可能場所と避難者見積等の状況 

(ｵ) 避難所の対応状況 

(ｶ) 在宅避難者や避難所外避難者等の状況 

   イ 臨時報告 

     配備職員は、必要に応じ災害対策本部または防災対策課に臨時報告を行います。 

(ｱ) 避難所施設に被害が生じた場合 

(ｲ) 避難所運営に困難が生じた場合 

(ｳ) 周辺状況等により避難所に被害が発生するおそれがある場合 

(ｴ) その他定時報告以外の緊急を要する報告 

(3) 給食・救援物資等の配布 

早期避難所においては、自主防災組織等と連携し、供給方針を定め、必要に応じ飲料

水、食料及び生活必需物資等を避難者に対し供給します。 

(4) 早期避難所における情報提供・安否確認 

早期避難所においては、災害対策本部または防災対策課から知り得た市域の被災状況

や他の避難所の状況、周辺の被災状況やライフラインの復旧情報等の被災情報を提供し

ます。 



風水害対策計画 

第５章 災害時の応急対策活動 

第４節 避難対策 

 

129 

第４ 避難所の設置 総括・情報班、避難所対策班、教育部、配備職員、自主防災組織 

市は、災害発生時には、公立小・中学校を避難所として開設し、被災者の受け入れを行

います。避難所においては、避難生活に必要な食料・救援物資等の配布及び災害情報等の

提供を行いますが、災害の状況によっては公的支援が迅速に行き届かないことも想定され

ます。そのため、避難者自身が７日分以上の飲料水、食料及び生活必需物資等を持参する

ことが望まれます。 

 １ 避難所の開設 

(1) 避難所 

ア 避難所は公立小・中学校３２校とし、災害の状況、規模等に応じて指定した避難所

を開設します。 

イ 公立小・中学校のみで避難者の収容が困難なときは、２次避難所等を開設します。 

(ｱ) 避難所として受け入れが可能な公共施設 

(ｲ) 県立高等学校及び養護学校 

(ｳ) 協定を締結している私立学校 

(ｴ) 協定を締結している企業等 

(ｵ) 協定を締結している社会福祉施設 

(2) 避難所収容対象者 

ア 住家が被害を受け、居住の場所を失った者 

イ 住家が被害を受けるおそれのある者 

ウ その他住家での生活が困難な者 

(3) 避難所の開設 

避難所の開設は、自主防災組織、配備職員、学校職員等が協力して行い、避難者の受

け入れにおいては、避難者名簿を作成します。 

また、配備職員は、避難所の開設について災害対策本部または防災対策課へ報告しま

す。 

ア 施設の被害状況 

イ 自主防災組織、配備職員及び学校職員等の参集状況 

ウ その他避難所の開設に関する状況 

２ 避難所の運営 

(1) 避難所運営委員会 

避難所においては、その運営を円滑に行うための避難所運営委員会を立ち上げます。

なお、避難所運営委員会は、自主防災組織や避難者を中心に構成し、配備職員や学校職

員等はその運営を補佐します。 

避難所運営委員会は、避難所及び避難所内における混乱の防止、秩序保持、避難者の

収容及び救援対策が安全かつ適切に行われるよう努めます。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

副委員長 

副委員長 

委

員

長 

班長 

班長 

班長 

班長 

班長 

班長 

班長 

班長 

総務班 

物資分配班 

要配慮者支援班 

給食給水班 

救護班 

名簿総括班 

環境衛生班 

情報広報班 

【避難所運営委員会組織体制例】 
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※この組織表は、体制の例を示すもので、避難所の状況や地域の特性、または時期的状況

の中で必要な班のみで構成することや新たな班を設置することもあります。 

(2) 避難所の開設状況に係る報告内容 

配備職員は、避難所の開設状況を、電話または無線等を使用して災害対策本部に報告

します。 

    ア 避難所名及び発信職員氏名 

    イ 開設日時 

    ウ 収容人員及び世帯数 

    エ 必要物資等 

    オ 負傷者、傷病者、避難行動要支援者等の情報 

    カ 周辺の被災状況 

    キ その他避難所の開設等に必要な情報 

(3) 避難所の状況報告 

配備職員は自身が知り得る状況や、避難者から得た被災状況を端的にとりまとめ、早

期対応が必要な重要情報については、逐次災害対策本部または防災対策課へ報告し、そ

れ以外の情報については、定時報告を行います。 

   ア 定時報告 

配備職員は、定期的に避難所の状況を災害対策本部または防災対策課へ報告します。 

(ｱ) 避難者数 

(ｲ) 避難行動要支援者数及び避難所での対応可否状況 

(ｳ) 最優先必要物資等の状況 

(ｴ) 収容可能場所と避難者見積等の状況 

(ｵ) 避難所の対応状況 

(ｶ) 在宅避難者や避難所外避難者等の状況 

   イ 臨時報告 

     配備職員は、必要に応じ災害対策本部または防災対策課に臨時報告を行います。 

(ｱ) 避難所施設に被害が生じた場合 

(ｲ) 避難所運営に困難が生じた場合 

(ｳ) 周辺状況等により避難所に被害が発生するおそれがある場合 

(ｴ) その他定時報告以外の緊急を要する報告 

(4) 給食・救援物資等の配布 

避難所においては、自主防災組織等と連携し、供給方針を定め、必要に応じ飲料水、

食料及び生活必需物資等を市民に対し供給します。 

(5) 避難所における情報提供・安否確認 

避難所においては、災害対策本部または防災対策課から知り得た市域の被災状況や他

の避難所の状況、周辺の被災状況やライフラインの復旧情報等の被災情報を提供し、被

災した家族や離ればなれになった家族の安否を確認するための情報提供を実施します。 

(6) 避難所における衛生措置 

避難所における衛生措置は、集団生活を送る上で重要な課題となります。 

仮設トイレの設置場所やその処理方法、ごみ集積場所の整備等の衛生管理、避難者の

栄養指導や感染症予防等の健康管理等が必要です。 

避難者の生活環境に注意を払い、避難所生活を良好なものとするよう、避難所運営委

員会を中心にその対応を定めます。 

(7) 避難所におけるペット対応 

市は、ペットの放浪・逸走、動物由来感染症の防止、被災者の心のケア、動物愛護の

観点からペットの同行避難を推進します。ペットの世話やペットフードの確保、飼養場

所の管理等、同行避難されたペットの飼養管理は飼い主が行うことを原則とし、市は、

獣医師会及び動物愛護推進員等と連携し、避難所での飼養に必要な支援を行います。 

避難所運営委員会は、動物に対するアレルギーや衛生面の問題等を踏まえ、できる限
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りペットと避難者の「住み分け」を行うこととし、ペットと人との動線を分離すること

で接点をできる限り最小限とするとともに、避難所の近隣住民の生活環境にも配慮しペ

ットの飼養場所を確保します。 

（ペットの飼養場所の確保方法の例） 

○倉庫の利用  ○遊具を利用した係留  ○テントやプレハブの設置  

○ブルーシートを張ったサッカーゴールの利用  ○屋根や壁のある渡り廊下 

３ 避難所運営に対する災害対策本部の措置 

市は、災害対策本部の統括調整部に避難所対策班を設置し、災害状況に応じた避難所対

策を講じます。 

(1) 避難所の状況把握 

市は、避難所の開設状況や避難者数、最優先必要物資数等の積極的な状況把握に努め、

必要な措置を講じます。 

(2) 周辺の状況把握 

市は、配備職員からの状況報告を基に、避難所周辺の被災状況や在宅避難者、避難所

外避難者等を把握します。 

(3) 避難所の移動・閉鎖 

避難所周辺で大規模な延焼火災が発生した場合等においては、避難所を閉鎖し他の避

難所へ避難者の移動を行う必要があります。 

市は、正確な情報分析を行った上で、必要に応じて避難所の移動措置を講じます。 

ア 事前情報の提供 

市は、避難所周辺で延焼火災が発生した場合等は、その状況分析に努め、避難所へ

情報提供を行うとともに、移動の可能性について説明します。 

イ 避難所の移動措置の検討 

市は、新たな避難先を検証するとともに、安全な避難を確保できる道路の選定等を

行います。 

ウ 避難所の移動・閉鎖 

配備職員は、自主防災組織や避難者等の協力により誘導員を配置し、避難所の移動

を行います。 

また、避難所を移動し閉鎖する場合には、その情報を張り出すとともに、自主防災

組織と連携し、周辺への情報提供に努めます。 

市は、延焼火災の状況や避難所の閉鎖について、防災行政用無線等により市民に対

し、必要情報の提供を実施します。 

(4) その他避難所の運営に関する措置 

市は、避難所の応急対策に関する事項及び当面の対策等について措置案を検討します。 

４ 学校教育の再開に向けた避難所運営 

学校は、児童、生徒が教育を受ける場であるとともに、被災した子供たちの安心感の回

復やこころのケアの支援等を行う場でもあります。 

よって、市は、避難所として学校施設を使用する場合、学校教育の早期再開を視野に入

れた避難スペースの提供を行い、避難所との共存を含めた措置を講じます。 

大規模災害等により多数の避難者を受け入れるため、多くの教室等を避難スペースとし

て使用する場合においても、段階を踏んで１日でも早く学校教育を再開できるよう、避難

所生活を送る避難者の相互理解のもと、避難所運営委員会を中心に学校教育の早期再開に

向けた避難所運営を実施します。 

第５ 指定避難所以外の公共施設の措置 避難所対策班、施設管理者 

早期避難所や避難所（公立小・中学校）以外の公共施設（青少年会館・図書館等）では、

施設や来館者等の安全確保、負傷者への適切な処置、安全な場所または避難所への誘導を

行います。 

また、災害対策本部の指示に基づき、市内の被害情報や警報等の情報の伝達及び避難所

の案内（開設場所、経路等）を行うとともに、施設及び施設周辺の被害状況をとりまとめ、
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災害対策本部へ報告します。 

なお、災害等の状況により、一時的な避難の受け入れを図る時は、近隣の避難所と連携

し、地域や施設の特性に応じた避難対策を講じる等、必要な措置を行います。 

 

第６ 他市町村への避難 総括・情報班 

   市長は、市域で発生した災害から住民の生命もしくは身体を災害から保護し、または住
居の場所を確保することが困難な場合において、住民を県内の他市町村へ一時的に滞在さ
せる必要があると認めるときは、災害対策基本法第８６条の８第１項に基づき、当該住民
の受け入れについて他市町村の市町村長に協議します。 

   市長は、他市町村への一時的な避難について協議しようとするときは、災害対策基本法
第８６条の８第２項に基づき、その旨を県知事に報告します。ただし、事前の報告が困難
な場合は、協議開始の後、遅滞なく、報告することとします。 

 

第７ 要配慮者及び避難行動要支援者支援対策 要配慮者対策班、文化生涯学習部、福祉部、

こども育成部、保健所部 

災害時における要配慮者及び避難行動要支援者支援対策については、自治会、自主防災

組織、民生委員児童委員、地域支援者と連携して実施します。 

また、市は、災害対策本部の統括調整部に要配慮者対策班を設置し、災害状況に応じた

要配慮者及び避難行動要支援者対策を講じます。 

 １ 要配慮者及び避難行動要支援者への対応 

(1) 避難支援等関係者は、避難行動要支援者の安否確認を行い、避難所への移動等の必要

な支援を行います。その際、市は、災害から避難行動要支援者の生命または身体を保護

するために特に必要があるときは、その同意の有無に関わらず、避難支援等の実施に必

要な限度で、避難支援等関係者に避難行動要支援者名簿の情報を提供します。 

 なお、市は避難支援関係者等が地域の実情や災害の状況に応じて、可能な範囲で避難

支援等を行えるよう、避難支援等関係者の安全確保に十分配慮します。 

(2) 市は、要配慮者に対し防災情報及び安全安心情報を確実に伝達するため、について防

災行政用無線、地域情報配信システム、ツイッター、ちがさきメール配信サービス、緊

急速報メール、ｔｖｋデータ文字放送（地上デジタル放送による文字放送）、市ホームペ

ージ、防災ラジオ、広報紙等の多様な媒体をとおして提供するとともに、拡声器や拡大

コピー、ファクシミリ等要配慮者に配慮した手段を活用します。 

 ２ 避難所における要配慮者に対する支援 

(1) 市は、避難所運営委員会を中心に要配慮者に対する支援措置を講じます。 

また、必要に応じて、手話通訳者や、災害ボランティア等を派遣します。 

(2) 市は、避難所での生活が困難な障害者や高齢者等については、福祉避難所に係る協定

を締結している特別養護老人ホーム等の社会福祉施設に施設の被災状況や収容可能人数

を確認の上、障害者や高齢者等の受け入れを依頼します。  

また、福祉避難所が収容能力を超えた場合、または対応が困難な要配慮者については、

県に対し、必要な措置を要請します。 

３ 在宅の障害者や高齢者等に対する支援 

(1) 市は、自治会、自主防災組織、民生委員児童委員、地域支援者と連携し、各種の福祉

相談に応じ情報提供を行います。 

(2) 市は、被災した要配慮者の在宅生活を支援するため、民間の介護サービス事業所と連

携し、福祉サービスを遅滞なく再開するよう働きかけます。 

(3) 市は、在宅福祉サービスの実施が困難な場合には、県に対し、必要な措置を要請しま

す。 

(4) 市は、在宅の要配慮者に対する救援物資の配布については、自治会、自主防災組織、

民生委員児童委員、地域支援者の協力により実施します。 

 ４ 妊産婦及び乳幼児への配慮  

市は、避難生活を送る妊産婦に対し、安心した避難生活を送れるよう、授乳室の確保や

乳幼児が安心して生活できる空間の確保を行うとともに、保健師による健康相談の実施等、
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妊産婦や乳幼児の健康に配慮した対応を実施します。 

５ 外国人への配慮 

市は、避難生活を送る外国人に対し、多言語表示シート等を活用した避難所運営を実施

し、外国人に対する情報提供に努めるとともに、必要に応じ通訳ボランティアの協力を得

る等、外国人へ配慮した対応を実施します。 

第８ 男女共同参画の視点に配慮した生活環境の確保 避難所対策班、配備職員 

避難所運営委員会においては、委員に女性を配置するよう心がけ、「男女共同参画の視点

からの防災・復興の取組指針」（平成２５年６月、内閣府男女共同参画局）を踏まえ、男女

のニーズの違い等、男女共同参画の視点に配慮し、避難所における生活環境が常に良好な

ものとなるよう避難所を運営します。 

避難所における女性の生活環境を良好に保つための具体的な取組例については次のとお

りです。 

 

＜取組事例＞ 

○運営上の工夫（男女両方の運営組織への参画、委員は女性に配慮し女性の意見を代弁

する等による女性の意見の避難所運営への反映、性別や年齢等による役割の固定化の

防止、多様な主体の意見を踏まえたルールづくり、男女両方の相談員の配置） 

○救援物資の工夫（女性用の物資のニーズの把握、女性による配布） 

○トイレの確保・設置場所の工夫（男女別の設置、ユニバーサルデザイン（男女共用）

のトイレの設置、女性トイレの多めの設置、場所や経路の防犯上の安全性） 

○プライバシーの確保（間仕切りの設置、男女別や一人用の更衣室の設置、洗濯物の干

し場所の確保、避難者の個人情報管理の徹底） 

○妊産婦・母子・乳幼児への配慮（授乳・休息スペースの確保、衛生的な環境の確保、

保健指導、緊急時の対応） 

○防犯対策（トイレ・更衣室等への照明の設置、就寝場所や女性専用スペースのパトロ

ールの実施） 

第９ 在宅避難者、避難所外避難者への対応 避難所対策班、保健所部 

 １ 在宅避難者及び避難所外避難者の把握・支援 

市は、自治会や自主防災組織等の協力を得て、在宅避難者や車中泊等の避難所外避難者

（以下「避難所外避難者等」という。）の避難場所、人数、支援の要否やその内容等の把握

に努めるとともに、飲料水、食料及び生活必需物資等の配布並びに情報等の提供が行える

よう、必要な支援を実施します。 

２ 健康対策 

避難所外避難者等は、自動車やテント等での寝泊まりによって長時間同じ姿勢をとるこ

とが多く、また、トイレ事情の悪さから水分摂取を控える避難者が多いことも影響して、

エコノミー症候群を引き起こしやすくなります。  

市は、保健師等による巡回指導により、適度な水分摂取やこまめなマッサージ等、その

予防方法を避難者に呼びかけると同時に、避難所の収容能力に余裕がある場合は、極力避

難所に誘導します。 

３  市外避難者への対応  

市は、支援内容等を周知するため、市外避難者に対し、避難先及び安否について市に連

絡するよう、ホームページや報道機関等を通じて呼びかけます。また、地域住民や自主防

災組織の協力を得て市外避難者に関する情報を収集し、市外避難者の把握を行います。 

  

第１０ 応急仮設住宅の建設及び住宅の応急修理 被災者生活再建対策班、福祉部、都市部、

建設部 

市及び県は、災害により住居を失った被災者に対する応急仮設住宅の建設及び被害

を受け被災者が自力で修繕できない住宅の日常生活に必要欠くことのできない部分に 
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ついて住宅の応急修理を実施します。 

また、市は、災害対策本部の統括調整部に被災者生活再建対策班を設置し、被災者

生活再建対策を講じます。 

１ 実施機関 

(1) 災害救助法が適用された場合 

同法に基づき県が行います。ただし、被害の程度等により県から委任されたときは、

市が行います。 

(2) 災害救助法が適用されない場合 

同法が適用されない場合は、被災者に対する応急仮設住宅の建設及び住宅の応急修理

は、市が実施します。 

また、市のみで処理不可能な場合は、近隣の市町村及び県、国、その他の機関の応援

を求めて実施します。 

２ 応急仮設住宅必要戸数の把握 

(1) 被害状況の調査 

市は、全壊、全焼、流失等の被災建築物数及び避難者数を調査し、県へ報告します。 

(2) 公営住宅等の活用 

市及び県は、応急仮設住宅として利用可能な公営住宅及び民間賃貸住宅等の戸数を調

査します。 

(3) 応急仮設住宅建設地の確保 

市は、あらかじめ定めた応急仮設住宅建設候補地の被災状況を調査するとともに、そ

の利用状況を確認します。 

また、市は、候補地の災害状況等を勘案し、建設が困難な場合等においては、新たな

建設地を確保します。 

 ３ 応急仮設住宅の提供 

県は、災害救助法が適用され、応急仮設住宅を供給する必要があるときは、市と密接な

連携を取り、同法及び関係団体との協定に基づき実施します。 

４ 応急仮設住宅への入居者募集及び運営管理 

市及び県は、応急仮設住宅への入居者募集を行います。その際、避難行動要支援者優先

の観点から、入居者の優先順位を設定して選考します。 

また、運営管理にあたっては、応急仮設住宅における安心・安全の確保、孤独死や引き

こもり等を防止するためのこころのケア、入居者によるコミュニティの形成に努めるとと

もに、男女共同参画の視点に配慮し、多様な生活者の意見を反映できるよう配慮します。 

５ 公営住宅への一時入居 

市、県及び県住宅供給公社等は、被災者の一時入居のため、それぞれ管理する公営住宅

等の空き家住宅を積極的に活用します。 

 ６ 民間賃貸住宅等の活用 

市及び県は、民間賃貸住宅、企業住宅、保養所等民間所有施設において、避難者の一時

入居のため、その所有者に建物の提供について協力を要請します。 

７ 住宅の応急修理 

市は、県と密接な連携を取り、自らの資力では住宅の応急修理ができない者に対し、居

室、炊事場、トイレ等の日常生活に必要欠くことのできない部分について、修理を行いま

す。  
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第５節 救助・救急 

  

第１ 消防活動 消防部、消防団 

風水害発生時には、浸水、倒木、家屋の損壊、交通事故等により、複合的に被害が発生

することが想定されます。 

市は、災害発生時には、消防機関の消防力を総合的に活用し、災害状況に即応した防御

活動を展開し、被害を軽減するため、茅ヶ崎市消防計画に基づいた消防活動体制を確立し、

消防の人員、資機材を活用する等、その全機能をあげて、市民の生命、身体及び財産を保

護します。 

１ 消防活動の目的 

災害時における消防活動は「人命の安全確保」を目的とし、防災機関との密接な連携を

図り、応急対策活動を実施します。 

(1) 救助活動 

人命救助を最優先とし、救命措置を必要とする重傷者を優先します。 

(2) 救急活動 

災害の規模や状況により、トリアージを実施し、緊急度、重要度の高い傷病者を優

先的に処置及び搬送します。 

   ２ 配備体制 

    災害時の配備体制は、茅ヶ崎市消防計画に基づき実施します。 

(1) 災害時の配備体制 

消防職員は、災害が発生した場合、茅ヶ崎市消防計画に基づく配備体制を整え直ちに

活動を開始します。 

(2) 非常参集 

消防職員は、茅ヶ崎市消防計画に基づき、直ちに所定の場所に参集します。 

３ 活動体制 

(1) 消防部隊の措置 

ア 出動体制の確立 

消防部は、災害の区分により、車両、資機材を点検し、出動に備えます。 

イ 消防部隊の編成等 

消防部は、消防隊、救急隊、救助隊等の編成を順次行います。 

ウ 通信連絡体制の確立 

消防隊、救急隊、救助隊等は、通信指令室の指示により通信設備の機能試験を行

い、通信連絡体制の確立にあたります。 

(2) 消防団の措置 

茅ヶ崎市消防計画第１０章「風水害警備計画」に基づき、消防団長及び副団長は参

集し、必要に応じ団員の非常招集を行うとともに、災害対応を実施します。 

    ４ 情報の収集 

情報収集は、有線電話の途絶、無線施設の障害、無線統制等により極度に制限され

ることが想定されるため、防災関係機関と密接な連携を保つとともに、あらゆる情報媒

体を活用して火災及びその他の災害に関し的確な情報収集に努めます。 

５ 二次災害の防止 

   災害発生現場における再被害または救助・救急活動中の二次災害の防止に努めます。 

第２ 各主体における役割 総括・情報班、消防部、消防団、自衛隊、自主防災組織 

１ 市 

(1) 市は、事前に定めた消防計画等に基づき、救助・救急を優先して実施します。 

(2) 市は、被害状況を把握しながら被害の拡大防止を主眼に、自主防災組織及び医療

関係団体と連携して救助・救急を行います。 
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(3) 市は、災害発生時に傷病者の緊急度や重傷度に応じた適切な処置や搬送を行うため、

傷病者の治療優先順位を決定します。 

(4) 市は、消防相互応援協定等に基づき、他市町長に、消防活動の応援要請をするととも

に、県災害対策本部に応援要請を行います。さらに、応援部隊の配置を迅速かつ円滑に

実施し、被害の軽減に努めます。 

(5) 市は、自衛隊や緊急消防援助隊、その他応援機関と連携した消防活動を実施します。 

 ２ 消防団 

消防団は、地域防災の中核として、自主防災組織と連携し、発災直後の被災者の救出・

救護を行うとともに、常備消防に協力し、各種消防活動を行います。 

３ 市民・自主防災組織 

(1) 市民は、まず自身及び家族の身を守ることに最大限努めます。 

(2) 市民及び自主防災組織は、消防活動を実施する各機関に協力します。 

 ４ 企業等の自衛消防隊 

企業等の自衛消防隊は、企業等内での消防活動を行うとともに、可能な限り消防活動を

実施する各機関及び自主防災組織に協力し、地域との連携を図ります。 

第３ 要救助者の捜索 消防部、消防団 

市は、要救助者の捜索に関しては、自衛隊、警察及び防災関係機関の協力のもと、救出

区域の分担や情報の共有化を図り、効果的な活動を行います。なお、要救助者の捜索にお

いて、遺体を発見したときには、警察に引き渡します。 

第４ 惨事ストレス対策 消防部、消防団、自衛隊 

消防活動等を実施する各機関は、職員等の惨事ストレス対策の実施に努めます。 

また、市は必要に応じて、県を通じて消防庁等に精神科医等の専門家の派遣を要請する

ものとします。 
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第６節 医療救護・保健活動 

  

第１ 市立病院の活動 市立病院部 

市立病院は、災害拠点病院として、災害時における地域医療の中核的役割を果たし、県

保健医療調整本部や医療機関、医療救護所と連携し、的確な医療救護活動を実施します。 

 １ 医療救護活動 

(1) 市立病院は、備蓄医薬品、医療資機材等を活用し、医療救護班と連携し、地域におけ

る医療救護活動に努めます。 

(2) 市立病院は、市内の救急告示病院やその他医療機関と連携し、地域における医療救護

活動に努めます。 

(3) 市立病院は、県保健医療調整本部と連携し、被災地内での医療救護活動を実施するほ

か、ＤＭＡＴの派遣受援体制の整備や、重傷病者の広域医療搬送等の広域的な連携によ

る柔軟な医療救護活動を実施します。 

 ２ ライフライン機能の応急復旧 

市は、市立病院の水道施設が被災した場合、優先的な給水活動を行います。 

また、電力等その他ライフライン機能における復旧について、優先的な復旧措置を講じ

ます。 

第２ 医療救護活動 総括・情報班、保健医療対策班、保健所部、消防部、市保健師（保健

師班、医療関係団体、市内救急告示病院、薬品会社 

市は、災害時における被災者の医療及び助産に必要な救護の確保を図るため、次の体制

により、医療救護活動を実施します。 

 １ 医療救護活動体制 

(1) 保健医療対策班 

災害状況に応じて、医療救護所開設場所の選定や、医療関係団体への要員の派遣要請

を実施します。また、市内の医療機関の被災状況、診療状況を把握し、被災者や医療機

関、医療救護所に情報提供するとともに、医療機関や医療救護所の医療救護活動を支援

します。 

また、市の医療救護班のみでは、医療救護活動の実施が困難であると市長が判断した

ときは、県知事に対して県医療救護班の派遣要請を行います。 

また、市のみでは、医療救護活動の実施が困難であると市長が判断したときは、県知

事に対し、茅ヶ崎市・寒川町災害医療対策会議を通じて、保健医療活動チームの派遣要

請を行います。 

(2) 医療救護班 

市は、大規模災害が発生した場合、医療救護班を必要に応じて編成し、医療救護所へ

派遣します。 

医療救護班は、保健医療対策班の指揮のもと、医療救護活動を実施します。 
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【医療救護体制】 

 
 

２ 医療救護活動の方針 

(1) 発災直後の応急医療 

市は、医療関係団体の協力のもと対処します。 

(2) 応急医療後の対処 

応急医療は、医療機関の稼働状況や避難所における医療救護ニーズの状況に応じて、

規模の縮小または中止をするものとします。なお、地域や医療救護所の状況等に応じ、

医療救護活動を徐々に保健活動へシフトし、被災者の健康管理や内科的・精神的フォロ

ーを中心に活動を継続します。 

３ 医療救護所における活動 

(1) 医療救護班活動 

医療救護班は、医療関係団体、ボランティア等と連携し、医療救護所において、迅速

かつ的確な医療救護活動を実施するとともに、医療関係団体や広域応援部隊等の協力の

もと、後方医療機関による重傷病者の収容、医薬品等の調達を実施します。 

(2) 医療関係団体の活動 

医療関係団体は、市から協力要請を受け、その必要を認めたときは、医療救護班に要

員を派遣し、医療救護活動を実施します。 

(3) 業務内容 

ア トリアージによる治療優先順位の決定 

イ 傷病者に対する応急処置 

ウ 後方医療機関への搬送の要否及び搬送順位の決定 

エ 助産の支援（助産施設の確保、調整） 

オ 医師による死亡の確認 

カ 避難所等における保健活動への協力 

 ４ 医薬品等の確保 

使用する医薬品等は、市が備蓄する医薬品等及び協定を締結している薬品会社から調達

するもののほか、医療関係団体が持参したものとします。ただし、不足が生じるときは、

県及び医療関係機関に応援を要請します。 
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(1) 医薬品等の搬送 

医薬品等の搬送は、総括情報班に手配を依頼します。 

(2) 血液の確保 

医療機関から要請があった場合、市は、必要な措置を講じます。 

５ 後方医療機関等への搬送及び収容対応 

医療救護班は、医療救護を受けた者または助産が必要な者のうち、収容する必要がある

者を救急病院等の後方医療機関に搬送する手配をします。 

(1) 重傷病者の搬送 

ア 搬送の方法 

重傷病者の後方医療機関等への搬送は、原則として消防部が行います。ただし、消

防部の搬送が困難なときは、保健医療対策班がその対策を講じます。 

イ 消防部による救助・救急 

消防部は、大規模災害等により多数の傷病者が発生したときは、救助・救急業務を

効果的に実施します。 

(2) 妊産婦等の搬送 

医療救護班は、助産への対応要請があった場合は、保健医療対策班と連携し、妊産婦

や新生児の状況に応じて、市内の受入れ可能な助産施設や中核病院である市立病院、基

幹病院である東海大学医学部附属病院に搬送する手配をします。 

６ 助産活動の支援 

医療救護班は、助産への対応要請があった場合は、保健医療対策班及び医療救護本部と

連携し、妊産婦や新生児の状況に応じて、市内の受け入れ可能な助産施設や協力機関であ

る市立病院、基幹病院である東海大学病院に搬送する手配をします。 

第３ ＤＭＡＴとの連携 保健医療対策班、消防部、保健所部、市立病院部 

市長は、災害発生により多数の負傷者が発生し、現場での医療救護活動や市立病院への

支援が必要と判断したときは、速やかに「茅ヶ崎市ＤＭＡＴ派遣要請マニュアル」に従い、

県知事に対してＤＭＡＴの派遣を要請し、その活動の支援及び連携した活動を行います。 

なお、ＤＭＡＴの派遣要請は原則として文書で行うものとされていますが、緊急を要す

る場合は電話等で要請し、事後速やかに所定の手続きを行います。 

また、必要と認められるときは、消防部より派遣要請を行うこともできます。 

 １ ＤＭＡＴとは 

大規模な災害が発生したときに、被災地へ迅速に駆けつけ、救急治療を行うための専門

的な訓練を受けた災害派遣医療チーム 

（ＤＭＡＴ,Disaster Medical Assistance Team） 

 ２ ＤＭＡＴの活動 

   消防部及び市立病院は、ＤＭＡＴと連携し、被災地内において救護活動を実施します。 

(1) 現場活動 

災害現場でのトリアージ、緊急治療等 

(2) 域内搬送 

被災地内での患者搬送及び搬送中の診療等 

(3) 病院支援 

災害拠点病院（市立病院）でのトリアージ、診療等 

(4) 広域医療搬送 

被災地内での対応が困難な重症患者の被災地外への搬送のためのトリアージ及び搬送

中の診療等及び広域搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）での活動 

 ３ ＤＭＡＴ調整本部 

ＤＭＡＴ調整本部は、大規模災害発生直後から急性期までの間、県医療救護本部長の指

揮下で、県内で活動する全てのＤＭＡＴ等を統括します。 

 ４ ＤＭＡＴ活動拠点本部 

(1) ＤＭＡＴ調整本部は、必要に応じて、災害拠点病院等から適当な場所を選定し、必要

に応じて複数箇所、ＤＭＡＴ活動拠点本部を設置します。 



風水害対策計画 

第５章 災害時の応急対策活動 

第６節 医療救護・保健活動 
 

140 

(2) ＤＭＡＴ活動拠点本部は、必要に応じて、ＤＭＡＴが活動する病院にＤＭＡＴ病院支

援指揮所を、ＤＭＡＴが活動する災害現場等にＤＭＡＴ現場活動指揮所をそれぞれ設置

します。 

(3) ＤＭＡＴ病院支援指揮所及びＤＭＡＴ現場活動指揮所は、ＤＭＡＴ活動拠点本部の指

揮の下、当該ＤＭＡＴ活動拠点本部の業務の一部を行います。 

第４ 保健師による災害時の活動 市保健師（保健師班 

１ 医療救護活動 

   災害発生直後における応急医療を、医療関係団体等と連携し実施します。 

(1) 医療救護活動 

ア 医師が実施するトリアージの補助 

イ 医師の指示に基づいた傷病者への応急救護 

ウ 医療救護所内の環境整備と連絡調整 

 ２ 保健活動 

被災者の健康管理や精神的フォローを中心とした活動を実施します。 

   また、要配慮者に対しては、対象者の状況に応じ、十分配慮した活動を実施します。 

(1) 避難所支援活動 

ア 避難者の健康相談及び健康管理 

イ 避難者の処遇調整（福祉避難所等） 

ウ 避難所での医療活動についての現場調整 

エ 避難所の衛生状態の確認及び環境整備  

オ 公衆衛生についての普及・啓発（食中毒、感染症等） 

カ 運動不足や閉じこもりを防ぐための集団健康教育 

(2) 在宅支援活動 

ア 訪問による健康相談及び健康管理 

イ 在宅者への医療活動の現場調整 

ウ 在宅生活の衛生状態の確認及び環境調整 

エ 公衆衛生についての普及・啓発（食中毒、感染症等） 

オ 運動不足や閉じこもりを防ぐための健康教育 

(3) 支援者支援活動 

ア 被災者を支援する住民や職員の健康相談・助言及び健康管理 

イ 避難所管理責任者に対する支援者健康管理についての情報提供 
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第７節 帰宅困難者対策 

  

第１ 帰宅困難者の発生の抑制 災害時広報対策班、施設管理者 

１ 基本原則の周知 

市は、帰宅困難者の行動の基本原則である、「むやみに移動を開始しない」ことを、報道

機関等の協力を得て、周知します。 

 ２ 帰宅困難者への必要な情報の提供 

市及び防災関係機関は、帰宅困難者に冷静な行動をとってもらうため、必要な情報提供

等に努めます。 

 ３ 生徒、学生及び従業員等の一時収容 

高等学校、大学、専門学校及び企業等は、災害発生時に交通機関の停止により帰宅が困

難な生徒、学生及び従業員等を、施設等に一定期間収容するほか、訪問者・利用者に対し

ても同様の対応を行うよう努めます。 

第２ 帰宅困難者への支援 避難所対策班、茅ケ崎警察署、東日本旅客鉄道(株)横浜支社 

１ 一時滞在施設・避難場所の提供 

市は、災害発生により帰宅の手段を失い、駅周辺、市街地、観光施設等に滞留している

帰宅困難者に対し、一時滞在施設及び避難場所（駅周辺公共施設及び避難所）を提供しま

す。 

 ２ 避難誘導及び治安維持等 

(1) 市は、周辺の土地に不案内な観光客等に的確な行動を促すため、十分な情報提供を行

います。 

(2) 駅構内の滞留旅客については、東日本旅客鉄道(株)横浜支社が警察と連携し避難誘導

を行います。 

(3) 市は、駅構外の帰宅困難者の避難誘導について、警察、防災関係機関や企業等と連携

して行います。 

(4) 警察は治安の維持を確保し、市等と連携し、交通安全の確保に努めます。 

 ３ 帰宅困難者の把握 

市は、一時滞在施設及び避難場所に避難した帰宅困難者数の把握に努め、警察、東日本

旅客鉄道(株)横浜支社と十分連携を図ります。 

 ４ 一時滞在施設における措置 

   一時滞在施設は、市と連携し、帰宅困難者に対し、次の措置をとります。 

(1) 市への報告（施設の開設、収容者数、必要支援物資数、対応状況等） 

(2) 支援物資等の配布 

(3) 交通機関の運行状況の把握及び周知 

(4) 周辺道路等の被害状況の周知 

(5) 代替交通機関等の情報 

(6) 女性専用スペース等の確保 

(7) その他必要な措置 

 ５ 一時滞在施設に対する市の措置 

   市は、一時滞在施設に対し、次の措置をとります。 

(1) 一時滞在施設への各種情報提供 

(2) 必要支援物資の提供 

(3) 受け入れ困難な者に対する避難所等の後方支援での受け入れ 

(4) その他必要な措置 

第３ 保護者が帰宅困難となった場合の園児、児童、生徒の保護 避難所対策班、施設管理            

  者 

保育園、幼稚園、学校等は、保護者が帰宅困難となり、園児、児童、生徒を引き取るこ
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とが困難な場合においては、原則として保護者への引き渡しを行うまでの間、園児、児童、

生徒の保護に努めるとともに、必要に応じ、近隣の避難所と連携を図ります。 

第４ 県への報告 避難所対策班、広域連携班 

災害対策本部は、帰宅困難者の避難状況について、県へ報告するとともに、必要に応じ

て、協力を要請します。 

第５ 帰宅困難者の搬送 避難所対策班、都市部、東日本旅客鉄道(株)横浜支社、神奈川中

央交通(株) 

市は、帰宅困難者が、自己の居住する地域へ速やかに帰宅ができるよう支援対策を講じ、

神奈川中央交通(株)や東日本旅客鉄道(株)横浜支社と協力・連携し、帰宅困難者の搬送等

について代替交通手段の確保等、必要な措置を検討します。 

なお、その場合の搬送対象者は、原則として避難行動要支援者または自力での徒歩帰宅

が困難な者とします。  
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第８節 保健衛生、防疫、遺体の取扱いに関する活動 

  

第１ 保健衛生・防疫活動 保健医療対策班、衛生・災害廃棄物対策班、保健所部、市保健

師（保健師班） 

１ 保健衛生 

(1) 予防対策 

市は、避難所での健康管理等のルール作りを行い、保健師の指導のもと、手洗い・う

がい等の予防対策を実施し、消毒の徹底を図ります。 

(2) 健康管理 

市は、生活環境の激変に伴い多くの被災者が心身の健康に不調をきたすことが考えら

れることから、必要に応じ健康相談等を行い、エコノミークラス症候群等への対応を周

知します。 

(3) 衛生管理 

市は、避難所の生活環境を確保するため、必要に応じて仮設トイレを早期に設置する

とともに、衛生状態保持のため、清掃、し尿処理、生活ごみの収集処理等について必要

な措置を講じます。 

また、入浴可能な公衆浴場等についての情報提供に努めます。 

(4) こころのケア 

市及び県は、災害による児童、高齢者等をはじめとした被災者の急性ストレス障害や

ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）等の「心の傷」をケアするために精神科医や福祉

関係者等の協力を得て必要な措置を講じます。 

また、被災者のみならず、災害救援スタッフのメンタルヘルスの維持に努めます。 

(5) 県の支援 

県は、広域的立場から、市の対策に対して必要な助言を行うとともに、その実施につ

いて支援します。 

２ 防疫対策 

災害に伴う家屋及びその周辺の清掃は、各個人が行うことを原則とし、市は、被災地域

の状況に応じて、的確な指導あるいは指示を行います。 

また、市は、災害時における感染症の発生を防止するため、県及び防災関係機関と密接

な連携のもと、対策方針を定め、防疫対策を実施します。 

(1) 防疫活動 

市は、被災地域における次の防疫活動を行います。なお、必要に応じ民間委託業者等

に依頼します。 

ア  被災地域の家屋周辺の清掃や防疫方法についての指導または指示 

イ  被災者及び自主防災組織等に対する薬剤等の配布 

ウ  被災地域の避難所等の消毒及びねずみ族、昆虫等の駆除 

エ  被災地域の状況により家庭ごみ等の集積場所及び仮設トイレの消毒 

オ  浸水箇所等の消毒 

(2) 防疫用薬剤の確保 

市は、協定を締結している薬品会社へ要請し、防疫用薬剤を調達します。 

３ 感染症対策 

(1) 感染症患者の治療 

県は、一類感染症（ペスト等）及び二類感染症（急性灰白髄炎等）またはインフルエ

ンザ等のまん延を防止するため必要があると認められるときは、当該患者を感染症指定

医療機関等に入院させるべきことを勧告等するとともに、患者を医療機関に移送します。

また、三類感染症（コレラ、細菌性赤痢等）のまん延を防止するために必要があるとき

は、当該患者及び無症状病原体保有者に対し、医師の健康診断の受診について勧告等を

実施します。 
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(2) 予防接種の実施 

市は、県の指示に従い予防接種法第6 条第1 項の規定による臨時の予防接種を実施す

る場合は、ワクチンの確保や接種体制の確立等を迅速に行い、時機を失しないように措

置します。 

４ 死亡小動物の収集処理及び逸走または負傷している犬猫等の保護収容 

(1) 死亡小動物の収集・処理 

災害によって死亡した小動物については、飼い主が責任をもって処理することを原則

とします。ただし、飼い主が不明なもの、または防疫上緊急を要するもので、飼い主が

自己処理できないものについては、市が行います。 

(2) 逸走または負傷している犬猫等の保護収容 

市は、被災により逸走または負傷している犬猫等について、「神奈川県仮設動物救護

センター」が開設されるまでの期間、「災害時における動物救護活動に関する協定」に

基づき、茅ヶ崎寒川獣医師会に治療や保護収容等を要請します。 

また、保護収容した犬猫等については、避難所と連携し、飼い主等へ情報提供を実施

します。 

第２ ごみ及びし尿等の処理 衛生・災害廃棄物対策班、環境部 

県及び市は連携してごみ処理施設及びし尿処理施設の被災状況を把握するとともに、し

尿収集対象者やごみの発生量を推計し、応急体制の確保を図り、適切な収集・処理に努め

ます。 

 １ ごみ処理施設、し尿処理施設の被災状況の把握 

市は、災害発生後速やかにごみ処理施設の被災状況を把握し、県へ報告を行います。ま

た、し尿処理施設については、寒川町と連携し、被災状況の把握に努めます。 

 ２ し尿処理施設の管理等 

施設破損や停電、給排水設備、脱臭設備損傷等により、し尿処理が不能な場合、直ちに

損傷程度を確認し、修繕手配等は寒川町が実施します。 

また、市は、施設の復旧作業中は、し尿の施設での保管が可能かどうか判断し、不可能

な場合は近隣施設、他市町村へ搬入及び処理について協力を要請します。 

 ３ し尿及びごみ処理 

(1) 市は、被災状況から、し尿収集量やごみの発生量を推計し、通常時のし尿やごみの収

集・処理体制に基づき、収集体制の確保を図ります。 

(2) 市は、し尿やごみの収集・処理業務の増大により、収集車両や人員、処理施設の能力

が不足する場合、処理施設が倒壊または稼働不能な場合等は、県への支援を要請します。 

 ４ 資源物の分別 

市は、環境を考慮した分別回収を実施するとともに、速やかに資源物の受け入れが図れ

るよう、寒川広域リサイクルセンターへの搬入について寒川町と連携した対応を図ります。 

第３ 行方不明者の捜索及び遺体の取扱い 衛生・災害廃棄物対策班、総務部、保健所部、

消防部、茅ケ崎警察署、茅ヶ崎歯科医師会 

１ 行方不明者の捜索 

市は、災害状況や市民からの安否情報等を警察に提供し、また、警察、消防、自衛隊等

の実施する行方不明者の捜索に関する情報をとりまとめる等、警察及び防災関係機関と連

携した行方不明者の把握に努めます。 

２ 遺体の取扱い方法 

(1) 実施機関 

市は、災害時における遺体の収容、埋火葬を関係機関の協力を得て市が行います（災

害救助法が適用され県の委任を受けた場合も同様）。 

(2) 広報 

市は、災害現場から遺体を発見した者が直ちに警察へ通報するよう、広報を徹底しま

す。 
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(3) 通報 

災害現場から遺体を発見した者は直ちに警察へ通報します。 

(4) 遺体の収容 

ア 市は、施設の応急危険度判定に基づき、警察と協議し、関係機関の協力を得て迅速

かつ適切に遺体収容施設を選定し、開設します。 

なお、多数の遺体を収容する必要のある地域等がある場合は、地域の公共施設等を

臨時の遺体収容施設として開設することを検討します。 

イ 市は、遺体収容施設開設後、収容受付等を行います。その際、遺体を搬送した者の

氏名、住所、発見した場所、遺体の氏名・住所等を必ず聴取し、確実に警察が行う遺

体の検視等の業務へと引き継ぎます。 

(5) 検視等 

遺体の検視等は、警察が行います。 

(6) 検案 

ア 遺体の検案は、警察協力医、県医療救護班または応援協力により出動した医師等が

行います。 

イ 遺体検案後、市は必要に応じ遺体の洗浄、縫合、消毒等の処置を医師等の指導・協

力のもと行います。 

(7) 身元確認、身元引受人の発見 

市は、警察、歯科医師会、自治会等の協力を得て、遺体の身元確認と身元引受人の発

見に努めます。 

(8) 遺体の引渡し 

市は、警察による検視等及び医師による検案が終了し身元が明らかになった遺体を、

遺族または関係者に引き渡します。この際、市と警察は遺体の引き渡し作業を協力して

行います。 

また、市は、身元が不明である遺体について、遺族または関係者の早期発見に努めま

す。 

(9) 身元不明者の処理 

市は、身元の確認ができず警察から引き渡された遺体については、「墓地埋葬等に関

する法律」及び「行旅病人及行旅死亡人取扱法」に基づき埋葬または火葬を行います。  
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第９節 飲料水、食料及び生活必需物資等の調達・供給活動 

  

第１ 飲料水の調達・供給 救援物資対策班、文化生涯学習部、下水道河川部、県企業庁茅

ケ崎水道営業所、自衛隊 

１ 飲料水の給水方針 

市は、災害発生時に飲料水を得られない者に対して、１人１日およそ３リットルを目安

に応急給水を行います。 

２ 飲料水の調達活動 

市は、飲料水兼用貯水槽や耐震性プールの水の活用を図るとともに、水道営業所や協定

を締結する民間施設等からの飲料水の調達を迅速に行います。 

３ 飲料水の供給活動 

市は、次の方法により給水方針に基づき市民に対し供給します。 

(1) 応急給水 

ア 避難所における給水 

市は、避難所の耐震性プールの水をろ過装置等の使用により、飲料水として確保し、

市民に対し給水を行います。 

イ 飲料水兼用貯水槽による給水 

市は、自主防災組織等と連携し、必要に応じ飲料水兼用貯水槽から市民に対し給水

を行います。 

ウ 給水拠点による給水 

市は、応急給水拠点を定め、水道営業所等の協力のもと、取水場所から給水車、給

水タンク等により飲料水を確保し、市民に対し給水を行います。 

(2) 応援要請 

市は、飲料水の確保が必要なときは、広域応援要請に基づく支援等を要請するととも

に、自衛隊に給水等の要請を行います。 

４ 生活用水の供給 

トイレや洗濯等、飲料水以外の生活用水についても、必要最小限の範囲で確保及び供給

に努めます。 

第２ 食料の調達・供給 救援物資対策班、財務部、経済部、関東農政局、自衛隊 

１ 供給方針 

市は、備蓄している食料及び協定を締結している企業等から調達する食料等により、提

供可能な食料数を算出し、市民に等しく分配できるよう心がけます。 

２ 食料の調達活動 

市は、備蓄している食料を活用するとともに、協定を締結している企業等の協力を得て、

食料及び調味料等を調達します。 

３ 食料の供給活動 

市は、自主防災組織等と連携し、調達した食料の分配または必要に応じ炊き出し等を実

施し、食料を供給方針に基づき市民に対し供給します。 

４ 応援要請 

市は、備蓄している食料及び協定を締結している企業等から調達する食料のみでは市民

に対し十分な供給が困難な場合は、県に応援を要請します。 

また、災害救助法が適用された場合は、農林水産省所管の政府所有食料の供給に関して、

県に供給を要請します。 

市は、交通、通信の途絶のため、災害救助用米穀等の引取りに関する県の指示を受ける

ことができない場合には、農林水産省（政策統括官付貿易業務課）に要請します。 
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第３ 生活必需物資等の調達・供給 救援物資対策班、財務部、経済部 

１ 供給方針 

市は、備蓄している生活必需物資等並びに協定を締結している企業等から調達する生活

必需物資等を市民に提供するにあたり、要配慮者や女性に配慮した提供を実施するよう心

がけます。 

２ 生活必需物資等の範囲 

生活必需物資等の範囲は次のとおりとします。 

寝具類、衣料品、炊事用具、食器類、生理用品、日用品雑貨、光熱材料、燃料等、その

他生活に必要な物資 

３ 生活必需物資等の調達活動 

市は、備蓄している生活必需物資等を活用するとともに、協定を締結している企業等の

協力を得て、生活必需物資等を調達します。 

生活必需物資等は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を得た物資の調達

に留意します。 

また、夏季には扇風機等、冬季には暖房器具、燃料等も含める等、災害発生時の実情を

考慮します。 

４ 生活必需物資の供給活動 

市は、自主防災組織等と連携し、調達した生活必需物資等を供給方針に基づき市民に対

し供給します。 

第４ 食料及び生活必需物資等の集積と配分 救援物資対策班、避難所対策班、経済部 

１ 調達物資等の集積 

市は、災害発生時に物資拠点を設け、食料及び生活必需物資の受入体制を整えます。な

お、物資拠点はあらかじめ定めた場所の他、必要に応じ、緊急輸送道路やその補完道路等

の交通の利便性を確保した場所を選定します。 

２ 物資拠点 

(1) 総合体育館 

(2) （株）茅ヶ崎青果地方卸売市場 

(3) 茅ヶ崎公園野球場 

(4) 柳島スポーツ公園 

(5) その他被災状況に応じ指定した場所 

３ 調達物資等の配分 

(1) 物資の配分は、原則として避難所で実施します。 

(2) 在宅避難者や避難所外避難者等へは、最寄りの避難所で実施します。 

(3) 避難所における配給は、自主防災組織等の協力により公平、円滑に行います。 
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第１０節 教育・保育対策 

  

第１ 園児、児童、生徒の保護対策 こども育成部、教育部、施設管理者 

保育園、幼稚園、学校等は、災害時においては、防災計画や避難計画等に基づき、園児、

児童、生徒の保護に努めます。 

１ 保育園、幼稚園、学校等の対応 

(1) 保育園、幼稚園、学校等は、園児、児童、生徒の生命・身体の安全確保を図り、原則

として、安全が確認できるまでは保護するものとし、安全が確認された後に保護者へ引

き渡します。 

また、公共交通機関の運行中止等により保護者が帰宅できないことも想定されること

から、状況を判断し、引き続き保護します。 

(2) 保育園、幼稚園、学校等は、速やかに初期消火及び救助・救急活動等の体制を整え、

応急対策活動を実施します。 

２ 教職員等の対処、指導基準 

(1) 教職員等は、防災計画や避難計画等に基づき、園児、児童、生徒の安全確保を図った

あと、避難誘導を行います。その後、安全が確認できるまで、引き続き保護に努めます。 

(2) 障害のある園児、児童、生徒については、介助できる体制を整えて対応する等、十分

に配慮します。 

(3) 園児、児童、生徒の避難誘導にあたっては、氏名・人数等を把握し、異常の有無等を

明確にし、確実に指示します。 

(4) 園児、児童、生徒の保護者への引き渡しは、防災計画や避難計画等に基づき確実に行

います。 

(5) 園児、児童、生徒が遠距離通学や交通機関の遮断、留守家庭等の理由で帰宅できない

場合は、氏名・人数等を確実に把握し、引き続き保護します。 

(6) 教職員等は、園児、児童、生徒の安全を確保した後、必要な応急対策活動にあたりま

す。 

３ 園児、児童、生徒の対応 

園児、児童、生徒は、自らの身の安全を確保します。 

第２ 被害状況等の把握 こども育成部、教育部 

市は、災害発生後速やかに保育園、幼稚園、学校等における園児、児童、生徒の被災状

況並びに施設の被害状況を把握します。 

また、災害情報の提供に努めるとともに、状況に応じた安全対策、応急対策活動等の実

施について指示します。 

第３ 避難所の開設 避難所対策班、配備職員、施設管理者 

避難所の開設においては、その利用が長期化した場合も見据え、可能な限り学校教育等

の再開を視野に入れた受け入れを実施します。 

１ 避難所に指定されている公立小・中学校は、自主防災組織や配備職員と連携して避難所

の開設に協力します。なお、第一に児童、生徒の安全を確保し、その上で避難者の受け入

れ等を行います。 

２ 保育園、幼稚園、私立小・中学校、高等学校等において、地域住民等が避難してきた場

合には、第一に園児、児童、生徒の安全を確保し、その上で避難者を安全な場所または避

難所へ誘導します。 

また、災害等の状況により、避難者の受け入れる時は、市や近隣の避難所と連携し、必

要な措置を講じます。 

第４ 応急教育の実施 こども育成部、教育部、施設管理者 

１ 応急教育の実施機関 
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幼稚園、学校等は、教育の早期再開に取り組むため、速やかに園児、児童、生徒並びに

教職員等の安否確認を実施し、教育施設及び学用品等を早期に確保する等、応急教育の円

滑な実施体制を整備します。 

(1) 私立幼稚園における応急教育は、設置者が実施します。 

(2) 公立小・中学校における応急教育は、市教育委員会が実施します。 

(3) 県立学校における応急教育は、県教育委員会が実施します。 

(4) 私立学校における応急教育は、設置者が実施します。 

２ 被害状況の把握及び報告 

私立幼稚園、公立小・中学校、私立学校及び県立学校は、応急教育の円滑な実施を図る

ため、施設設備の被害状況や児童、生徒の被災状況を把握し、市及び市教育委員会並びに

県教育委員会に報告します。 

また、市及び市教育委員会は、私立幼稚園、公立小・中学校、私立学校及び県立学校の施設

設備の被害状況や児童、生徒の被災状況を把握します。 

３ 応急教育の実施 

市及び県教育委員会等は、教育施設の被災により授業が長期間にわたって中断すること

を避けるため、次により施設の効率的な利用を図ります。 

また、児童、生徒の学習環境の整備を図ります。 

(1) 被害箇所や危険箇所の応急修理 

被害箇所や危険箇所は早急に修理し、正常な教育活動の実施を図ります。 

(2) 学校施設の相互利用 

授業の早期再開を図るため、被災を免れた学校施設を相互に利用します。 

(3) 仮校舎の設置 

校舎の修理が不可能な場合には、プレハブ校舎等の教育施設を設けて授業の早期再開

を図ります。 

(4) 公共施設の利用 

被災を免れた公民館等の社会教育施設、体育施設その他の公共施設等を利用して、授

業の早期再開を図ります。 

(5) 学用品の確保 

応急教育に必要な教科書等の学用品について、その種類、数量の把握に努め、学習環

境の整備を図ります。 

(6) 園児、児童、生徒の心的症状の対応 

幼稚園、学校等は、被災後に園児、児童、生徒の心的症状に対応するため、学校医、

スクールカウンセラー及び教育相談機関等との連携により、相談体制を整備します。 

第５ 応急保育の実施 こども育成部、施設管理者 

１ 応急保育の実施機関 

保育園や児童クラブ（以下「保育園等」という。）は、保育の早期再開に取り組むため、

施設等の安全確認を実施し、速やかに実施体制を整備します。 

(1) 公立保育園における応急保育は、市が実施します。 

(2) 私立保育園における応急保育は、設置者が実施します。 

(3) 児童クラブにおける応急保育は、指定管理者または委託業務受託者が実施します。 

２ 被害状況の把握及び報告 

保育園等は、応急保育の円滑な実施を図るため、施設設備の被害状況を把握し、市に報

告します。 

３ 応急保育の実施 

(1) 保育園等は、職員を把握し、園児、児童の被災状況を調査し、その結果を市に連絡し、

応急保育体制の整備に努めます。 

(2) 市は、情報及び指令の伝達を迅速に行い、保育園等はその指示事項に基づき応急保育

を実施します。 
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(3) 応急保育が可能な施設は、臨時の編成を行い、被害の状況に合わせた応急保育を実施

します。 

(4) 施設が被災し、応急保育の再開が困難な施設は、近隣の保育園等と連携し、臨時の応

急保育を実施します。 

(5) 被災し、通園できない園児、児童については、地域の実情を把握し、できる限り早期

に応急保育ができる体制をとります。 

(6) 保育園等は、園児、児童の心的症状に対応するため、児童相談ケースワーカーや関係

機関の協力のもと、相談体制を整備します。 

第６ 養護を要する園児、児童、生徒の保護体制 こども育成部 

１ 市は、避難所における養護を必要とする園児、児童、生徒の実情を把握します。 

２ 養護を要する園児、児童、生徒を、避難所等で措置した場合は、県（県災害対策本部及

び県中央児童相談所）に報告し、今後の対応について協議します。 
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第１１節 危険度判定活動 

  

第１ 造成地対策 都市部 

市は、降雨による造成地（斜面の盛土、切土等の土地の造成行為を行い宅地として整備

した土地）の崩壊がもたらす二次災害を防止するため、宅地判定士を活用して、被災宅地

に対しては宅地危険度判定を速やかに行い、その結果を地域住民へ説明し、必要に応じ危

険表示の設置または二次災害発生のおそれがある場合は、速やかに適切な避難対策を実施

します。 

第２ 被災宅地危険度判定 都市部 

１ 宅地判定士の業務 

(1) 造成地の判定 

(2) その他判定が必要と認められる土地の判定 

２ 被災宅地危険度判定活動 

大雨等に伴い宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合に、被災宅地危険度判定士が危険

度判定を実施し、被害の発生状況を迅速かつ的確に把握することにより、宅地の二次災害

を軽減、防止します。 

なお、被害状況によっては、県に対し応援宅地判定士の派遣要請を行います。 

 

【被災宅地危険度判定活動体系図】 
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第１２節 ライフライン等の応急復旧活動 

 
第１ 被災地域等への流入抑制及び交通規制の実施 建設部、茅ケ崎警察署 

 １ 警察 

警察は、災害発生時には、被害の状況を把握し、被災地域への車両の流入抑制を行うと

ともに、必要な交通規制を実施して、市及び道路管理者と協力し、危険箇所の表示、う回

路の指示、交通情報の収集及び提供、車両使用の自粛の広報等、危険防止及び混雑緩和の

ための措置を行います。 

また、緊急交通路等において、車両その他の物件が、緊急通行車両の通行の妨害となる

ことにより、応急対策活動の実施に著しい支障を生じる恐れがあるときは、道路管理者の

協力を得て、必要に応じ、当該車両その他の物件を道路外へ移動させる等の措置命令を行

います。 

 ２ 自衛官及び消防吏員 

災害派遣部隊の自衛官または消防吏員は、警察官がいない場合に限り、それぞれの緊急

通行車両の円滑な通行を確保するため、通行の妨害となる車両その他の物件を道路外へ移

動させる等、必要な措置を命令するほか、物件の所有者がその現場にいない場合は、当該

移動措置を行います。 

当該措置命令、または移動措置を行った場合は、管轄する警察署長にその旨を通知しま

す。 

 ３ 道路管理者 

道路管理者は、道路の通行が危険であると認められる場合において、道路通行規制に関

する基準等を定め、通行規制、警察・交通機関への連絡、その他必要な措置を講じるものと

します。 

第２ 交通情報の収集及び広報 茅ケ崎警察署 

 １ 交通情報の収集等 

警察は、緊急交通路確保等の交通対策を迅速・的確に実施するため、現場警察官、関係

機関等からの情報に加え、交通監視カメラ等を活用し情報を収集します。 

 ２ 交通情報の広報 

警察は、交通規制を実施した場合、規制標識板、立看板、拡声器等を利用して、積極的

な現場広報に努めるとともに、市へ迅速に情報提供を実施します。 

また、警察広報担当者は、テレビやラジオ、広報車等あらゆる広報媒体を使用して市民

へ周知に努めるほか、ヘリコプターによる広報及び市の協力を求めます。 

第３ 道路の応急復旧等 応急復旧対策班、建設部、消防部、横浜国道事務所、藤沢土木事

務所、茅ケ崎警察署、自衛隊 

 １ 国の措置 

国は、被害を受けた道路及び交通状況を速やかに把握するため、パトロールカーによる

巡視を実施するとともに、道路情報の収集に努めます。この情報を基に、必要に応じてう

回道路の選定、誘導等の処置を行い、緊急輸送路の確保に努めるとともに応急復旧工事を

速やかに行い、緊急輸送路としての機能確保に努めます。 

また、他の道路管理者に対して、被害状況に関する報告を求め、応急復旧等を要請また

は指示します。その場合、緊急輸送路の確保を優先します。 

２ 県の措置 

県は、災害協定業者等の協力のもと、管理する道路について早急に被害状況を把握する

とともに、備蓄資機材を活用して、応急復旧等を行い、道路の機能確保に努めます。 

また、他の道路管理者の管理する道路についても早急に被害状況を把握し、当該道路管

理者と連携して緊急輸送道路の優先確保を行います。 

さらに、県管理道路においても応援を必要とする時は、関係機関に応援要請を行います。 
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３ 市の措置 

市は、速やかに応急復旧作業体制を確立し、応急対策活動や緊急輸送に必要な道路等の

機能確保等、優先順位を定め迅速な復旧作業を実施します。 

また、茅ヶ崎建設業協会等との応援協定等に基づき、障害物の除去、応急復旧等に必要

な人員、資機材等の確保に努めます。 

４ 国及び県による復旧の代行 

国は、著しく異常かつ激甚な災害が発生し、県または市から要請があり、かつ県または

市の工事実施体制等の地域の実情を勘案して円滑かつ迅速な復旧復興のために必要がある

と認めるときは、その事務の遂行に支障のない範囲で、県または市に代わり工事を行うこ

とができる権限代行制度を活用し、県または市の復旧活動を支援します。 

また、県についても、権限代行制度を活用し、必要があると認めるときはその事務の遂

行に支障のない範囲で市の復旧活動を支援します。 

５ 障害物の除去 

道路管理者は、災害対策基本法第７６条の６第１項に基づき、災害が発生した場合にお

いて、道路における車両の通行が停止し、または著しく停滞し、車両その他の物件が緊急

通行車両の通行の妨害となることにより、災害応急対策の実施に著しい支障が生じるおそ

れがあり、かつ、緊急の必要があると認めるときは、その管理する道路について、区間を

指定して当該車両その他の物件の占有者、所有者または管理者に対し、当該車両その他の

物件を付近の道路外へ移動すること、その他必要な措置をとることを、書面の提示または

口頭で命じることとします。 

＜具体的な命令の内容＞ 

・道路の左側や歩道への移動 

・車間を詰めること（空いたスペースへの車両の移動） 

・沿道の空地、駐車場への移動 

・車両から落下した積載物の車両への再積載 

第４ 緊急輸送の範囲 総括・情報班 

  市及び防災関係機関が実施する緊急輸送の範囲は、次のとおりとします。 

輸送の対象 内容 

人員の輸送 
○医療救護、助産を必要とする者 
○応急対策活動要員 
○その他必要な人員 

物資等の輸送 

○医薬品、医療資機材 
○飲料水、食料及び生活必需物資等の救援物資 
○応急復旧資機材 
○その他必要な物資等 

第５ 輸送対象の想定 統括調整部各班 

緊急通行車両により輸送する対象は、被災状況及び災害応急対策の進捗状況に応じて、

概ね次のとおりとします。 

第１段階（発災直後から２日目までの間） 

○救助・救急活動、医療活動等の従事者及び医薬品等、人命救助に要する人員、物資 

○消防、水防活動等災害の拡大防止のための人員及び物資 

○政府災害対策要員、地方公共団体災害対策要員、情報通信、電力、ガス、水道施設保

安要員等、初動の災害応急対策に必要な要員・物資等 

○後方医療機関へ搬送する負傷者等 

○緊急輸送に必要な輸送施設、輸送拠点の応急復旧、交通規制等に必要な人員及び物資 

第２段階（発災後３日目から概ね１週間の間） 

○上記第１段階の続行 
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○飲料水、食料等生命の維持に必要な物資 

○傷病者及び被災者の被災地域外への輸送 

○輸送施設の応急復旧等に必要な人員及び物資 

第３段階（発災後概ね１週間以降） 

○上記第２段階の続行 

○災害復旧に必要な人員及び物資 

○生活必需物資 

第６ 輸送手段の確保 財務部、神奈川県トラック協会 

 １ 緊急輸送体制の確保 

市は、災害時における車両等の効率的な運用を行い、緊急輸送体制を確保します。 

 ２ 車両の調達 

市は、災害時の各種応急対策活動に必要な緊急車両の確保について、市が所有する車両

を充てるほか、市内陸上運送会社や神奈川県トラック協会の協力等により行います。更に

不足する場合は、県に対して応援要請を行うものとします。 

第７ 緊急通行車両の確認手続き 財務部 

１ 緊急通行車両（確認対象車両） 

緊急通行車両は、災害対策基本法第５０条第２項に規定する災害応急対策の実施責任者、

またはその委託を受けた者が使用する車両で、次に掲げる業務に必要な車両とします。 

(1) 警報の発令及び伝達並びに避難の勧告、指示 

(2) 消防、水防その他の応急措置 

(3) 被災者の救難、救助その他の保護 

(4) 施設及び設備の応急復旧 

(5) 清掃、防疫その他の保健衛生 

(6) 犯罪の予防、交通の規制その他被災地における社会秩序の維持 

(7) 緊急輸送の確保 

(8) 応急教育の実施 

(9) その他災害の発生の防ぎょまたは拡大の防止のための措置 

２ 緊急通行車両の確認 

災害対策基本法第７６条第１項に規定する緊急通行車両であることの確認及び同法施行

令第３３条に規定する標章及び証明書の交付事務手続きは、次に依ります。 

(1) 事前届出手続き 

市は、応急対策活動を迅速に行うため、応急対策活動のために使用する予定の車両に

ついて、あらかじめ県公安委員会（県警察本部）に事前届出を行い、緊急通行車両事前

届出済証の交付を受けておくものとします。 

(2) 交付手続き 

災害が発生し、災害対策に車両を使用する必要が生じたときは、上記の事前届出済の

車両については、直ちに市が確認証明書を県警交通規制課、各警察署、交通部三隊、交

通検問所、県災害対策課、各地域県政総合センターのうち、いずれか１箇所に提出し、

確認標章の交付を受け、各該当車両に掲示するものとします。 

市は、災害発生後、確認対象車両以外の新たに災害対策に必要となった車両について

は、県公安委員会に交付申請を行います。 

第８ ヘリコプターによる緊急輸送手段の確保 総括・情報班、広域連携班 

市は、あらかじめ指定した「ヘリコプターの臨時離着陸場」の中からヘリコプターの臨

時離着陸場を開設するとともに、防災関係機関への周知徹底を図ります。 

また、救急患者、医師その他救急活動に必要な人員及び緊急物資の輸送に際し、特に緊

急を要する場合は、ヘリコプターによる輸送を県、陸上自衛隊等防災関係機関に要請し、
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緊急時の輸送手段の確保に努めます。 

第９ 船舶等による海上輸送手段の確保 総括・情報班、広域連携班 

 市は、陸上輸送が困難な場合または海上輸送の方が効率的な場合は、県及び防災関係機

関等と連携し、茅ヶ崎漁港及び湘南港（江の島）を中心とした、海上輸送手段の確保に努

めます。  
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第１３節 ライフライン等の応急復旧活動 

  

第１ 上水道施設 県企業庁茅ケ崎水道営業所 

水道営業所は、災害用指定配水池や主要送配水管路等の水道施設の被害状況を調査する

とともに、応急復旧計画を作成し、計画に基づいた応急復旧工事を実施します。 

１ 情報提供 

災害発生時または発生のおそれがある場合は、市民や防災関係機関に対し、企業庁関連

施設の状況や対応について情報提供を行います。 

２ 被害状況の調査及び復旧計画の作成 

災害時、速やかに水道施設の被害状況を把握し、応急復旧優先順位を考慮した応急復旧

計画を作成します。 

３ 応急復旧業者への協力要請 

応急復旧工事を迅速に実施するため、応急復旧業者と、災害時の応急復旧工事等の協力に関

する契約等を締結し、災害時は、契約等に基づき応急復旧工事を依頼します。 

４ 応急復旧 

(1) 送配水管等の復旧 

送配水管等の復旧は、水源から浄水場及び配水池に至る幹線を優先し、次に、主要な配水

管等を順次復旧します。また、仮設配水管は、主要送配水管の応急処置が困難な場合に布設

します。 

(2) 臨時給水栓の貸与  

避難場所に近い公設消火栓に設置する臨時給水栓を市に貸与します。 

(3) 給水管の復旧 

公共避難場所、病院、学校、その他の公共施設等から順次量水器（上流側）まで、水

道営業所が復旧します。 

第２ 下水道施設 下水道河川部 

 １ 公衆衛生の保全 

災害時における公衆衛生の保全を図るため、相模川流域下水道左岸処理場と連絡調整を

行い、避難所、病院等の防災拠点から発生する汚水の排水を可能にする管路施設の保全を

早急に行います。 

 ２ 浸水被害の防除 

災害時における浸水被害の軽減を図るため、避難所、病院等の防災拠点における雨水の

排水が可能となるように、ポンプ場等施設及び管路状況を確認し、適切に対応します。 

 ３ 広報 

施設の被害状況及び復旧の見込みについて、広報を実施し利用者の生活排水等に関する

不安の解消に努めます。 

第３ 電力施設 東京電力パワーグリッド(株)平塚支社 

 １ 被害状況の早期把握 

被害状況の早期把握が、今後の復旧体制に大いに影響するため、あらゆる方法をもって

被害状況の早期把握に努めます。  

２ 電力施設の機能維持 

災害により、電力施設に被害があった場合は、被害状況を早期に把握し、通電火災等の

二次災害の発生を防止し、速やかに応急復旧を行い、電力供給施設としての機能を維持し

ます。 

 ３ 危険予防措置 

災害時においては、原則として送電は維持しますが、円滑な応急対策活動を実施するた

め、警察、消防機関等からの送電停止の要請があった場合には、適切な危険予防措置を講

じます。 



風水害対策計画 

第５章 災害時の応急対策活動 

第１３節 ライフライン等の応急復旧活動 

 

157 

 ４ 応急復旧 

応急復旧の実施にあたっては、原則として人命にかかわる箇所、官公署、報道機関、避

難所等を優先しますが、各施設の被害状況や復旧の難易を勘案し、供給上復旧効果の大き

いものから行います。 

５ 広報 

感電事故及び漏電による出火の防止及び電力施設の被害状況、復旧予定について、必要

に応じてテレビ、ラジオ、新聞等の報道機関や広報車等を通じて広報します。 

第４ 都市ガス施設 東京ガス(株)神奈川西支店  

東京ガス（株）は、ガス施設の災害及び二次災害の発生を防止し、また発生した被害を

早期に復旧するため、施設の機能確保、ガスの遮断装置の設置、非常設備の整備等、各種

事前対策を工事、災害時に迅速な応急復旧活動を行えるよう、体制の整備に努めています。 

１ 体制の確立 

   災害が発生しまたは発生するおそれがある場合には、非常体制を整えます。 

２ 通報・連絡の経路 

社内及び外部機関との連絡が相互に迅速かつ確実に行えるよう、情報伝達ルート多重化

及び情報交換のための収集・連絡体制の明確化など、体制の確立に努めます。 

３ 通報・連絡の方法 

通報・連絡は、災害時優先電話、社内電話、携帯電話、無線通信等を使用して行います。 

４ 災害時における情報の収集・伝達 

(1) 情報の収集・報告 

災害が発生した場合は、次に掲げる各情報を巡回点検、出社途上の調査等により迅速・

的確に把握します。 

(2) 気象情報 

気象庁の発表する、地震、大雨、洪水等に関する情報 

５ 被害情報 

(1) 対外対応状況（地方自治体の災害対策本部・官公庁・報道機関・利用者等への対応状

況） 

(2) ガス施設等被害の状況及び復旧状況 

(3) ガス施設等の被害及び復旧に関する情報、復旧作業に必要な資機材・食料または応援

部隊等に関する情報 

(4) その他の災害に関する情報 

６ 災害時における広報 

(1) 広報活動 

災害時には、その直後、ガス供給停止時、復旧作業中、その他必要な場合において、

その状況に応じた広報活動を行います。 

(2) 広報の方法 

広報については、テレビ・ラジオ・インターネット・新聞等の報道機関を通じて行う

ほか、必要に応じ直接当該地域へ周知する。また地方自治体等の関係機関とも必要に応

じて連携を図ります。 

７ 災害時における復旧用資機材の確保 

(1) 調達 

各班長、各支部長は、予備品・貯蔵品等の復旧用資機材の在庫量を確認し、調達を必

要とする資機材は、次のような方法により速やかに確保します。 

ア 取引先・メーカー等からの調達 

イ 被災していない他地域からの流用 

ウ 他ガス事業者等からの融通 

(2) 復旧用資機材置場等の確保 

災害復旧は、復旧用資機材置場及び前進基地が必要となるため、あらかじめ調査した
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用地等の利用を検討する。また、この確保が困難な場合は、地方自治体等の災害対策本

部に依頼して、迅速な確保を図ります。 

８ 非常事態発生時の安全確保 

(1) 危険予防措置 

ガスの漏えいにより被害の拡大のおそれがある場合には、避難区域の設定、火気の使

用禁止、ガス供給停止等の適切な危険予防措置を講じます。 

９ 災害時における応急工事 

応急の復旧にあたっては、復旧に従事する者の安全の確保に配慮した上で、非常事態発

生後可能な限り迅速・適切に施設及び設備の緊急点検を実施するとともに、これらの被害

状況等を把握し、二次災害の発生防止、被害の拡大防止及び被害者の生活確保を最優先に

行います。 

１０ 復旧対策 

(1) 復旧計画の策定 

非常事態により被災した地域の社会経済活動が低下する状況に鑑み、被災した地域施

設または設備の復旧については、可能な限り迅速に行います。 

ア 被害が発生した場合、被害状況の調査を速やかに行い、正確な情報を収集し、次に

掲げる事項を明らかにした復旧計画を策定します。 

①復旧手順及び方法 

②復旧要員の確保及び配置 

③復旧資機材の調達 

④復旧作業の期間 

⑤供給停止需要家への支援 

⑥宿泊施設の手配、食材等の調達 

⑦その他必要な対策 

(2) 復旧作業の実施 

供給設備の復旧作業は、二次災害の発生防止に万全を期しつつ、次の手順により行い

ます。 

ア 高・中圧導管の復旧作業 

     ①区間遮断 

     ②漏えい調査 

     ③漏えい箇所の修理 

     ④ガス開通 

イ 低圧導管の復旧作業 

 ①閉栓作業 

     ②復旧ブロック内巡回調査 

     ③被災地域の復旧ブロック化 

     ④復旧ブロック内の漏えい検査 

     ⑤本支管・供給管・灯外内管の漏えい箇所の修理 

⑥本支管混入空気除去 

⑦灯内内管の漏えい検査及び修理 

⑧点火・燃焼試験（給排気設備の点検） 

     ⑨開栓 

第５ ＬＰガス施設 （公社）神奈川県ＬＰガス協会湘南支部茅ヶ崎・寒川部会 

（公社）神奈川県ＬＰガス協会湘南支部茅ヶ崎・寒川部会は、災害時には、次の対策を

行います。 

１ 臨時供給 

避難所等への炊き出し用の臨時供給を行うため、迅速に対応します。 

２ 応急供給 
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迅速に安全確認検査を行い、使用可能な設備は、順次供給を再開します。 

なお、公共施設等は、発災直後から応急供給を行います。 

３ 応急復旧 

迅速に供給を全面再開できるよう、応急復旧活動を実施します。 

第６ 電話（通信）施設 東日本電信電話(株)神奈川事業部 

 １ 応急措置 

災害により、通信施設に被害が生じた場合、または異常ふくそう等の事態の発生により、

通信のそ通が困難になったり、通信が途絶するような場合、最小限度の通信を確保するた

め、次のとおり応急措置を実施します。 

(1) 通信の利用制限 

災害等が発生し、著しい通話のふくそうが発生した場合は、重要通信を確保するため、

規定に基づき通話の利用制限等の措置を行います。 

(2) 緊急通話の確保 

防災機関等の通信を優先的に確保します。（災害時優先電話） 

(3) 公衆電話の臨時措置 

ア 災害救助法が適用される規模の災害等が発生し、かつ広域停電が発生している場合、

被災地の被害状況や通信の著しいふくそう状況等を勘案し無料で公衆電話を利用でき

るようにします。 

イ 指定する避難場所に、被災者が利用する特設公衆電話の設置に努めます。 

(4) 災害用伝言ダイヤル「１７１」等の提供 

災害発生により著しく通信のふくそうが発生した場合は、安否等の情報を円滑に伝達

できる災害用伝言ダイヤル「１７１」等を速やかに提供します。 

(5) 災害対策機器の設置 

災害等発生により施設が壊滅的な損傷を受けた場合、災害対策機器により通信の確保

に努めます。 

２ 応急復旧 

災害に伴う電気通信設備等の応急復旧は、迅速・適切に実施します。 

(1) 被災した設備等の復旧にあたっては、被災者の生活を第一に考え速やかに実施すると

ともに、防災関係機関等と連携し、早期復旧に努めます。 

(2) 災害等により被災した重要通信を確保する機関の通信回線等の復旧は、あらかじめ 

定められた復旧を優先する機関より実施します。 

３ 広報 

災害発生時の応急復旧状況をテレビ・ラジオ、新聞等の報道機関を通じて広報を行うほ

か、必要に応じてホームページ等により周知を行います。 

第７ 鉄道施設 東日本旅客鉄道(株)横浜支社 

東日本旅客鉄道(株)横浜支社は、災害発生と同時に運転規制その他適切な初動措置を講

じ、乗客の安全を図り、速やかに応急復旧を行い、交通機関としての機能を維持します。 

 １ 初動措置 

(1) 旅客に対する広報 

乗務員は、相互に連絡、情報を交換し、または輸送指令からの指示、情報等について

必要な事項を旅客に案内するとともに、今後とるべき措置をできるだけ速やかに放送し、

混乱等の発生を防止します。 

駅長は、災害の状況を考慮し、旅客及び公衆の動揺、混乱を招かぬようにするため、

避難口の状況、社員の誘導に従う指示、災害規模と建造物の安全性、落下物についての

注意、列車の運行状況、駅周辺及び沿線の被害状況等についての放送を行い、周知に努

めます。 

(2) 避難誘導 

ア 乗務員は、列車または線路建造物の被害もしくは二次災害の発生危険が高いと予測
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したとき、またはその他沿線被害地の火災等により危険が迫ると判断したときは、速

やかに旅客を安全な地点に誘導します。 

イ 駅長は、災害の規模、二次災害の発生の危険、建造物の状況、駅及び駅周辺の被害

状況を考慮して負傷者、避難行動要支援者を優先誘導し、混乱を生じないよう配慮し

ます。 

ウ 駅周辺の火災その他の被害状況が著しく、駅構外への避難が危険と認められるとき

は、一時的に構内の安全な場所へ避難誘導します。 

(3) 救護措置 

被害の状況により、県を介し医師会への派遣要請、災害拠点病院への手配を実施しま

す。 

(4) 連携 

災害発生時には、市及び防災関係機関並びに医療関係機関と密接な連携体制を確立し

て、被害を最小限に止めるよう努めます。 

２ 応急復旧 

復旧は重要度の高い線区等、優先度を定め迅速な仮復旧を実施します。 

また、食料、その他非常緊急に関わるものの輸送を可及的速やかに行えるよう努めます。 
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第１４節 警備・救助対策 

  

第１ 陸上における警備・救助対策 茅ケ崎警察署 

警察は、各種の応急対策活動に必要な装備資機材の整備、災害警備訓練の強化、防災関

係機関との連携強化等の推進を図り、警備体制を一層強化するとともに大災害が発生した

場合には、警備体制を早期に確立し、警察の総力を挙げて人命の安全を第一とした迅速、

的確な応急対策活動を実施することにより、管内住民の生命、身体及び財産の保護、交通

秩序の維持、各種犯罪の予防検挙その他公共の安全と秩序を維持して、被災地における治

安の万全を期します。 

 １ 警備体制の確立 

(1) 警察は、大災害が発生した場合には、茅ケ崎警察署に警察署長を警備本部長とする茅

ケ崎警察署警備本部を設置して指揮体制を確立するとともに、市の災害対策本部は、必

要により相互に所要の要員を派遣し、協力・連絡体制を強化します。 

(2) 警察は、別に定めるところにより、警備部隊等の編成を行うほか、事案の規模及び  

態様に応じて迅速・的確な部隊運用を行います。 

 ２ 応急対策活動の実施 

   警察は、市の災害対策本部や防災関係機関と連携して次の対策を実施します。 

(1) 情報の収集・連絡 

災害警備活動上必要な情報収集を行い、収集した情報を、必要により関係機関へ連絡

します。 

(2) 救出・救助活動 

把握した被災状況に基づき、迅速に機動隊、広域緊急援助隊等を出動させ、市、消防

及び防災関係機関と協力して、被災者の救出・救助活動を実施します。 

また、警察は、消防または防災関係機関の現場責任者と随時、捜索区割り等の現場活

動に関する調整を行います。 

(3) 避難の指示等 

ア 警察官は、災害対策基本法第６１条または警察官職務執行法（昭和２３年法律第１

３６号）第４条により、避難の指示を行いまたは避難の措置を講じます。 

イ 警察官が前号の措置を行う場合は、原則として地域防災計画に定める避難先を示し

ます。ただし、災害の種別、規模及び現場の状況等により、地域防災計画に定める避

難先を示すことができないときは、適宜の場所を指定します。なお、避難させたとき

は、直ちに市に連絡します。 

ウ 避難の誘導にあたっては、市と協力し、安全な経路を選定し、所要の警備装備資機

材を活用するよう努めます。 

エ 住民が避難した地域に対しては、警戒警ら、検問所の設置等を行い、財産の保護、

その他犯罪の予防対策を実施します。 

(4) 交通対策 

警察は、被災地域における交通の混乱の防止を図り、応急対策活動が円滑に行われる

ように、災害の被害規模等の状況に応じて、一般車両の通行を禁止する区域及び通行を

制限する区域を設定し、緊急交通路の確保等必要な交通規制を実施します。 

(5) 危険物対策 

警察は、大規模災害発生時に、石油類貯蔵施設等の危険物施設、火災原因となるおそ

れのある薬品を管理する施設、ボイラー施設等の危険箇所について、速やかに、大規模

な火災、有害物質の漏えい、爆発等の発生の有無の調査を行い、状況に応じ施設内滞在

者及び施設周辺住民の避難誘導や交通規制等、災害の拡大を阻止するための的確な措置

を行います。 

(6) 行方不明者の捜索 

警察は、市及び防災関係機関と協力して、行方不明者の捜索を実施します。 
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(7) 防犯対策 

警察は、被災地の無人化した住宅街、商店街等における窃盗犯や救援物資の搬送路及

び集積地における混乱、避難所におけるトラブル等を防止するため、自主防災組織やボ

ランティア関係組織・団体等との連携を図り、被災地及びその周辺におけるパトロール

の強化、避難所等の定期的な巡回等を行います。 

また、被災地において発生しがちな悪質商法等の生活経済事犯、窃盗犯、粗暴犯、暴

力団による民事介入暴力等の取締りを重点的に行い、被災地の社会秩序の維持に努めま

す。 

(8) 広報 

ア 警察が行う広報は、災害の状況及びその見通し、避難措置、犯罪の予防、交通規制

等の警察措置に関する事項とします。 

イ 警察は、保有する広報資機材を活用して積極的に広報を行い、市、報道機関等と緊

密に連絡して適切な広報を行うよう努めます。 

第２ 海上における警備・救助対策 湘南海上保安署 

海上においては、第三管区海上保安本部（横須賀海上保安部湘南海上保安署）が、人命

の救助・救急活動、消火活動、排出油等の防除活動、海上交通の安全確保、避難対策、救

援物資の輸送活動、社会秩序の維持、船舶等への情報提供、二次災害の防止等にあたりま

す。 

 １ 災害時応急体制の確立 

第三管区海上保安本部（横須賀海上保安部湘南海上保安署）は、災害が発生した場合に

おいて、応急対策活動を統一かつ強力に推進するため、災害の態様に応じて組織の編成及

び職員の動員を行います。 

２ 第三管区海上保安本部（横須賀海上保安部湘南海上保安署）が実施する応急対策活動 

(1) 警報等の伝達 

気象、津波、高潮、波浪等に関する警報及び災害に関する情報を受けた場合、船舶交

通の安全に重大な影響を及ぼす事態の発生を知った時又は船舶交通の制限若しくは禁止

に関する措置を講じた時、並びに船舶、水産資源、公衆衛生等に重大な影響を及ぼすお

それのある事態の発生を知った時は、航行警報、安全通報、水路通報、標識の掲揚、船

艇及び航空機による巡回等により速やかに周知します。 

(2) 情報の収集及び情報連絡 

被害状況、被害規模その他災害応急対策の実施上必要な情報について、船艇、航空機

等を活用し、積極的に情報収集活動を実施するとともに、関係機関等と密接な情報交換

等を行います。 

(3) 海難救助等 

船舶の海難、人身事故等が発生した時は、速やかに船艇、航空機又は特殊救難隊によ

りその捜索活動を行い、船舶火災又は海上火災が発生した時は、速やかに巡視船艇、特

殊救難隊又は機動防除隊によりその消火活動を行い、危険物が流出した時は、その周辺

海域の警戒、火災発生の予防、航泊禁止措置又は避難勧告を行います。 

(4) 緊急輸送 

傷病者、医療関係者、避難者等又は救援物資等の緊急輸送については、必要に応じ、

または要請に基づき、迅速かつ積極的に実施します。 

(5) 物資の無償貸与又は譲与 

物資の無償貸与若しくは譲与について要請があった時又はその必要があると認める時

は、「国土交通省所管に属する物品の無償貸付及び譲渡に関する省令」（平成１８ 年１月

３１ 日国土交通省令第４号）に基づき、海上災害救助用物品を被災者に対して無償貸し

付けし、又は譲与します。 

(6) 関係機関及び地方公共団体の災害応急対策の実施に対する支援 

関係機関及び地方公共団体の災害応急対策の実施に対する支援関係機関及び地方公共
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団体の災害応急対策が円滑に実施されるよう、要請に基づき、海上における災害応急対

策の実施に支障を来さない範囲において、救助・救急活動等についての支援をします。 

(7) 排出油等の防除等 

防除措置を講ずべき者への指導又は命令を行い、緊急に防除措置を講ずる必要がある

と認める時は、指定海上防災機関に防除措置を講ずべきことを指示し、または巡視船艇

等に応急の防除措置を講じさせ、危険物が流出した時は、その周辺海域の警戒を厳重に

し、必要に応じて火災の発生防止、航泊禁止措置又は避難勧告を行います。 

また、特に必要があると認められる時は、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法

律第４１条の２に基づき、関係行政機関の長等に対し、防除措置等を要請します。 

(8) 海上交通安全の確保 

船舶交通を整理、指導及び制限又は禁止し、漂流物等の応急措置及びその措置を命じ

または勧告し、船舶への情報提供、水路の安全確保及び航路標識の復旧に努めます。 

(9) 警戒区域の設定 

人の生命又は身体に対する危険を防止するため、特に必要が認められる時は、災害対

策基本法第６３条第１項及び第２項の定めるところにより警戒区域を設定し、船艇、航

空機等により、船舶等に対して区域外への退去及び入域の制限又は禁止の指示を行いま

す。 

(10) 治安の維持 

海上における治安を維持するため、情報の収集に努め、必要に応じて巡視船艇等及び

航空機により犯罪の予防・取締り及び警戒区域又は重要施設の周辺海域において警戒を

行います。 

(11) 危険物の保安措置 

危険物積載船舶に対する移動命令又は航行制限若しくは禁止を行い、危険物荷役中の

船舶に対する荷役の中止等必要な指導を行い、危険物施設に対して危険物流出等の事故

を防止するための必要な指導を行います。 
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第１５節 広域応援・受援活動 

  

第１ 広域的な応援要請 総括・情報班、広域連携班、湘南地域県政総合センター 

１ 災害時における神奈川県内の市町村の相互応援に関する協定等に基づく応援要請 

市は、応急措置を実施するために必要があると認められるときには、他市町村長に対し

て応援要請を行い、もしくは知事に対して応援の調整または応急措置の実施を要請します。 

また県は、他市町村へ応援を要請するにあたり、地域県政総合センター単位の地域ブロ

ック内及び地域ブロック相互間における市町村間の相互応援の調整を行います。 

２ 相互応援協定等に基づく応援要請 

市は、災害時の各種相互応援協定等に基づく応援要請を行うときは、その協定等の定め

に従い、必要物資、資機材、人員等の派遣を要請します。 

なお、市は、応援を要請する際には、必要な事項を明らかにし、原則として文書により

応援を要請します。 

(1) 被害の状況 

(2) 応援の種類 

(3) 応援場所及び応援場所への経路 

(4) 応援の期間 

(5) その他応援に必要な事項 

 ３ 関係団体、企業等への応援要請 

市は、応急措置を実施するために必要があると認められるときには、関係団体及び企業

等に対して、各種協定に基づく応援要請を行います。 

 ４ 国等への応援要請 

市は、応急措置を実施するために必要があると認められるときには、国等に対して、災

害対策基本法等、関係法令等に基づく応援要請を行います。 

第２ 広域応援の受け入れ 総括・情報班、広域連携班 

 １ 応援の受入体制 

市は、応援部隊に対し、活動拠点を開設し、受入体制を整えます。 

(1) 情報の提供と応援手段の協議 

応援を要請した機関に対する市内の災害の進展状況、被害状況、道路交通状況等、応

援体制上必要な情報の提供・共有及び応援ルートの選定や活動拠点に関する協議・検討

をします。 

(2) 応援部隊の誘導等 

市はあらかじめ周知している活動拠点が被災等により使用できず新たな活動拠点を設

置する場合には、応援部隊の市内進入路及び集結地点を選定し、応援部隊を誘導します。 

また、事前に、ヘリコプター臨時離発着場等の防災上重要な拠点に、上空から識別で

きる表示をするよう努めます。 

(3) 応援部隊の活動 

市は、応援部隊の活動について必要な指揮または指示を行います。 

(4) 応援部隊の広域応援活動拠点 

市は、応援部隊の活動拠点をあらかじめ定めておくものとしますが、被災状況その他

の事由により、その使用が困難なときは、迅速にその受け入れ施設を選定し、自衛隊、

警察、消防、行政関係機関、ボランティア、ライフライン事業者等に対して、周知しま

す。 

２ 海外からの支援受入 

市は国の非常（緊急）災害対策本部等が海外からの支援の受け入れを決定した場合には、

その受け入れと円滑な活動の支援に努めます。 

第３ 自衛隊に対する災害派遣要請 総括・情報班 

市は、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、県に対して自衛隊の派遣要
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請を求めます。 

この場合市は、必要に応じてその旨及び市域の災害状況等を防衛大臣または地域担任部

隊の長に通知します。 

また、市は、県への自衛隊派遣要請の要求が、連絡不能で出来ない場合には、直接防衛

大臣または地域担任部隊の長に災害状況等を通知します。なお、この通知をしたときは、

速やかにその旨を県に通知します。 

 １ 要請方法 

市長の災害派遣要請に関する事務手続きは、統括調整部において、次の事項を記載した

文書により行います。 

   ただし、緊急を要する場合は電話等で要請し、事後速やかに所定の手続きをします。 

(1) 災害の情況及び派遣を要請する事由 

(2) 派遣を希望する期間 

(3) 派遣を希望する区域及び活動内容 

(4) その他参考となるべき事項 

第４ 自衛隊の受け入れ 総括・情報班、広域連携班 

 １ 災害派遣部隊の受け入れ 

(1) 他の災害救助復旧機関との重複の排除 

市は、自衛隊が他の災害救助復旧機関と重複せず、最も効率的に作業できるよう配慮

し、依頼します。 

(2) 作業計画及び資機材の準備 

市は、自衛隊に対し作業を要請し、または依頼する場合、先行性のある計画を立て、作業

に必要な、資機材の準備を整え、諸作業に関係のある管理者の了解を得られるよう配慮しま

す。 

(3) 自衛隊との連絡窓口の一本化 

市は、派遣された自衛隊との連絡交渉窓口を統括調整部に置きます。 

(4) 県への活動報告 

市は、自衛隊の活動状況等を随時報告します。 

 ２ 経費の負担 

自衛隊の救援活動に要した経費は、原則として派遣を受けた市が負担します。その内容

は、おおむね次のとおりです。 

(1) 派遣部隊が、救援活動を実施するために必要な資機材（自衛隊装備に係るものを除く。）

等の購入費、借上料及び修繕費 

(2) 派遣部隊の宿営及び救援活動実施に伴う光熱、水道、電気、電話及び入浴料等 

(3) 派遣部隊の宿営に必要な土地、建物等の使用料及び借上料 

(4) 派遣部隊の救援活動実施に際し生じた（自衛隊装備品を除く。）損害の補償 

(5) その他救援活動の実施に要する経費で、負担区分に疑義のある場合は、自衛隊と市が

協議します。 

３ 自衛隊の連絡先 

区分 連絡先（窓口） 所在地 県防災行政通信網番号 

陸上自衛隊 

第４施設群本部第３

科 

相模原市南区新戸 2958 

 046(253)7670  内線 2650 

9-488-9201・9209 

FAX 9-488-9200 

第３１普通科連隊本

部第３科 

横須賀市御幸浜 1-1 

 046(856)1291  内線 630 

9-486-9201・9202 

FAX 9-486-9220 

海上自衛隊 
横須賀地方総監部防

衛部第３幕僚室 

横須賀市西逸見町 1無番地 

046(822)3500 内線 2543 

9-637-9201・9209 

FAX 9-637-9200 
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第５ 警察災害派遣隊の要請及び受け入れ 総括・情報班、茅ケ崎警察署 

市は、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、県に対して警察の広域応援

部隊である警察災害派遣隊の派遣を求めます。 

また、警察災害派遣隊の円滑な受け入れのための活動拠点の整備と受入体制の確立を図

ります。 

第６ 消防広域応援の要請及び受け入れ 総括・情報班、消防部 

市は、大規模災害発生時において、市がその消防力をもって対処することができない場

合を想定して、広域的な消防体制を確立します。 

このため、市は、市町村あるいは都道府県の区域を越えた、消防力の広域的な運用を図

り、大規模災害時に円滑に対応できるよう、市町間等の相互応援協定による応援隊や緊急

消防援助隊の派遣要請を行い、派遣部隊の宿泊等、受入体制の確立を図ります。 

第７ ＤＭＡＴの要請及び受け入れ 保健医療対策班 

市は、災害の程度により必要がある場合は、県に対して医療救護の協力を要請するとと

もに、ＤＭＡＴの派遣を要請します。 

また、ＤＭＡＴを要請した場合は、受入体制を確立するとともに、活動が円滑に行われ

るよう支援します。 

第８ 緊急災害対策派遣隊、情報連絡員の要請及び受け入れ 総括・情報班、京浜河川事務

所、横浜国道事務所 

市は、災害による重大な被害が発生し、または発生するおそれがある場合は、「災害時の

情報交換に関する協定」に基づき、国（関東地方整備局）に情報連絡員（リエゾン）の派

遣を要請します。 

国は、市からの要請を受け情報連絡員を市に派遣し、情報交換を行うとともに、必要に

応じて緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）※を派遣します。なお、国は、市の被

害状況等を勘案し、必要と認める場合は、要請を待たずに情報連絡員の派遣や必要な支援

を行います。 

市は、国の情報連絡員や緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）が派遣される場合

は、受入体制を確立するとともに、活動が円滑に行われるよう支援します。 

※大規模な自然災害等に際して、被災自治体が行う被災状況の迅速な把握、被害の拡大の

防止、被災地の早期復旧等に対する専門的・技術的な支援を行うための派遣 

 
 

緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）の災害規模に応じた支援の仕組み 

（出典 国土交通省資料より抜粋）  
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第１６節 ボランティア活動 

  

第１ 災害ボランティアセンターの開設 広域連携班、監査部、市社会福祉協議会 

大規模な災害発生時に応急対策活動を実施するにあたり、市及び防災関係機関だけでは

対応が不可能な場合、市内外のボランティアの救援活動が必要となることから、ボランテ

ィア活動やその受け入れ等の事務を行う災害ボランティアセンターを開設し、ボランティ

ア（一般ボランティア及び専門ボランティア）の受け入れを行います。 

※災害ボランティアセンターでの専門ボランティア受け入れは、専門機関に属さない個人

を対象とする。各種専門機関への専門ボランティア派遣要請は、第３で示すとおりとす

る。 

  ※専門ボランティア（保健師・看護師・准看護師・介護職・ケアマネジャーなど） 

 １ 実施機関 

災害時におけるボランティア活動に係る事務は、災害ボランティアセンターが行います。 

 ２ 災害ボランティアセンターの位置づけ 

災害ボランティアセンターは、市社会福祉協議会が各種団体、個人等の協力を得て、ボ

ランティアニーズの把握、ボランティアの募集、受け入れ、作業配分、派遣等の活動全般

に関する事務を行うものとします。 

また、市はボランティアの活動が円滑に行われるよう必要な支援を行うものとします。 

 ３ 活動拠点の確保 

市は災害ボランティアセンターとして公共施設の一部を確保するとともに、必要な資機

材の調達支援等を行います。 

 ４ 災害ボランティアセンターの運営等 

災害ボランティアセンターの開設及び開設後の運営等については、市と市社会福祉協議

会が協議して別に定めるものとします。 

 ５ ボランティアコーディネーターの派遣要請 

市社会福祉協議会は、神奈川県社会福祉協議会及び全国社会福祉協議会へ、ボランティ

アコーディネーターの派遣要請を行います。 

第２ ボランティアの受け入れ 広域連携班、監査部、市社会福祉協議会 

 １ 情報収集 

市は、ライフラインの被害状況、避難所の開設状況等、情報収集を行い、被災者等のボ

ランティアニーズを把握します。 

 ２ ボランティアの募集 

災害ボランティアセンターは、ボランティアの必要性の把握に努め、災害ボランティア

センター関連ホームページの立ち上げ等、報道機関や各種広報を通じ、ボランティアの募

集を行います。 

第３ 専門ボランティアの派遣要請 統括調整部各班 

市は、応急対策活動を行う上で、必要に応じて各種専門機関へ専門ボランティアの派遣

要請を行います。 

 ＜専門ボランティア＞ 

活動内容 

○福祉ボランティア（手話通訳・介護等） 

○医療ボランティア（医者・看護師等） 

○教育ボランティア 

○避難所炊き出しボランティア 

○技能・労力提供ボランティア（建物判定・輸送等） 
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第４ 市民活動団体等の活動に対する支援 総務部 

市は、市民活動団体とボランティア団体の特性の違いを活かした効果的な支援活動の実

施を図るため、被災状況に応じたボランティアニーズを把握し、市民活動団体へ情報提供

を行います。 

その上で、市民活動団体の専門性を活かした支援活動が実施できるよう、連携・調整を

行い、その活動に必要な場所、資機材等の確保に対する支援に努めます。 

第５ ボランティアの活動 総務部、監査部、市社会福祉協議会 

市は、災害ボランティアセンターまたはボランティア活動に必要な資機材を確保・提供

し、その活動を支援します。 

 １ 主なボランティア活動 

○避難所での炊き出し、洗濯、物資の整理・配布等の手伝い 

○在宅避難者の買い物、家事等の生活の手伝い 

○家の片付け、引越しの手伝い 

○被災者の話し相手  

○こどもの遊び相手、託児代行 

○ペットの世話 

○暮らしに必要な情報の提供支援 

○交流機会づくり、イベント開催 
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第１７節 災害廃棄物等の除去及び処理 

  

第１ 障害物の除去 衛生・災害廃棄物対策班、応急復旧対策班、環境部、建設部、下水道

河川部 

市は、災害が発生したとき、または二次災害が発生するおそれがあるとき、応急措置を

実施するため支障となる工作物等の除去を行います。 

なお、被災状況を勘案し優先順位を定め、迅速に実施します。 

１ 実施機関 

障害物の除去は市が実施しますが、障害物が市の管理に属さない道路、または河川、施

設等にある場合は、それぞれの管理者が実施します。 

 ２ 除去対象 

(1) 市民の生命、財産等の保護のため除去を必要とする障害物 

(2) 避難、救援等、緊急に応急措置を実施するため除去を必要とする障害物 

(3) 河川はん濫、護岸決壊等の防止、その他水防活動実施のため除去を必要とする障害物 

(4) 居室、炊事場等、生活に欠くことのできない部分または玄関等に障害物が運び込まれ

ているため、一時的に居住できない状態にあり、かつ自らの資力を持ってしては除去で

きない障害物 

(5) その他公共的立場から除去を必要とする障害物 

 ３ 実施方法 

(1) 市は、自らの組織、労力、機械器具を用い、または茅ヶ崎建設業協会等の協力を得て

速やかに行います。 

(2) 建物・工作物等の除去作業においては、緊急の場合を除き、土地の境界標識や塀・石

垣等の基礎部分、側溝等の保存に心がけ、事後支障の起こらないよう配慮するよう努め

ます。 

(3) 除去作業においては、行方不明者の存在への配慮を行うとともに、位牌、写真・アル

バム、携帯電話等、所有者にとって価値があると認められるものについては、一律に廃

棄せず別途保管し、所有者に引き渡す機会を設ける等、被災者に配慮した作業に努めま

す。 

 ４ 応援・協力要請 

市は、障害物の状況に応じて、県、他市町村、防災関係機関、企業等に対して応援を要

請します。 

 ５ 分別区分 

   災害廃棄物は原則として、次により区分し処理を行います。 

(1) 木材 

(2) その他可燃物 

(3) 金属類 

(4) 家電類・パソコン等 

(5) コンクリート・アスファルト等 

(6) その他不燃物 

(7) 取り扱いに注意が必要な廃棄物（ガソリン・灯油・ガスボンベ・スプレー缶等） 

 ６ 仮置場の選定 

市は、あらかじめ仮置場を定めておきますが、被災状況等によりその保管が困難なとき

は、おおむね次の基準により新たな仮置場を確保します。 

なお、その場合、二次災害や環境、地域の基幹産業への影響や応急仮設住宅の建設等に

十分考慮し選定します。 

(1) 公園、グラウンド、廃棄物処理施設等の公有地 

(2) 未利用工業跡地等で、長期間利用が見込まれない民有地の借り上げ 

(3) 農地等の民有地や企業等の所有地等の借り上げ 
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第２ 災害廃棄物の処理 衛生・災害廃棄物対策班、環境部 

災害により発生した瓦れき及び建物等の解体撤去にともない発生した廃材等の災害廃棄

物の処理は、原則として、茅ヶ崎市災害廃棄物等処理マニュアルに基づき行います。 

なお、災害廃棄物の処理を円滑に行うための体制を確立するとともに、計画的な収集・

運搬、再利用・再資源化及び適正な処理・処分に努めます。 

１ 被害状況を確認し、瓦れきの発生量を推計するとともに、瓦れき処理応急体制の確保を

図り、適切な収集・処理に努めます。 

２ 発災直後の様々な情報を収集・整理し、瓦れき処理の基本方針を明らかにした処理計画

を定め、計画的な処理に努めます。 

３ 県は、災害廃棄物の再利用・再資源化、中間処理、処分に関連する民間の産業廃棄物処

理業者の被災状況の概要を把握し、地区別、施設の種類別に整理した上で、市町村の求め

に応じて情報提供します。 

４ 市単独で処理できない場合には、県外の他市町村と連携または調整を行う等、必要な対

策を講じます。 
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第１８節 災害救助法関係 

  

第１ 災害救助法の適用 総括・情報班 

市長は、市内における災害の程度が災害救助法の適用基準のいずれかに該当し、または

該当する見込がある場合は、直ちにその旨を県知事に報告し、この法律に基づく救助を要

請します。 

 １ 適用基準 

災害救助法は、同法施行令第１条第１項の定めるところにより、被害の程度が次の各号

のいずれかに該当する場合に適用されます。 

(1) 市内において住家の滅失した世帯数が１００世帯以上の場合 

(2) 県内の住家の滅失した世帯数が２，５００世帯以上であって、市内の住家の滅失

した世帯数が５０世帯以上の場合 

(3) 県内の住家の滅失した世帯数が１２，０００世帯以上である場合 

(4) 災害が隔絶した地域で発生したものである等、災害にかかった者の救護を著しく

困難とする特別の事情がある場合であって、多数の住家が滅失した場合 

(5) 多数の者が生命または身体に危害を受け、または受けるおそれがある場合 

   （注）住家の滅失した世帯、すなわち全壊（焼）、流出等の世帯を標準としているので、半

壊（焼）等、著しい損傷を受けた世帯については、２世帯で１の世帯とし、床上浸水、

土砂のたい積等により、一時的に居住不能となった世帯については、３世帯で１の世帯

とみなします。 

 ２ 適用手続き 

災害に際し、市内における災害が前記「１ 適用基準」のいずれかに該当し、または該

当する見込があるときは、市長は直ちにその旨を県知事に報告します。 

また、市長は、災害の事態が急迫して県知事による救助の実施を待つことができないと

きは、県知事が行う救助の補助として、災害救助法の規定による救助に着手し、その状況

を事後速やかに県知事に情報提供します。 

 ３ 救助の種類 

○避難所、応急仮設住宅の供与 

○炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 

○被服、寝具その他生活必需品の給与または貸与 

○医療及び助産 

○被災者の救出 

○被災した住宅の応急修理 

○学用品の給与 

○埋葬 

○死体の捜索 

○死体の処理 

○障害物の除去 

○応急救助のための輸送及び賃金職員等の雇用 
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第１節 復興体制の整備 

 

大規模災害からの復興にあたっては、単なる復旧ではなく未来に向けた創造的復興を目指し

ていくことが必要です。 

 本章は、あらかじめ復興の考え方や復興対策の内容を整理し、災害後の迅速な復興対策が推

進できるよう地域防災計画に位置づけたものです。 

 市は、国や県との調整、防災関係機関との連携を図りながら、一日も早く平常の都市活動が

再開できることを目的に、市民の合意を得ながら、速やかに策定推進できる体制づくりに努め

るとともに、復興対策を構築する上では、あらゆる地域生活者の視点、男女共同参画の視点に

配慮するよう務めます。 

第１ 復興に係る庁内組織の設置 企画部、都市部 

市は、復興に係わる総合的措置を講じ、速やかな復興を図るために、復興に関する事務

等を行う組織（復興対策本部）を庁内に設置するとともに、当該本部内における復興計画

の策定を進める担当部において、復興計画作成の方針の検討、復興計画に係る庁内原案の

作成、既存計画（施策）との整合性の確保、庁内各部の調整を行います。 

第２ 人的資源の確保 総務部 

本格的な復旧作業及び復興事業の実施のためには、通常業務に加えて膨大な事務執行が

長期間にわたり必要になりますが、職員が被災することによる減員等により、特定の分野

や職種において人員不足が予測されます。 

このため、特に人材を必要とする部門については、関係部局と協議・調整し、迅速かつ

的確に人員配置を行うとともに、必要に応じ臨時職員等の任用を行います。 

 １ 派遣職員の受け入れ 

不足する職員を補うため、地方自治法、災害対策基本法、協定等に基づき、職員の派遣、

またはあっ旋の要請を行い、職員を受け入れます。 

 ２ 専門家の支援の受け入れ 

災害後は、土地の測量、登記、建築、不動産評価等の土地に関する法律的な問題等、さ

まざまな問題が発生し、専門的なサービスの提供が求められることが予想されます。そこ

で、県による「大規模災害時における相談業務の応援に関する協定」に基づき、神奈川県

大規模災害対策士業連絡協議会に対して、市が開催する相談業務に従事する者の派遣を要

請し、弁護士、司法書士、建築士、不動産鑑定士、税理士等の専門家の支援を受け入れま

す。 
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第２節 被災状況の調査 

  

第１ 復興に関する調査 企画部、財務部、市民安全部、経済部、都市部、建設部、下水

道河川部、消防部 

１ 市街地及び都市基盤施設の復旧・復興の基本方向を決定するための調査 

(1) 建築物の被災状況に関する調査の実施 

市は、応急復旧対策・復興対策を効果的に行うために、被災地全体の全壊、半壊とい

った建築物の被災状況の概要調査を行います。 

(2) 都市基盤施設被害状況調査の実施 

施設管理者は、応急復旧対策・復興対策を的確に行うために、被災地全体のライフラ

イン施設、交通施設等の都市基盤施設の被害調査を行います。 

(3) 応急住宅対策に関する調査の実施 

応急仮設住宅等の住宅対策について、迅速な意思決定や適切かつ計画的な住宅供給を

行うための調査を行います。 

市は、全壊・焼失・半壊建物数及びデータ、被災者数及びその分布等のデータを活用

し、必要とされる応急仮設住宅の戸数、市営住宅の戸数の概要、全壊・焼失・半壊した

住宅が数多く存在する地域等を把握し、県に報告します。 

２ 復興計画の作成及び復興計画を実施するための調査 

(1) 市街地復興に係わる調査の実施 

市は、市街地復興を行っていくために、その事業対象地の被災状況を十分に把握する

ことが必要となるので、全壊・焼失・半壊建築物数及びデータ等を基に、市街地復興を

行う必要性が高い地区を特定し、特定された地区について、従前の権利関係等も含め綿

密な調査を行います。 

(2) 生活再建支援に係わる調査 

ア り災証明書の根拠となる住宅の被災状況調査の実施 

市は、災害見舞金等を支給するために、り災証明書が必要となるため、全壊・焼失・

半壊建築物数及びデータ等を基に、り災証明書の根拠となる住宅の被災状況を把握す

るとともに、情報が不足している地域等については、補足調査を行います。 

イ 死亡者数、負傷者数及び行方不明者数等に関する調査の実施 

市は、応急対策として行う遺体捜索結果等から死亡者数、災害による負傷者数や負

傷の内容についても調査し把握します。 

また、災害状況や市民からの安否情報等をもとに、行方不明者数を把握します。 

ウ 災害による離職者数についての調査の実施 

市は、地域経済の被災状況を把握するとともに、災害による事業停止等による離職

者数や離職者の特性等について、調査を行います。 

(3) 地域経済の復興施策に係わる調査の実施 

被災地全体の概要の把握や、特に中小企業の工場や商店街の商店等の被災状況等は、

生活再建支援策と密接に関連するため、可能な限り綿密に調査を行います。 

ア 物的被害状況調査 

市は、災害直後の緊急対応及び復興に向けての施策を検討するために、業種別・規

模別被害額や工場・商店等の全壊・焼失数等について、調査を行います。 

イ 地域への影響の把握 

市は、産業基盤施設の被災状況や事業者の物的被害状況等を調査し、操業停止期間

等を把握します。 
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【被害状況調査の概要フロー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ り災証明書等の交付 財務部、消防部 

１ 証明の範囲 

災害対策基本法第２条第１号に規定する災害により被害を生じた建物等について、必要

な事項の証明を行います。 

(1) 建物被害 

ア 全壊・大規模半壊・半壊・一部損壊 

 

○地域別被災状況の概要 

被災状況の概要調査 

【被災直後】 

 

○全壊・焼失・半壊建築物数 

○建築物へ立ち入ることの危険性 

建築物に関する調査 

 

○死者数・負傷者数及びその居住地 

人的被害に関する調査 

 

○土木建造物・ライフライン・交通

施設の被災状況 

都市基盤に関する調査 

【被災後１日～】 

調査で把握すべきデータ及び項目 

地域全体の被災状況の概要

把握 

市街地・都市基盤施設の復

旧・復興の基本方向の決定 

建築物への立ち入り可否の

判断 

応急住宅対策計画の作成及

び実施 

り災証明書の交付及び災害

見舞金の支給 

災害弔慰金の支給 

建築物の継続使用可否の判

断 

災害廃棄物等の発生量の把

握 

経済復興施策の実施 

市街地復興施策の実施 

 

○避難者数及びその分布 

○死亡者の遺族の所在地 

人的被害に関する調査 

 

○全壊・焼失・半壊建築物数 

○建築物の継続使用の危険性 

建築物に関する調査 

【被災後３日～】 

【被災後５日～】 

 

○業種別・規模別被害額等 

○失業者数及びその居住地 

 

経済的被害に関する調

査 

 

○土地・建物に関する従前の権利関

係 

市街地に関する調査 

 

○被災者の仮設住宅・公営住宅の入

居の意向 

仮設住宅等に関する調

査 

調査の用途 
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イ 全焼・半焼・部分焼 

ウ 流失・床上浸水・床下浸水 

２ 被害の判定基準 

被害認定は、内閣府「災害の被害認定基準」等に基づき市が行います。 

基準判定 全壊 
半壊 

大規模半壊 その他 

①損壊基準判定 

 住家の損壊、焼失、流失した部分の床面積

の延べ床面積に占める損壊割合 

７０％以上 
５０％以上 

７０％未満 

２０％以上 

５０％未満 

②損害基準判定 

住家の主要な構成要素の経済的被害の住

家全体に占める損害割合 

５０％以上 
４０％以上 

５０％未満 

２０％以上 

４０％未満 

 

３ 被害認定調査活動 

市は、具体的な調査方法及び判定方法は、内閣府「災害に係る住家の被害認定基準運用

指針」等に基づき判定します。 

(1) 周知・広報 

被害認定調査活動を行うにあたっては、避難所等での周知及び市域での広報を行い、

被災者に対する正確な情報提供を行います。 

また、応急危険度判定調査との混在について、被災者の精神的負担を考慮し、的確に

目的を伝え、調査を行います。 

(2) 被害認定調査 

  

 

 

 

 

(3) 調査にあたっては、被災者からの情報提供等を受ける等、調査に際しての事前状況を

把握した上で実施します。 

４ り災証明書の交付 

り災証明書は、被災者からの申請に基づき市長または消防署長が交付します。 

(1) 建物等の被害調査 

市は、建物等の被害調査を計画し、調査員を確保し、被災地域の写真の撮影及び目視・

聞取り調査を実施します。 

(2) り災台帳 

建物等の被害調査結果等を基にり災台帳を作成し、り災証明書の証明内容の確認台帳

とします。 

(3) り災証明書の交付 

被災者からり災証明書の交付申請があったときは、り災台帳に基づき、交付します。 

(4) 再調査の申し出 

被災者は、り災証明書の内容に不服があった場合は、再調査を申し出ることができる

ものとします。申し出があった建物に対し、迅速に調査を実施し、り災証明書を交付し

ます。 

５ り災証明書の交付に関する広報 

り災証明書の交付は、臨時広報紙、避難所の掲示板、報道機関等を通じ、被災者に周知

徹底します。  

第１次調査 

外観目視調査の実施 

第２次調査 

外観目視調査及び内部 

立入調査（申請者立会） 

再調査 

不服の内容を精査した

上で状況に応じて再調

査を実施 
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第３節 生活再建支援対策 

  

第１ 災害相談対策 企画部、市民安全部 

１ 災害相談の実施 

市は、災害により被害を受けた市民の生活上の不安等の解消を図るため、相談業務を実

施します。 

 ２ 臨時災害相談所の開設 

市は、必要に応じて臨時災害相談所を設置し、市民の相談を受け、苦情、要望等を聞き

取り、速やかに関係部局及び関係機関と連携して早期解決に努めます。 

 ３ 臨時災害相談所の規模等 

   相談所の箇所数及び人員は、災害の規模や現地の状況により決定します。 

相談所では、被災者救護を実施する各部局及び関係機関の職員が相談員として常駐する

とともに、弁護士会等の関係団体に協力を要請し、各種相談に応じます。 

 ４ 相談業務の内容 

(1) 行方不明者に関すること 

(2) 被災者の住居に関すること 

(3) 被災者の生活資金に関すること 

(4) 被災事業者の資金に関すること 

(5) 市民生活に関すること 

(6) その他 

 ５ 情報提供 

市は、企業等と連携を図り、法制度、金融機関、生命保険、損害保険、火災保険等、被

災地域の必要な生活関連情報や支援等を整理し、ホームページや広報紙を利用して市民に

提供します。 

第２ 被災者台帳の作成及び活用  

１ 被災者台帳の作成 

市長は、災害が発生した場合、被災者の援護を総合的かつ効率的に実施するため必要が

あると認めるときは、被災者の援護を実施するための基礎とする「被災者台帳」を作成す

るものとする。 

被災者台帳には、災害対策基本法第９０条の３第２項に基づき、被災者に関する次に掲

げる事項を記載し、又は記録するものとします。 

(1) 氏名 

(2) 生年月日 

(3) 性別 

(4) 住所又は居所 

(5) 住家の被害その他の被害の状況 

(6) 援護の実施の状況 

(7) 要配慮者であるときは、その旨及び要配慮者に該当する事由 

(8) 前各号に掲げるもののほか、災害対策基本法施行規則第８条の５で定める事項 

市長は、被災者台帳の作成に必要な限度で、その保有する被災者の氏名その他の被災者

に関する情報を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利

用することができるものとします。 

市長は、被災者台帳の作成のため必要があると認めるときは、関係地方公共団体の長そ

の他の者に対して、被災者に関する情報の提供を求めることができるものとします。 

２ 台帳情報の利用及び提供 

市長は、次のいずれかに該当すると認めるときは、災害対策基本法第９０条の４及び災

害対策基本法施行規則第８条の６に基づき被災者台帳に記載し、又は記録された情報（以
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下「台帳情報」という。）を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のため

に自ら利用し、又は提供することができるものとします。 

(1) 本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき 

(2) 市が被災者に対する援護の実施に必要な限度で台帳情報を内部で利用するとき 

(3) 他の地方公共団体に台帳情報を提供する場合において、台帳情報の提供を受ける者

が、被災者に対する援護の実施に必要な限度で提供に係る台帳情報を利用するとき 

第３ 被災者の安否情報の提供 総務部 

市は、被災者の安否情報について家族又は親族等から照会があった時には、災害対策基

本法第８６条の１５に基づき回答するよう努めます。 

なお、回答の際は被災者や第三者の利益を侵害しないように配慮するほか、照会に対し

て適切に回答し、又は備えるため、必要な限度で当該情報を利用するものとします。 

また、必要に応じて関係自治体、警察等に対して、被災者に関する情報提供を求めます。 

第４ 生活再建支援策 各項目参照 

生活再建支援策は、大きく復興に係わる応急対策と一般の生活再建支援策に分けられ、

それぞれの施策ごとに、具体的な実施内容を定めます。 

【生活再建支援策のフロー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 復興に係わる応急対策 

(1) 災害廃棄物等の処理 環境部 

市は、災害廃棄物の処理を行うための体制を確立するとともに、計画的な収集・処分

を図ります。 

(2) 応急仮設住宅等の供給 都市部、建設部 

市は、応急仮設住宅等の供給、市営住宅等の空き家の活用等により、当分の間の生活

の支援、居住の安全を確保するとともに、市営住宅等への一時入居を行います。 

 ２ 一般の生活再建支援策  

(1) 住宅・宅地の供給及び住宅再建支援 都市部、建設部 

市は、建築物の被災状況調査による継続使用の可否、住宅復興に関する情報の提供、

あるいは、被災者の住宅対策として、自己再建の支援等を行います。 

(2) 被災者の経済的再建支援 財務部、福祉部、会計部、市社会福祉協議会 

ア 被災者生活再建支援金の支給 

市は、被災者生活再建支援法（平成１０年法律第６６号）に基づき、自然災害によ

り生活基盤に著しい被害を受け、経済的理由等によって自立して生活を再建すること

が困難となった世帯に対して、都道府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用し

て、最高３００万円の被災者生活再建支援金を支給し、支給申請等に係る窓口業務を

行います。 

また、県は、これを受けて、被災者生活再建支援金支給に関する事務を行います。 

イ 災害弔慰金・災害障害見舞金の支給 

市は、災害による死亡者の遺族に対し、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和４

 生活再建支援策 １ 復興に係わる応急対策 (1) 災害廃棄物等の処理 

(2) 応急仮設住宅等の供給 

(1) 住宅・宅地の供給、住宅再建支援策 

(2) 被災者に対する経済的再建支援 

(3) 精神的支援 

(4) 要配慮者を対象とした支援 

２ 一般の生活再建支援策 
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８年法律８２号。以下「弔慰金法」という。）及び同法施行令（昭和４８年制令３７４

号）の規定に基づく茅ヶ崎市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年条例第２

３号。以下「弔慰金条例」という。）の定めるところにより、災害弔慰金を支給します。 

また、災害により精神的または身体に著しい障害を受けた者に対しては、弔慰金条

例に基づく災害障害見舞金を支給します。 

ウ 災害援護資金、生活福祉資金の貸付 

市は、災害により家屋等に被害を受けた世帯主に対し、生活の立て直し、自立助長

の資金として、災害救助法が適用された災害では、弔慰金条例に従って、災害援護資

金の貸し付けを行います。 

市社会福祉協議会は、同法の適用に至らない小規模災害時には、「生活福祉資金貸

付制度要綱」に基づく生活福祉資金を、低所得者世帯を対象に貸し付けます。 

エ 災害見舞金等の支給 

市は、災害により被害を受けた市民に対し、茅ヶ崎市災害見舞金等支給要綱に基づ

き、災害見舞金または弔慰金を支給します。 

オ 義援金の受け入れ及び配分 

(ｱ) 特定義援金の受け入れ 

茅ヶ崎市または茅ヶ崎市長等、本市を特定して寄託された義援金（以下「特定義

援金」という。）については、財務部及び会計班が受け入れ、状況に応じて適切な

方法により一時的に保管します。 

また、特定義援金の寄託を受けた場合は、原則として寄託者に受領証を発行する

とともに、その記録、整理を行います。 

(ｲ) その他の義援金の受入れ 

県は、義援金の受け入れ、配分に関して、市、日本赤十字社神奈川県支部、神奈

川県共同募金会等と義援金の募集、配分に関する委員会を組織し、適切な受け入れ、

配分を行います。 

カ 義援物資の受け入れ及び配分 

(ｱ) 民間企業や自治体等からの義援物資 

市は、関係機関等の協力を得ながら、国民、企業等からの義援物資について、受

け入れを希望するもの及び希望しないものを把握します。県及び市は、その内容の

リスト及び送り先を国民に対して公表し、周知等を図るものとします。 

また、現地の需給状況を勘案し、同リストを逐次改訂するものとし、これを活用

し、物資の配分を行います。 

(ｲ) 個人等からの小口義援物資 

市は、個人等からの小口の義援物資については、原則受け入れないこととし、そ

の方針について周知するものとします。 

なお、周知にあたっては、記者発表や県及び市のホームページへの掲載のほか、

報道機関による情報提供を行います。 

キ 生活保護 

被災による生活環境の変化から、新たな要保護者の発生が予想されるので、申請漏

れが生じないよう、市は、相談窓口の設置等により、生活保護制度の周知を行います。 

また、被災の状況によっては、申請そのものが困難な場合も考えられるため、積極

的に情報を収集して、要保護者の把握に努めます。 

ク 税の減免等 

市は、被災者の生活再建を支援するため、個人住民税、軽自動車税、固定資産税等

の市税について、申告期限・納期等の延長、減免等の納税緩和措置について検討しま

す。 

ケ 社会保険関連 

市は、国民健康保険、介護保険等、社会保険関連の特例措置を実施します。 

(3) 精神的支援 文化生涯学習部、福祉部、保健所部 
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ア 被災者の精神的な後遺症に関する相談室の設置及び訪問相談等の実施 

市は、被災を体験したことにより、精神的に不安定になっている被災者に対し、専

用電話等を設け、医師、保健師、ソーシャルワーカー等が心の相談に応じるとともに、

必要に応じ訪問相談を行います。 

イ 被災者の精神保健活動支援のための拠点の設置 

市は、被災者のＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）等に長期的に対応すること、

被災精神障害者の地域での生活支援を目的に、被災者の精神保健活動支援のための拠

点を設置し、地域に根ざした精神保健活動を行います。 

ウ 男女共同参画の視点に配慮した精神的支援 

市は、避難所や仮設住宅で生活する女性が抱える多様な悩みに対応するため、男性

及び女性に対する相談体制を整備するとともに、必要な支援及び助言を行います。 

あわせて、男女が気兼ねなく集まれる機会を設ける等、男女が共に助け合い、精神

的負担を緩和し、１日も早く平常な生活を再開できるよう支援を行います。 

(4) 要配慮者を対象とした支援 文化生涯学習部、福祉部、保健所部  

ア 高齢者・障害者等への支援の実施 

市は、高齢者、障害者等の避難行動要支援者の被災状況を把握し、ホームヘルプサ

ービスや、ショートステイ等の在宅サービスの実施、入所施設等への受け入れ、福祉

ボランティアの確保等を実施します。 

イ 外国人被災者への支援の実施 

(ｱ) 日本語を話せない外国人への生活情報の発信 

市は、日本語を理解できない外国人被災者に対し、情報を入手できるよう、仮

設住宅、義援金など各種交付金の手続きといった生活情報を、やさしい日本語に

よる発信に加え、多言語で発信します。 

(ｲ) 外国人相談窓口の設置 

市は、外国人の相談窓口を設置し、帰国手続き、り災証明書、義援金等金銭給

付、就労・労働、住宅等に関する相談を受けます。 

また、ボランティア等を活用し、可能な限り母国語で相談に応じることができ

るよう体制を整備します。 
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第４節 復興対策 

第１ 復興計画の策定 企画部、都市部 

市は、大規模災害により地域が壊滅し、社会経済活動に甚大な被害が生じた場合には、

被災地の再建は高度かつ複雑な大規模事業になることから、これを速やかに実施し、多く

の関係機関の諸事業を調整しつつ計画的に復興を推進していくため、復興計画を策定しま

す。 

 １ 復興計画で規定すべき事項 

復興では、被災者の生活再建を支援し、施設のより一層の安全性の向上を図るとともに、

地域復興のための基礎的な条件づくりを行うことが必要とされ、復興計画とは、これらの

基本的な課題を達成するための計画であり、これらの課題に応えるための施策体系が必要

です。 

また、復興施策や復興事業は広範囲な分野にわたり、内容も複雑多岐に及ぶので、多く

の復興施策や復興事業のうち、何を優先実行していくのかを明確に示す必要があります。 

   具体的には、復興計画において規定する事項は、次のとおりです。 

(1) 復興に関する基本理念 

(2) 復興の基本目標 

(3) 復興の方向性 

(4) 復興の目標年 

(5) 復興計画の対象地域 

(6) 個々の復興施策の体系（被災市街地・都市基盤等の復興計画、被災者の生活再建支援

計画、地域経済復興支援計画等） 

(7) 復興施策や復興事業の推進方策 

(8) 復興施策や復興事業の優先順位 

 ２ 地域と市民の絆で築く復興計画 

市は、被災者が復興への意欲を持ち、共感を持てるような将来像を構築し、未来を見据

えた復興計画を策定します。 

なお、その計画の策定においては、あらゆる機会において、地域生活者や男女共同参画

の視点に配慮し、まちの活力の早期再生や、誰もが安全・安心して暮らせるまちづくりを

目指し、市、市民、企業等が一致団結して復興に向け取り組みます。 

第２ 復興財源の確保 財務部 
被災の状況に応じた復旧事業及び復興計画に定めた事業に対する財源の確保を行います。 

１ 財政方針の策定 

市は、災害発生後の応急・復旧、復興事業を遅滞なく進めるとともに、国や県に対して

各種要望を行うため、被害状況の把握と対応策の検討と同時に財政需要の見込みの算定を

行います。 

２ 財源確保対策 

(1) 財源の確保 

市は、財政調整基金や市債の活用及び他の事業の抑制等により、財源の確保に取り組

みます。 

(2) 国への支援要望等 

更なる財源確保のため、激甚災害の指定や補助、地方交付税措置等、国に対して要望

していきます。 

第３ 市街地復興 企画部、都市部 

被災した市街地の復興は、市民の生活、地域経済の復興に繋がることであり、迅速に復

興するための対策が必要となります。 

その場合、被災前の状態である原状復旧だけを考えるのではなく、将来に向けた安全で

安心なまちづくりの視点で市街地の復興対策の可能性もあわせて検討することが重要とな

ります。 
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１ 復興整備条例の制定及び復興対象地区の設定 

市は、秩序ある復興を促すために必要に応じて条例を定めるよう努めます。この条例に

は、復興の基本理念や市、市民、企業等の役割、復興対象地区の指定と整備手法等を明示

します。 

(1) 復興整備条例の目的 

ア 生活の基盤である市街地の復興について取り組みの方針と理念をなるべく早い段階

で市民に対し宣言することにより、不安を解消し、復興への道筋を明らかにします。 

イ 市街地復興の対象となる地区、その中でも特に重点的に住宅供給、基盤整備等を進

める地区といったような重層的な地区指定を行うことにより、被災市街地の復興の基

本方針を明らかにします。 

(2) 復興整備条例の検討及び制定 

市は、復興整備条例の必要性について事前に検討を行います。なお、施行時期につい

ては、被災状況の全体像が明らかとなる被災後１ヶ月を目安とします。 

(3) 復興対象地区の設定 

条例を制定した場合、市は、復興対象地区の地区区分を設定します。 

 ２ 建築制限の実施 

市は、復旧・復興の妨げになるような無秩序な建築行為を防止するため、区画整理等に

よる本格的な復旧・復興事業に着手するまでの間、被害の程度や地区の経緯を踏まえて区

域を設定し、建築制限を実施します。 

 ３ 都市計画案の作成、事業実施 

市は、アンケート調査等で市民の意見集約を図りながら、被災市街地復興推進地域の都

市計画案を作成し、都市計画の決定手続きを行います。 

また、被災市街地復興土地区画整理事業などの制度を活かし、必要に応じて事業を実施

します。 

 ４ 防災都市づくり 

市は、市街地の整備改善が必要な場合には、被災市街地復興特別措置法等を活用すると

ともに、早急な生活再建、都市機能の回復が図られるよう市民の合意形成に最大限努めま

す。 

また、土地区画整理事業や市街地再開発事業等の実施により、良好な市街地の形成と都

市機能の更新を図ります。 

第４ 都市基盤施設の復旧・復興 企画部、経済部、環境部、都市部、建設部、下水道河

川部、京浜河川事務所、横浜国道事務所、藤沢土木事務所、茅ケ崎水道営業所、東日

本旅客鉄道(株)横浜支社、東日本電信電話(株)、東京電力パワーグリッド(株)、東京

ガス(株) 

都市基盤施設の復旧・復興は、災害応急対策として行われる機能の回復を目的とした応急

復旧と、施設自体を被災前の状況に戻す復旧、あるいはさらに防災性を高めて計画的に整備

するといった本格的な復興の３つの段階に分けられ、それぞれの基本方向に沿って施策を実

施します。 

１ 被災施設の復旧等 

(1) 市は、あらかじめ定めた応援協定等を活用し、市管理の公共施設の復旧に努めます。 

また、被災施設の復旧に当たっては、可能な限り早期の応急復旧に努めます。 

(2) ライフライン、交通関係施設の応急復旧については、関係事業者と連携のもと、施設

の早期復旧に努めます。 

２ 応急復旧後の本格復旧・復興 

市は、幹線道路、都市公園、河川、漁港等の骨格的都市基盤整備、ライフラインの地中

化の整備、さらには建築物や公共施設の安全性の向上を基本目標とします。 

(1) 道路 

市は、被災状況、地域特性、関係公共施設管理者の意向等を勘案し、迅速な原状復旧
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を目指すか、中長期的な問題点の改良等も行う復興を行うのかを検討し、基本方向を決

定します。 

(2) 公園・緑地 

市は、被災市街地の復興における基盤整備の方針、計画、整備手法等と調整を図り、

公園・緑地の復旧・復興方針を決定します。 

(3) ライフライン施設 

施設管理者は、被害状況及び被害調査結果を共有し、調査が重複しないよう連携して

行い、迅速な原状復旧を目指すか、中長期的な問題点の改良等も行う復興を行うのかを

検討し、整合性を図りながら基本方向を決定します。 

また、復旧事業を行う順序については、応急対策・復旧対策への活用性といった緊急

性を考慮して決定します。 

(4) 河川・砂防施設 

市及び県は、管理する各施設について、被害状況や緊急性を考慮して、施設の早期復

旧・復興を目指すとともに、防災性の向上に努めます。 

(5) 漁港施設 

漁港管理者が中心となり、民間会社及び茅ヶ崎市漁業協同組合と協力して漁港施設の

被害調査を行い、被災状況を把握するとともに、迅速な原状復旧を目指すか、中長期的

な問題点の改良等も行う復興を行うのか検討し、基本方向を決定します。 

(6) 災害廃棄物等 

市は、安全と環境に配慮して、迅速かつ効果的な災害廃棄物の処理を実施するため、

災害廃棄物の処理体制を確立します。 

実施計画を作成する際には、腐敗・悪臭の防止、公衆衛生確保の観点から、被災地の

状況を踏まえた災害廃棄物の迅速かつ適正な処理、災害廃棄物の再利用、アスベスト等

の適正処理等を考慮します。 

また、家屋等の倒壊は原則として所有者が行いますが、国の補助が認められた場合に

は、市は県及び関係機関と調整のうえ、解体処理についての必要な措置を実施します。 

第５ 地域経済復興支援 企画部、財務部、経済部、都市部 

地域の経済状況は、その地域住民にとって、雇用、収入、その他の生活環境の確保の面

において、非常に大きく係わるものであり、被災者の生活再建にも大きな影響を与えます。 

また、財政面からみれば、税収を支えるという点で、市の復興財源の確保にも大きな影

響を与えます。したがって、地域経済復興は、被災地の復興にとって重要な課題であり、

特に、行政が行うべき地域経済の復興支援の柱としては、経済基盤が弱い中小企業の自立

支援、地域経済全体の活性化のための支援等が必要です。 

 

【地域経済の復興支援施策のフロー】 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 個々の事業者を対象とした施策の実施 

市は、業種別・規模別被害額等について調査（地域経済の復興計画を作成するための調

査）を行い、再建のための資金需要等を把握し、災害直後の緊急対応及び復興に向けての

 
地域経済復興 

支援策 

１ 個々の事業者を対象

とした施策の実施 

(1) 金融面、税制面での支

２ 地域全体に波及効果

を及ぼす施策の実施 

 

(2) 事業の場の確保等 

３ 産業関連基盤の 

  早期復旧・整備 
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